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令和３年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  立地戦略課 （ 内線 ： ７６６４ ）
　　１目　工鉱業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 (新)企業分散
立地支援事業

100,000 0 100,000  100,000

 トータルコスト 107,921千円（前年度　0千円）［正職員：1人］
 主な業務内容 事業者との折衝・協議、申請書の審査、補助金認定・交付手続
 工程表の政策目標
（指標） 製造品出荷額９千億円への挑戦、技術革新・生産性向上・働き方改革等に挑戦する企業支援制度創設

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　大都市圏等からの企業の地方分散を本県への企業立地につなげるため、新たな支援制度を創設する。

 ２　主な事業内容

　県外本社企業の本県への機能・業務の一部移転を支援する。現行の設備投資支援(産業成長応援補助金)、賃借
料支援(次世代ソフトウェア産業等創出支援事業補助金)との併用型とし、県外からの転入人材の定着、新たな製
品・サービス開発、機能移転等のために必要となる設備の取得など、活動経費を幅広く対象に支援することで本
県への立地を推進する。

【現行】 【制度創設後】

企業分散立地支援補助金
 人材定着・
 活動費等支援

産業成長応援補助金
（成長・規模拡大ステージ）

産業成長応援補助金
（成長・規模拡大ステージ）  設備投資支援

（一般投資支援） ⇒ （一般投資支援）

次世代ソフトウェア
産業等創出支援補助金

次世代ソフトウェア
産業等創出支援補助金

 賃借料支援

補助金名 企業分散立地支援補助金

補助対象事
業

県外本社企業が本県内に県外拠点の機能・業務の一部を移転する事業等
・事務 (調査・企画、情報処理、国際事業、その他管理業務等)
・研究 (工場内研究開発部門を含む)、人材育成
・生産（当該企業の主要な生産製造等）
・新規事業 (当該企業が初めて実施する取組)、本県の地域課題解決に資する事業

補助対象経
費

ア 分散活動費 (新商品(役務)開発費、販路開拓費、少額資産(備品等)、賃借料、拠点運営費等)
イ 人材定着支援費 ( 県外 から 採用 ・ 移転 した 従業員 が 県内拠点 に １ 年間定着 した 場合 、 １ 人当 た

 り30 万円 を 定額交付 。( 最大100 人分 まで))
※リモートワーカー等、兼業・副業者等については、 県外在住者及 び 常時
 雇用労働者 ではない 者 は 人材定着支援費 の 対象 からは 除 く 。

ウ ネットワーク利用費 (専用回線通信料等)
エ 拠点改修費 (リモート環境整備費、セキュリティ対策費等を含む。)
オ 設備等取得費 (機能移転等のために特に必要となる固定資産の取得費(施設・設備)等）

認定要件 ・ 鳥取県産業成長応援補助金(成長・規模拡大ステージ、一般投資支援)、次世代ソフトウェア産
業等創出支援事業補助金のいずれかの認定を受けること。

・ 別途提示する本県の地域課題メニューから取り組みたい地域課題を選択し、県内事業者・団
体・自治体と連携して取り組むこと。

※県が提示する地域課題メニューから選択、又は県に地域課題解決の逆提案を行う。

補助率  １／２

補助限度額  50,000千円（最大３年間） 　※１事業者１回限り

事業継続要
件

 併用する補助金の事業継続努力義務期間を適用する。
  ・産業成長応援補助金 ７年、次世代ソフトウェア産業等創出支援事業補助金 10年

事業費 100,000千円 （50,000千円×２件）

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞　令和３年度に２件の新規認定を行う。

　 ＜取組状況・改善点＞　令和２年度の本社機能・業務移転実績　１件(東京都→米子市)
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令和３年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  立地戦略課 （ 内線 ： ７６６４ ）
　　１目　工鉱業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

13,800
債務負担行為

13,800
債務負担行為

10,800

 (新)とっとり
先駆型ラボ誘
致・育成補助
金 10,800 0 10,800  10,800

 トータルコスト 12,384千円（前年度　0千円）［正職員：0.2人］
 主な業務内容 事業者との協議、申請書の審査、補助金認定・交付手続
 工程表の政策目標
（指標） 製造品出荷額９千億円への挑戦、技術革新・生産性向上・働き方改革等に挑戦する企業支援制度創設

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　先駆的な事業に取り組む事業者等のオフィス・研究開発拠点等の誘致等を推進し、将来の本県産業の牽引役に
成長することを期待した育成支援を行う。

 ２　主な事業内容

(１)制度概要  準備・構想段階から拠点開設までを、３つのステージで支援する。

 　 [対象事業]　自然科学研究所、情報処理・提供サービス業、ソフトウェア業、デザイン・機械設計業、コ
ンテンツ企画作成業等のうち、先駆的な取組を行う事業

(ア)事前調査支援
　本県で先駆的事業の実施を検討中の事業者に対し、県内事業者等と連携した事前調査費用等を支援する。

補助対象者  県内に事業所を設置していない先駆的事業を行おうとする事業者等
補助対象経費  交通費、委託費、共同調査費(県内事業者・団体等に限る)、通信費　等
補助限度額等  300千円  (補助率) １／２ （補助期間) 最長12カ月

(イ)オフィス設置支援
　県内へのサテライト的な拠点の設置・運営を支援する。((ア)の活用は必須としない。)

補助対象者  県内に事業所を設置していない先駆的事業を行おうとする事業者等
補助要件  県内事業者・団体等と連携して事業を推進すること

補助対象経費 事業所改修・賃借費、機器設備取得・賃借費、通信費、セキュリティ対策費、交通費(県外
拠点と県内拠点との往復に限定)、共同研究費　等

補助限度額等  2,000千円  (補助率) １／２ （補助期間) 最長24カ月

(ウ)研究開発拠点設置支援
　恒常的な研究開発拠点の設置・運営を支援する。((ア)又は(イ)の活用は必須としない。)

補助対象者  先駆的事業を行おうとする事業者等 又は (ア)又は(イ)を活用した事業者
補助要件 ２人以上の雇用(代表者を含む。代表者の３親等以内の親族は雇用者に含めない。)

・雇用者の１/２までは、一定の条件でリモートワーカー等(在宅・遠隔勤務者。本県拠
点在籍を要件に県外在住者も可。)、兼業・副業者等も可とする。

補助対象経費 (イ)の対象経費、直接人件費、人材育成費等
・リモートワーカー等、兼業・副業者等の直接人件費等は補助対象外。

補助限度額 5,000千円 ((イ)による支援を受けた場合はその補助額を差し引く。)
・事業所改修費補助は2,000千円以内、直接人件費補助は補助総額の30％以内。

補助率・期間  < 中山間地域に設置する場合 > 　　 １／２
・中山間地域＝地域振興三法(過疎法､山村振興法､特定農山村法)で定める地域。
　中山間地域の場合は先駆的事業に限らず地域振興に資する事業を対象とする。

 < 上記以外の地域に設置する場合 >  １／３
 (補助期間) 最長36か月 ((イ)による支援を受けた場合はその補助期間を差し引く。)

(３)事業費　 10,800 千円　（債務負担行為　13,800千円）

(ア)事前調査支援　　　　　1,800千円（うち新規６件×300千円）
(イ)オフィス設置支援　　　3,000千円（うち新規１件×1,000千円(１年目分))
(ウ)研究開発拠点設置支援　6,000千円（うち新規２件×3,000千円(１年目分))

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞
      事前調査支援６件、オフィス設置支援１件、研究開発拠点設置支援２件の認定を行う。

    ＜取組状況・改善点＞
      令和２年９月補正で制度を創設し、事前調査支援１件、研究開発拠点設置支援１件(智頭町)の交付決定を行っ
    ている。
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令和３年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  立地戦略課 （ 内線 ： ７６６４ ）
　　１目　工鉱業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 (新)リモート
オフィス環境
整備支援補助
金

10,000 0 10,000 10,000

 トータルコスト 11,584千円（前年度　0千円）［正職員：0.2人］
 主な業務内容 事業者との協議、申請書の審査、補助金認定・交付手続
 工程表の政策目標
（指標） 製造品出荷額９千億円への挑戦、技術革新・生産性向上・働き方改革等に挑戦する企業支援制度創設

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　県内におけるテレワーク等に適したリモートオフィス（分散支援オフィス）の開設を促進するため、民間の施設
運営事業者が行う未利用施設等の改修経費の一部に助成する。

 ２　主な事業内容

（１）制度概要

補助対象者 県内に事業所を設置する法人

補助対象事業 補助対象者が、テレワーク等を実施する個人、企業等の利活用を見込んで、未利用施
設をリモートオフィスとして整備する事業

補助対象経費 （１）リモートオフィスへの改修経費
　・未利用施設の躯体に関わらないオフィス等の改修費
　　（内外装や壁面等固定式パーテーション等の設置費等）
　・円滑なテレワーク実施に必要なシステム構築・改修費

（インターネット・Wifi環境設備、電気・電話配線整備費、照明・空調・セキュ
リティー関連整備費等）

（２）１件10万円以上の機器・設備等の取得に要する費用
（３）機器・設備等の賃借に要する費用（初年度分のみ）　等

補助率 １／３

補助限度額 5,000千円　

補助要件 ・補助事業完了後、運用開始の日から３年以上継続してリモートオフィスとして運営
するよう努めること。

・運用開始の日から３年間は、県が行う企業の立地・誘致活動の入居等対象施設に登
録し、情報提供等に協力すること。

・補助は１事業者につき１回限りとする。

（２）事業費　　　10,000 千円

　　　　　　　　　　　・新規分　２件

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞ 新規２件分の交付決定を行う。
　 ＜取組状況・改善点＞ 令和２年９月補正で制度を創設。現在数件の活用予定があり、調整を進めている。
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令和３年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  通商物流課 （ 内線 ： ７６５９ ）
　　４目　貿易振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 環日本海航路
促進対策事業

10,000 11,462 △1,462  3,000 7,000

 トータルコスト 15,545千円（前年度　16,971千円）［正職員：0.7人］
 主な業務内容 環日本海貨客船航路の定期就航再開に向けた活動等
 工程表の政策目標
（指標） 境港の利用促進

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　境港～韓国～ロシアを結ぶ環日本海貨客船航路の定期就航再開に向け、船社や関係自治体・機関等との交渉や
連絡調整などに機動的に取り組む。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
内容 予算額

１  環日本海貨客船航路の定期就航再開に向けた機動的に取り組む活動経費
 （船社や関係自治体・機関等との交渉や連絡調整に係る経費など）

10,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
　　＜事業目標＞
　　　境港～韓国～ロシアを結ぶ環日本海貨客船航路の定期就航再開を図る。

　　＜取組状況・改善点＞
　　　新型コロナウイルス感染拡大等、厳しい世界情勢下に置かれている中ではあるが、地域経済の発展に寄与する
　　貨客船航路の定期就航再開に向け、関係自治体・機関等と連携して取り組んでいる。
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令和３年度 一般会計当初予算説明資料 

８款 土木費 
 ４項 港湾費                          空港港湾課（内線７３８０） 
  １目 港湾管理費                                    （単位：千円） 

事 業 名
 

本年度
 

前年度
 

比較 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取港コンテナ取扱
可能性調査事業 

24,000 14,800 9,200    24,000 
 
 

トータルコスト  24,792千円（前年度 15,587千円）［正職員：0.1人］ 

主な業務内容 試験輸送、上屋改造 

工程表の政策目標(指標) － 

１ 事業の目的・概要 

「鳥取港長期構想（令和２年３月策定）」等の策定に際し、鳥取港背後の企業にヒアリングを行っ

たところ、「コンテナ貨物の取扱い」を開始してほしいとの声が多く聞かれたことから、鳥取港の

持つコンテナ貨物に対する港湾機能のポテンシャルを調査し、物流規模を検討するため、令和２年

９月に、内航コンテナ船を鳥取港に寄港させる試験輸送を実施し、検証を行った。 

令和３年度は、初回の試験輸送検証をふまえて、それぞれにテーマを持たせた３回の試験輸送及

び検証のほか、コンテナを取り扱うための上屋改造を行い、コンテナ取り扱いの効率化を図る。 

（鳥取港でコンテナ貨物を取り扱うことができれば、以下の事項が考えられるようになる。） 

・現在、トラック輸送だけに依存している企業にとって、新たな輸送手段が構築され、産業活性

化につながる。 

・鳥取県東部地区にはコンテナ貨物（JR貨物等）の輸送手段がないため、新たな海上コンテナ輸

送により、モーダルシフトの受け皿ができる。 

 

２ 主な事業内容 

（１）試験輸送・・・19,500千円（３回分） 

在来コンテナ船（航路）を鳥取港に寄港させ、コンテナ貨物の荷役（揚げ・積み）を行い、

港湾機能の確認、検証を行う。また、鳥取港～博多港（積替え）～仕向け地（東南アジア他）

のリードタイム、輸送料金の確認を行い、営業輸送につなげる。 

１回目  ： 輸入貨物を取り扱うことにより、鳥取港の受入れについての検証を行う。 

２，３回目： ２週連続でコンテナ船を寄港させ、空コンテナの海上回送、輸出入貨物の同

時取り扱いの検証、鳥取港側での通関検証を行う。 

（２）上屋改造・・・4,500千円 

既存の上屋に対して、「作業高台」を設置し、コンテナバンニング（貨物のコンテナへの詰

め込み作業）の作業効率向上を図る。さらに「庇」を改良し、雨天でもバンニングが可能とな

るようにする。 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

事業目標：令和４年度以降の内航コンテナ船航路の鳥取港への定期寄港を図る。 

令和２年度に港湾計画を改訂した。令和３年度以降は、港湾計画に基づいて整備事業を進めてい

く。また、利活用に関しても、コンテナ取り扱いの強化を図っていく。 

・令和２年３月   鳥取港長期検討策定 

・令和２年10月19日 鳥取県地方港湾審議会にて港湾計画改訂を諮問、承認される。 

・令和２年11月26日 国土交通省交通政策審議会第80回港湾分科会にて港湾計画改訂を諮問、承

認される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取港コンテナ試験輸送（令和 2 年 9 月 22 日） 
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令和３年度 一般会計当初予算説明資料 

 
８款 土木費 
 ４項 港湾費                          空港港湾課（内線７３８０） 
  ３目 境港管理組合費                                   （単位：千円） 

事 業 名
 

本年度
 

前年度
 

比較 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

境港管理組合
負担金 

1,817,135 1,812,520 4,615 28,337  
(還付金) 

17,195 
1,771,603 

 
 

トータルコスト 1,824,264千円(前年度1,819,603千円)［正職員:0.9人］ 

主な業務内容 事業計画の承認等、負担金通知、収入・支払事務、境港管理組合との調整 

工程表の政策目
標(指標) 

取扱貨物量の増加（令和４年目標：貨物取扱量520万トン）、 
クルーズ船の誘致 （令和７年目標：58回寄港） 

事業内容の説明                      【「地方創生推進交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

境港管理組合の運営及び港湾施設整備等に要する経費に対する負担金である。 

令和2年度のクルーズ船寄港回数は、50回以上を予定していたが、新型コロナ感染症の拡大により、世界

的にクルーズ運航が制限され、寄港回数０（ゼロ）回となった。また、トラックドライバー不足や環境問題への

対策、リダンダンシー（輸送ルート・手段の多重性）確保のため新規国内ＲＯＲＯ船航路開設等に取り組んで

いる。 

今後は、アフターコロナ／ウィズコロナの対応強化を図りながら、北東アジアゲートウェイとして、令和２年４

月に供用開始した境夢みなとターミナルを活用することによりクルーズ船の寄港増加への対応及び物流の

効率化などの港湾機能の充実・強化を図り、日本海側拠点港の形成に向けた主要プロジェクトを展開する。 

 

２ 主な事業内容 

（１） クルーズ船関係  

 ○(継)クルーズ客船誘致推進事業［ポートセールス推進事業費（鳥取県：島根県＝１：１）］ （10,470千円） 

  現在、新型コロナ禍の影響により、クルーズ市場は運航再開が見通せない状態であるが、クルーズ再開時

に、他港の後塵を拝さないよう、境港管理組合・鳥取県・島根県・山陰インバウンド機構等がさらに連携強化し、

令和２年４月に供用開始した境夢みなとターミナルを活用した誘致及び受入の取組を進め、日本海側拠点

港としての基盤を確立する。 

① 誘致活動・受入体制  

船社等キーマン招へい、クルーズ懇談会実施、他港・関係機関との連携事業等 

② 受入環境改善整備 

ターミナル初寄港歓迎イベント経費、クルーズセミナー、おもてなしサポーター運営  

受入安全対策事業（新型コロナ感染症に伴う検温体制・密集対策警備員配置等） 

 

（２） 国際フェリー・国内ＲＯＲＯ船関係  

 ○(継)ＲＯＲＯ船航路開設推進事業［ポートセールス推進事業費（鳥取県：島根県＝３：１）］ （56,674千円） 

  平成31年４月に開設された敦賀港－博多港航路の途中寄港による試験運航を実施する。令和２年度に供用

開始した境夢みなとターミナルを利用した試験運航を数回実施し、過年度に行ってきた北海道航路へのトラン

シップ（積み替え輸送）接続への対応など、定期航路化に向けて発生する新たな課題、採算性の確認を行う。

試験運航後、船社への補助を行わない準定期運航を数回実施する。 

 

 ○(継)境港流通プラットホーム協議会運営費（鳥取県：島根県＝3：1） （509千円） 

  北東アジアゲートウェイ「境港」の強みを引きだすため、国内ＲＯＲＯ船定期航路化を推進し、国際コンテナ

船やフェリー等との接続による新たな物流ルートの構築などに産学金官が連携して取り組む。 
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（３）（継）直轄港湾事業費 

境港外港地区防波堤整備事業等 (32,500千円) 

（４）（継）港湾荷役用機械設備整備事業 [港湾建設費] 

・国際定期コンテナ航路の新規就航に伴う国際物流の活性化を踏まえ、また、近年のコンテナ船の大型化に対

応するため、ガントリークレーン１基を追加整備（２基体制）し、港湾機能の強化（機能向上、リスク分散等）を図

る。 （令和２～４年の３年間で整備。全体整備費1,600,000千円。境港管理組合の起債の償還（17年間、平均

約１億円）に対して負担金を支出する。） 

・コンテナ荷役用のトップリフター（多目的フォークリフト）について、製造から18年が経過しており、老朽化による

慢性的な油漏れ、故障が頻発している状態であるため、新たに多目的フォークリフトを購入する。（0千円 後年

度に起債償還費を負担。 （令和２～３年の２年間で整備。全体整備費91,000千円。境港管理組合の起債の償還

（17年間、平均約６百万円）に対して負担金を支出する。） 

（５）（新）リサイクルポート推進事業［ポートセールス推進事業費］（4，657千円） 

・リサイクル貨物（鉄くず、廃プラスチック）の効率的な輸出網を構築し、背後産業の活性化に資するため、リサイ

クル貨物のトライアル輸送に対する支援を行う。 

 

【負担金総括表】                                               (単位：千円)
 県負担金 摘要 

議会費・広報費・一般管理費等 172,657 議会に係る経費や職員人件費など境港管理組合の運営に必要
な経費 

ポートセールス推進事業費 75,290 境港の利用促進を図るためのポートセールスに必要な経費 
港湾管理費 227,234 港湾施設の管理、維持補修及び港湾調査等に必要な経費 
港湾建設費 37,800 港湾施設の改良など港湾整備の実施に必要な経費 

直轄港湾事業費負担金 32,500 国直轄事業に係る地方負担金 

公債費 625,396 港湾整備等の財源として借り入れた起債の元利償還に必要な
経費 

港湾整備事業特別会計繰出金 646,258 特別会計で実施する施設整備に係る起債の元利償還金等に充
当 

合計 1,817,135  

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

境港のもつ港湾機能の効率的な利用を図ること、また、クルーズ客船の誘致を通して境港背後産業の活性

化の一因となることを目標とする。 

平成27年度から整備してきた境夢みなとターミナルが令和２年４月に供用を開始した。供用を契機とするク

ルーズ船の積極的な誘致、物流拡大による国内ＲＯＲＯ船の定期航路化推進など、更なる機能向上を図る。 

 
 

150



151



令和３年度 一般会計当初予算説明資料 

８款 土木費 
 ４項 港湾費                          空港港湾課（内線７３８０） 
  １目 港湾管理費                                     （単位：千円） 

事 業 名
 

本年度
 

前年度
 

比較 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

よなごベイウォータ
ーフロント魅力向上
事業 

2,000 4,574 △2,574    2,000  

トータルコスト  2,792千円（前年度 5,361千円）［正職員：0.1人］ 

主な業務内容 関係機関調整 工事発注・進行管理 監督業務・業者対応 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

米子港周辺の中海に面する水辺空間の活用に向けて、令和元年度に産・学・官が一体となった「よな

ごベイウォーターフロント検討会」を立ち上げ、米子港周辺ウォーターフロント活用策の基本コンセプ

トを策定した。 

令和２年度は、「よなごベイ 

ウォーターフロント検討会」で 

民間事業者による活用策が示さ 

れた米子港の野積場である活性 

化ゾーンにおいて、12月から基 

本コンセプトに沿った活性化を 

図る民間事業者を公募型プロポ 

ーザル方式により募集している。 

令和３年度からは、決定した 

民間事業者による施設設計と整 

合性を図りながら、官民が連携 

して米子港周辺ウォーターフロ 

ント全体の活性化に向けたグラ 

ンドデザインを描いていく。  

 

 《米子港周辺ウォーターフロント活用策の基本コンセプト》 

  水辺を楽しむ憩いの空間 ～観光、歴史・文化、スポーツ～ 

   ◇米子港周辺の地域資源を活かし、地域の活性化に寄与する拠点づくり 

   ◇地域住民や観光客などの来訪者を対象とした、賑わいの創出 

 

２ 主な事業内容 

〇米子港 グランドデザイン作成委託 Ｃ＝２,０００千円 

・民間事業者による施設設計や周辺の賑わいづくりの取組と一体となり、米子港が賑わいづくりや 

地域の憩いの場等となるような施設（プロムナード等）の概略を検討する。 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

事業目標：民間事業者と連携して、米子港周辺ウォーターフロント活性化を図る。 

 民間事業者の募集スケジュール 

  令和２年12月21日（月） 募集要項を公表して公募を開始 

  令和３年１月15日（金） 現地説明会 

      ２月１日（月）～３月５日（金）企画提案書の受付 

      ３月上旬（予定） 第一次審査（参加資格要件審査） 

      ３月中旬（予定） 第二次審査（企画提案書審査） 

      ３月中旬（予定） 優先交渉権者の決定 

３月下旬（予定） 基本協定の締結 

 

米子港周辺の活性化に向けた取組のイメージ 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                          観光戦略課（内線：７４２１） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

一般社団法人山陰イン
バウンド機構運営事業 

80,000 100,000  20,000   80,000  

トータルコスト 97,426千円（前年度118,888千円）［正職員：2.2人］ 

主な業務内容 DMOとの連携、負担金の支出 

工程表の政策目標(指標) ― 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 
コロナ禍における「観光地マネジメント」の視点に立った地域の磨き上げと、「山陰」を対象エリア

とした観光地域づくりの中心となる機能をもつ山陰インバウンド機構の運営費を負担する。 

２ 主な事業内容                             （単位：千円） 
区   分 予算額 内   容 

(1)調査・戦略策定 5,000

山陰地区のゲートウェイとなる地域（山陽、関西）での

調査、外国人ジャーナリスト・旅行会社社員等への山陰コ

ンテンツの魅力度等のアンケート、既存データ（観光庁統

計等）を活用・分析し、ウィズコロナ期の誘客戦略を策

定。分析結果等は観光協会、自治体等の関係機関に共有す

る。 

(2)ゲートウェイ戦略 12,500

中国５県周遊パス、山陰周遊パスの展開により、山陰へ

の誘客につながりやすい関西・九州・山陽からの観光客を

山陰へ誘導する。また、周遊パスのアプリ上に施設等が実

施しているコロナ感染予防対策等を登録出来るようにする

など、観光客や観光施設のお互いの安心安全に繋がる仕組

みを検討する。 

(3)「縁の道」滞在型観光の推進 12,500  

 

ウェブサイトによる販売強化 10,000

山陰らしさが色濃く残っている等の条件を満たす観光商

品を機構のウェブサイト上に取りまとめ、特別に開発した

山陰専用の人工知能を活用した「自動会話プログラム」に

より、山陰に興味を持った観光客を購入ページへ誘導し旅

行消費拡大につなげる。 

 旅館ホテルと連携した販売ネッ
トワークの構築 

2,500
山陰エリアの旅館ホテルと連携し、旅館等が提供する滞

在型旅行商品の調査及び旅行商品の造成・磨き上げを行う。

(4)民間力による域内消費の拡大 10,000  

 

観光人材の育成 5,000

機構が取り組んできた観光人材育成の過程で培ったノウ

ハウを集約し、観光人材育成のため、観光のプロ、地元大

学と連携し、育成した人材による新たなビジネスの立ち上

げ、DMOの中核人材の育成を目指す。 

 
観光商品開発マニュアルの活用 5,000

地域毎の課題解決のためマニュアルを作成し、地域とと

もに地域活性化を可能にする観光商品を開発する。 

(5)情報発信・プロモーション 2,500 日本政府観光局等が主催する商談会等への参加 

(6)管理費等 37,500 人件費、旅費等 

合  計 80,000  

３ 事業目標・取組状況・改善点 
  山陰インバウンド機構は、“山陰”が世界に通用する観光地となるよう、官民が連携し、観光地
経営の視点に立った観光地づくりの舵取り役としての役割を果たす日本版ＤＭＯとして、鳥取・島
根両県により設立された。 

  山陰を訪れる訪日外国人の年間宿泊者数40万人泊を目標に、山陰の観光資源をＰＲし、地域と連
携しながら山陰ブランドの構築や情報発信などに取り組んでいる。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２３７） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

「蟹取県へウェルカ

ニ」誘客促進事業 
32,427 32,427 0   32,427  

トータルコスト 40,348千円（前年度40,297千円）［正職員：1.0人］ 

主な業務内容 キャンペーン企画、業務委託事務、広報業務 

工程表の政策目標(指標) 観光キャンペーンの展開等による鳥取県の認知度の向上 

事業内容の説明       
１ 事業の目的・概要 

「鳥取県＝カニ」の認知度向上及び宿泊観光誘客の拡大のため、カニシーズンの到来に合わせて
「蟹取県ウェルカニキャンペーン」を展開し、首都圏をはじめとする全国に向けた情報発信を実施
しメディア露出を図ることで本県への誘客につなげる。 

 
２ 主な事業内容                             （単位：千円） 

区分 予算額 内容 

「蟹取県ウェルカニキ
ャンペーン」の実施 

8,725 
・キャンペーン期間中（2021年9月1日～2022年2月28日）、
県内の宿泊施設に宿泊した方を対象に、毎月抽選で 
100名に「鳥取県のカニ」をプレゼントする 

情報発信に要する経費 23,702 

・キャンペーンパンフレット、ポスター等の作成・フェイ
スブックやツイッター、インスタグラムなどＳＮＳと連
動した特設WEBサイトを構築し、キャンペーン情報を発
信する。 

・首都圏においてキャンペーンのＰＲイベントを実施する。 
・話題化を図るための動画制作を行う。 
・県内周遊を促進するスタンプラリーなどを実施する。 

合計 32,427  

 

※ＳＮＳ：Social Networking Serviceの略。インターネットを通じて、人と人を繋ぎ双方向コミュニケー

ションを図るためのネットワークサービス。主に写真や動画の投稿（公開）、情報入手の目的で

使われる。フェイスブック、ツイッター、インスタグラムが３大SNSと呼ばれる。   

※フェイスブック：パソコン・スマートフォンから利用できる世界最大のSNS。実名でのアカウント登録が

基本であり、他SNSと比べ匿名性の低さが大きな特徴。 

※ツイッター：パソコン・スマートフォンから「ツイート」と呼ばれる全角140文字以内のメッセージや画

像、動画、URLを投稿できる。それに対し他のユーザーが返信やシェアをすることでコミュニケ

ーションを図るSNS。 

※インスタグラム：スマートフォンで撮影した写真や動画を投稿したり、気になる場所や好きな著名人など

興味があることを#（ハッシュタグ）で検索するSNS。 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
・平成26年度から開始した「ウェルカニキャンペーン」を基軸とし、「蟹取県」「カニ＝鳥取」のイ
メージや本県の観光地としての魅力が全国に広く認知されることにより、本県への観光誘客を
図る。 

・キャンペーン期間中「蟹取県」「ウェルカニ」をキーワードに、テレビ、ＳＮＳ、新聞など各メ
ディアでの露出及び「鳥取県＝蟹取県」「カニの水揚げ量日本一」の認知拡大につなげた。 

・今後も継続して「蟹取県」「ウェルカニ」を切り口とした取組を県内観光・水産関係者等と共に
連携し情報発信していくことでメディア露出の機会を増やし、首都圏をはじめ全国からの継続
的な誘客促進に結びつける必要がある。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                        観光戦略課（内線：７２３７） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

「ぐるっと山陰」誘
客促進事業 

40,500 39,500 1,000    40,500  

トータルコスト 42,876千円 （前年度 41,861千円）［正職員：0.3人］ 

主な業務内容 補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信 

事業内容の説明     
１ 事業の目的・概要 
 団体旅行向けの観光誘客促進として、本県への旅行商品造成及び宿泊・周遊を伴うバスツアー
造成並びに観光パスポート「トリパス」の作成に対する支援を行う。（補助金交付先は公益社団
法人鳥取県観光連盟） 

２ 主な事業内容 
（１）バス旅行商品支援 ※令和２年11月補正予算において債務負担行為設定済 
  鳥取県観光連盟のプロモーター（県外本部駐在）を活用し、県外旅行会社へのバス旅行商品造
成を働きかける。 

区分 内容 

補助対象 

経費 

支援条件を満たす旅行会社がツアー催行した場合の経費支援 
【支援内容】 
・宿泊あり:バス１台当たり30千円／泊 
・宿泊なし:バス１台当たり15千円 
 ※新型コロナウイルス感染症の状況に応じて補助金額を増額。 

【支援条件】 
・県内宿泊施設での平日宿泊又は平日周遊 
・繁忙期は対象外。 
・県内の観光地を２箇所以上訪問 
・観光連盟が指定する食事箇所又は県内旅館等で１回以上の食事利用 
 ※新型コロナウイルス感染症の状況に応じ、変更する場合あり。 

予算額 27,000千円 （補助率：10/10（定額）） 

（２）旅行商品造成支援 
  鳥取県観光連盟のプロモーターを活用し、県外旅行会社への旅行商品造成を働きかける。 

区分 内容 

 補助対象経費 
旅行会社が支援条件を満たす旅行商品を造成した場合の経費支援 
（１件あたり500千円程度を想定） 

予算額 7,500千円 （補助率：10/10（定額）） 

（３）観光パスポート「トリパス」作成支援 
  個人旅行者に対して訴求力の強い「トリパス」（対象施設の割引クーポンなど）を県外で積極
的に配布できる環境を整えることで、個人旅行の需要を喚起する。 

区分 内容 

 補助対象経費 
観光パスポート「トリパス」の制作経費支援及び電子化に伴う経費に対する支

援 

予算額 6,000千円 （補助率：1/2） 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
・事業目標として、県外からの宿泊・周遊を伴うバスツアーへの造成支援及びパンフレット等へ
の旅行商品造成支援により、県外からの団体誘客及び商品露出の強化を図る。また、個人旅行
者向けの観光パスポートにより、多くの観光地の周遊と観光消費額の増加を図る。 

・バスツアー造成支援及び旅行商品造成支援により、県外旅行会社が継続して本県の旅行商品を
造成している。また、観光パスポートの利用者も観光客に浸透している。 

・新型コロナ感染拡大により、バス需要を含む旅行需要が急激に落ち込んでいる。旅行需要の回
復のためには継続的な需要喚起が必要となっている。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料  
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２７３） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

旅情あふれる「鳥鉄
の旅」創造事業 

11,867 14,067  2,200   11,867  

トータルコスト 19,788千円（前年度21,937千円）［正職員：1.0人］ 

主な業務内容 関係機関との連絡調整、補助金・負担金交付事務、契約事務 

工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信 

事業内容の説明  
 
１ 事業の目的・概要 

「瑞風」「あめつち」「昭和・八頭・若桜号」「銀河」といった観光列車をはじめ、鉄道沿線に広が

る農山漁村、懐かしさを感じる駅舎などを鉄道で巡る旅「鳥鉄の旅」の取組を推進し、本県への観光誘

客を図る。 

 

２ 主な事業内容                             （単位：千円） 
区   分 予算額 内   容 

（１）鳥鉄の旅ツアー創造支援事業 7,000 

 

雑誌等を使ったＰＲ 5,000

駅・街頭等でのイベント出展、観光列車「あめつち」や「昭和・

八頭・若桜号」「あまつぼし」を使った鉄道の旅の雑誌広告・記事

掲載、ＳＮＳ等を使ったネット広告による情報発信を行う。 

ＪＲ西日本と連携した観光イベン

トの開催等 
2,000

ＪＲ西日本と連携した駅頭観光誘客イベントの開催、ＪＲ西日

本月刊情報誌「西ＮＡＶＩ」等への記事掲載など情報発信を行う。

（２）鳥鉄の旅魅力造成支援事業 2,600

鉄道沿線おもてなしや、県内のＪＲ、若桜鉄道、智頭急行等に

関連した鉄道観光メニューの造成、観光素材の磨き上げを行い、

鳥取県内ならではの鉄道の旅を楽しむ魅力づくりを支援する。 

(取 組 例)観光ガイド育成、停車駅等での郷土芸能披露、沿線の

景観整備など 

(補助概要)補助対象者：県内鉄道事業者、観光事業者、市町村 

    補助上限：500千円（補助率1/2） 

（３）観光列車運行対策事業 2,267 

 
島根県、ＪＲ西日本と連携したおも

てなしの取組 
1,000

ＪＲ西日本の長距離列車「WEST EXPRESS 銀河」の再度の山陰方

面への運行に合わせて、島根県・ＪＲ西日本と連携したおもてな

しの取組を推進する。 

 東浜駅周辺環境整備に係る補助金 

※Ｈ28に債務負担行為設定済 
1,267

東浜駅周辺トイレ、レストラン等の環境整備に係る町実質負担

に対して支援する（支援対象：岩美町）。 

合  計 11,867  

※ＳＮＳ：インターネットのネットワークを通じて、人と人をつなぎコミュニケーションが図ることができるよう

設計された会員制サービス。ソーシャル・ネットワーキング・サービス（social networking service） の

略。Facebook（フェイスブック）など利用者がプロフィールや写真を公開することが多い。 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
  「瑞風」「あめつち」「昭和・八頭・若桜号」「銀河」といった観光列車をはじめ、鉄道沿線に広
がる農山漁村、懐かしさを感じる駅舎などを鉄道で巡る旅「鳥鉄の旅」の取組を推進し、本県への
観光誘客を図る。 
 ＪＲ西日本、第三セクター鉄道会社（智頭急行、若桜鉄道）と連携した情報発信やＪＲ西日本の新た

な長距離列車「WEST EXPRESS 銀河」を用いた広報などにより「鳥鉄の旅」の認知が高まってきたとこ

ろであり、今後さらに関係者間の連携を強化しながら、地域をあげての観光列車へのおもてなし機運の

醸成や鉄道施設・沿線周辺の観光素材の磨き上げを行い、鉄道をテーマとした鳥取ならではの旅の創造

による誘客を促進する。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費        
  ３項 観光費                               観光戦略課（内線：７２３９） 
  １目 観光費                                        （単位：千円）             

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

サイクリストの聖地
鳥取県整備事業（サイ

クルツーリズム推進事業） 
33,876 35,236 △1,360 11,038  

 

22,838  

トータルコスト 41,005千円（前年度 42,319千円） ［正職員：0.9人］ 

主な業務内容 関係機関等との連絡調整 

工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信、外国人観光客の受入環境の整備 

事業内容の説明                      【「地方創生推進交付金」充当事業】 
 

１ 事業の目的・概要 
  県内外のサイクリストに安心快適にサイクリングを楽しんでもらえるよう、サイクリスト支援体制
の整備を進めるとともに、令和２年３月に全線開通した白砂青松の弓ケ浜サイクリングコースを含む
鳥取うみなみロードをはじめとした県内サイクリングルートの利用促進に向けた受入環境を充実させ
て、サイクルツーリズムの全県展開を図る。 
併せて、市町村やサイクリング関係者等と連携し、ナショナルサイクルルートの指定を目指す。 

※ナショナルサイクルルート：走行環境、受入環境等に係る国が定める要件を満たし、日本を代表し、世界
に誇りうるサイクリングルート。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円） 

区  分 予算額 内   容 

鳥取うみなみロードを活用した魅
力発信 

 4,000 
本県の東西を結ぶ鳥取うみなみロードの魅力を広く発信する

ためのイベントを開催する。 

サイクリングイベントにおけるレ
ンタサイクル支援、レンタサイク
ル拠点の整備支援 

 2,000 

県内で実施されるサイクリングイベントでのレンタサイクル
調達に係る経費に対する支援（補助率1/2：上限200千円）、県内
レンタサイクル拠点の整備に係る経費に対する支援（補助率1/2
：上限1,000千円）を行う。 

（新）サイクリングガイドの養成 1,000 サイクリングガイド養成講座を実施する。 

協力店舗の拡大及びサイクリスト
の利便性向上、サイクルトレイン
・バスの試行、（新）「鳥取県版サ
イクリストに優しい宿」の認定 

 2,250 

コンビニエンスストア、飲食店等へのバイクスタンド、修理工
具等の設置、自転車積載タクシーへのキャリアー貸与、自転車の
屋内保管等サイクリスト向けサービスを提供する宿泊施設の「鳥
取県版サイクリストに優しい宿」認定を行うとともに、交通機関
と自転車が連携した新たな取組を支援する。 

サイクリングルートの整備、鳥取
河原自転車道の修繕 

20,126 
東部周遊サイクリングルートの整備及びジャパンエコトラッ

ク１号認定ルートへの編入、鳥取河原自転車道の修繕により、
サイクリストが快適に楽しめる受入環境を整備する。 

近県連携による相互誘客等に向け
た情報発信 

4,500 
中国地方が魅力的なサイクリングエリアとなることを目指し、

中国５県が連携して受入環境の整備等に取り組むとともに、近
県サイクリング大会におけるＰＲ等の情報発信に取り組む。 

合  計 33,876  

３ 事業目標・取組状況・改善点 
・ 県内外のサイクリストに安心快適にサイクリングを楽しんでもらえるよう、サイクリスト支援体制の
整備を進めるとともに、県内サイクリングルートの利用促進に向け、鳥取うみなみロードを活用したサ
イクリングイベントを開催する。 

 ・ 県西部地域においては、歴史あるサイクリング関連イベントが複数開催されているほか、サイクリ
ングルートへの案内標示や休憩スポットの整備など、東・中部に先行してサイクルツーリズムの取組
が進められてきた。 

・ 鳥取うみなみロードの整備により、西部地域でのサイクリング振興の機運を中部、東部地域へ拡げて
いく流れが加速し、サイクリスト目線での更なる受入環境の充実を進めてサイクルツーリズムの全県展
開を推し進めていくとともに、中国地方５県による広域連携でのサイクルツーリズムの推進の取組も活
用し、近隣地域とも連携したサイクリスト相互誘客を図る。 

・ 白砂青松の弓ヶ浜サイクリングコースの利用者数調査を行い、全線開通初年度（令和２年度）の利用
者数との比較を行い、利用者数の動向の把握に努める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
７款 商工費 
３項 観光費                            観光戦略課（内線：７２３９） 

    １目 観光費                                        （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

外国人観光客受入環境
整備事業  

22,450 25,450 △3,000   

 

22,450  

トータルコスト 25,618千円（前年度 28,598千円）［正職員：0.4人］ 

主な業務内容 関係機関との連絡調整、広報、補助金・負担金交付業務 

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の受入環境の整備 
 
事業内容の説明       
 

１ 事業の目的・概要 

  本県が国際的な観光地としての魅力を高め、国内外から多くの観光客が訪れる国際リゾート地として

発展することを目的に、アフターコロナを見据えながら、訪れる外国人観光客の利便性を図るとともに

官民が一体となって県内の『おもてなし』機運を醸成して受入環境整備を図る。 

 

２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区    分 予算額 内    容 

(1)外国人観光客倍増促進
補助金 

12,000 

県内宿泊施設、観光施設等における外国人観光客の受入環
境整備に対する取組を支援する。 

補助金名 鳥取県外国人観光客倍増促進補助金 

補 助 

対象者 

市町村・広域連合、県内民間事業者（市町村・広域連合

は案内看板の多言語化のみ対象） 

補助率 １／２（上限1,000千円） 

補助 

対象 

経費 

・外国人観光客受入のための研修会開催 
・案内ツール（HP・パンフレット等）の多言語化 
・外国語表記看板、電子マネー等のキャッシュレス決済

対応機器、音声翻訳を行うためのタブレット端末等の
設置 

・Wi-Fi環境整備 
・消費税免税店舗の開設等に要する経費（パスポートリ

ーダー等の物品購入費等） 
・ムスリム観光客のための環境整備 
・両替及びモバイルサービス等導入 
・災害時における外国人観光客対応（多言語案内ツール

の作成、対応訓練、非常用電源の設置等） 

(2)観光施設等の多言語対
応の充実・利便性の向上 

850 多言語電話通訳サービスを提供する。（通年） 

(3)インバウンド向け路線
バス乗り放題パスポート
助成 

1,600 
外国人観光客向けの県内路線バス乗り放題（３日間）パス
ポートの利用促進を支援する。 
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３ 事業目標・取組状況・改善点 

  外国人観光客の受入環境の整備や海外に向けた誘客活動を促進することにより、国際リゾートと

しての本県の魅力向上と世界への情報発信を図り、本県へ訪れる外国人観光客を増加させることを

目標とし、県内宿泊施設をはじめ、観光施設等のWi-Fi環境整備、ホームページの多言語化、外国語

表記看板等に対する支援のほか、多言語電話通訳サービスの提供等を行っている。 

また、外国人に加え、高齢者や障がいのある方にも旅行を楽しんでいただけるように、宿泊施設の

魅力向上に向けた取組（ユニバーサル化やトイレの洋式化、ペットとの宿泊やサイクリスト向けの環

境整備等）に対する支援を推進し、あらゆる観光客が快適に宿泊できる施設の充実を図る。 
 

 

※Wi-Fi：ケーブルにつながずにインターネットに接続できる「無線LAN」の通称でWireless Fidelity（Wireless＝無

線、Fidelity＝忠実の意）に由来する。基地局(ルーター)が電波でスマホやパソコンにデータを送り、ネッ

ト接続できる。 

※ユニバーサル化：スロープを設けるなどの物理的なバリア（障壁）の除去だけではなく、上がり框が低めに設けら

れている、手すりにデザイン性を持たせてあるなど、予め、年齢や障がい等の有無に関わらず、誰もが旅館

の雰囲気等を楽しみながら過ごしやすくデザイン・設計・施工されている施設（客室）にすること。 

区    分 予算額 内    容 

(4)宿泊施設魅力アップ 
事業補助金 

8,000 

補助金名 鳥取県宿泊施設魅力アップ事業補助金 

補助 

対象者 

県内旅館・ホテル等の宿泊施設（温泉旅館組合・ホテ

ル旅館組合は観光客受入のための研修会開催のみ） 

補助率 
１／２ ※和式トイレの洋式化のみ１／３ 

（上限1,000千円） 

補助対

象経費 

ユニバーサ

ル化事業 

・客室、食事処等を誰もが使いやすい環

境へ整備するための経費（和室への 

ベッドの整備、食事処への机、椅子の

整備等） 

・テレビの字幕・手話放送、外国語放送

導入に要する経費 

・和式トイレの洋式化 

魅力向上事

業 

・体験メニュー造成に要する経費（着物

体験メニュー造成など） 

・観光客受入のための研修会開催等に

要する経費 

ペット宿泊

推進事業 

・客室でペットが一緒に宿泊するため

の整備に要する経費 

サイクリス

トの聖地推

進事業 

・自転車を館内（玄関口など）に駐輪す

る等の整備に要する経費 

 

計 22,450  
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２３７） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

世界に誇れる「星取県」

づくり推進事業 
13,800 15,500 △1,700 13,300  

（寄付金）

500 
0  

トータルコスト 21,721千円（前年度23,370千円）［正職員：1.0人］ 

主な業務内容 星取県にかかる情報発信、受入体制整備・星空メニュー開発、関係機関との
連携・連絡・調整 

工程表の政策目標(指標) 観光キャンペーンの展開等による鳥取県の認知度の向上 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
１ 事業の目的・概要 

国内外における星取県の認知度及びブランドイメージ向上を図りつつ、星取県ならではの星空
関連体験の充実を図り、県全域の観光振興等につなげていく。ウィズコロナ期において、密を避け
て屋外で楽しめる星空観光は有望であり、県内各地で行われる多様な星空関連体験の発信に力を
入れる。 

 
２ 主な事業内容                             （単位：千円） 

区分 予算額 内容 

（１）星空観光メニュー開発 

ニューツーリズム普及促進支援補

助金（星取県推進型） 4,500 
星空を活用した観光メニューを造成する事業者に対し助

成を行う。〔補助率：2/3、上限額：1,000千円〕 

星空人材育成 500 
全国で成功している観光プログラムのガイドを招聘し、お

宿や観光事業者がそのノウハウを学ぶ場を提供する。 

（２）星取県の情報発信・ブランドイメージ向上 

SNSを活用したプレゼントキャンペ

ーンの企画・運営 1,000 

インスタグラム等への写真投稿により応募してもらい、抽

選で星取県オリジナルグッズや特産品等をプレゼントす

る。 

メディア等とのタイアップによる情

報発信 7,800 

ウェブや雑誌などのメディア等とのタイアップにより情報

発信を行う。また、星取県特設ウェブサイトを引き続き運

営する。 

合  計 13,800  

 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
 ・「星取県」が全国で広く認知されるとともに、星取県ならではの魅力的な星空観光メニュー等が

多く造成・提供されることで、観光誘客に資することを目標とする。 
・平成29年度から、星空を観光振興、環境教育、地域づくり等に活用する「星取県」の取組を開始
した。県内では官民双方による情報発信やイベント開催、星空を楽しむ観光プログラムの実施が
増え、地域全体に星取県関係の動きが広がりつつある。 

・昨年度も気象予報会社との連携による全国初の星空予報を開始することで全国メディアに取り
上げられるなどしており、引き続き発信力や技術力のある様々な事業者と連携することにより、
事業効果をより高めていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２３７） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

密を避けて楽しめる
鳥取のアウトドアツ
ーリズム事業 

15,112 7,532 7,580   3,540   11,572  

トータルコスト 19,073千円（前年度8,319千円）［正職員：0.5人］ 

主な業務内容 鳥取でのキャンプ用マップ制作、スタンプラリー実施、アウトドアメーカー
との連携による発信、補助事業の実施 

工程表の政策目標(指標) 観光キャンペーンの展開等による鳥取県の認知度の向上 

事業内容の説明                   【「地方創生推進交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 

ウィズコロナの時代となり、密を避けて自然を楽しむ観光の注目度が全国的に高まっているこ
とから、新しい時代の鳥取のアウトドアツーリズムを様々な形で打ち出していくことで、観光誘客
を図る。 

 
２ 主な事業内容                             （単位：千円） 

 区分 予算額 内容 

１ 
【新規】鳥取でのキャンプ

「とりキャン」おすすめ事業 5,000 

鳥取でのキャンプの魅力及び周辺の観光地等（観光施

設、土産物店、温泉等）を紹介するマップの制作及び情報

発信や、来県者向けのスタンプラリーを実施し、県内周遊を

促す。 

2 
【新規】アウトドアツーリズム

県・鳥取の発信 2,580 

アウトドアメーカーとの連携により、鳥取県がアウトドアツー

リズムに適した県であることを発信し、新たなブランドイメージ

を展開していく。 

3 
オールシーズンリゾート促

進事業 4,400 

（１）スキー場等における冬季以外の観光プログラムの充実

に取り組んでいる先進地事例の研修会開催等 

（２）オールシーズンツーリズム普及促進支援補助金 

雪に依存しない新たなメニュー造成に必要な器材の購入

経費等を補助 （補助率：1/2、補助額上限：2,000千円） 

4 
鳥取県着地型観光・体験

情報発信事業補助金 3,132 

大手体験予約サイトにおいて、体験アクティビティ及び本

県観光の魅力を発信するための経費を補助 

  （実施主体：県観光連盟、補助率：10／10） 

 合  計 15,112  

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

ウィズコロナの時代において、豊かな自然を活用したアクティビティへの観光客のニーズが高
まっており、本県で体験可能なキャンプやアウトドア体験の魅力を新たに情報発信等することに
より、本県への観光誘客、県内周遊につなげていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２７３） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）魅力ある滞在型
観光エリアづくり推
進事業 

7,000 0 7,000 3,500  3,500  

トータルコスト 11,753千円（前年度 0千円）［正職員：0.6人］ 

主な業務内容 補助金事務、連絡調整業務 
工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信 
事業内容の説明                    【「地方創生推進交付金」充当事業】 

        
１ 事業の目的・概要 

ウィズコロナ・ポストコロナ時代、人口減少社会においては、観光客実人数の増加による観光消費

額の大幅な引き上げが困難となることが予想される中、県内の特定地域において、宿泊やアクティビ

ティ、グルメ、アートなどの体験ができ、それぞれのスポット・体験をつなげて、２泊・３泊と滞在

したくなるような魅力的な観光エリアを創造することにより、県外観光客の滞在日数の延長及び宿

泊数の増加につなげる。 

 
２ 主な事業内容                                

区分 内容 予算額 

滞在型観光エリ
アづくりの取組
を促進するため 
の研修会開催 

滞在型観光エリアの候補となり得る地域の鍵となる人材育成を図

るため、滞在型観光の先進地域に携わった講師を招聘した研修会を

開催する。（全体研修会、個別相談会、候補地視察） 

1,000
 千円 

魅力ある滞在型
観光エリアづく
り推進事業補助
金 

県内観光事業者等による滞在型観光エリアづくりに要する経費の

一部を支援する。 

〇補助対象者：県内民間事業者（複数の民間事業者によるグループ 

又は団体による実施を含む） 

〇補助事業：先進事例の調査、観光商品の企画・開発（ガイド養

成、モニター調査等）、開発した観光商品の情報発

信（ホームページ制作、宣伝素材作成、旅行博出展

等）※人件費は対象外 

〇補助率等：２／３（限度額2,000千円） 

 〇採択条件 

・専門家による伴走支援を受けること（専門家は上記研修会講

師を想定） 

・１名以上のエリアコーディネーターを配置すること 

・エリア内の観光事業者等との連携を図ること 
 

6,000 
千円 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

  県内には多くの観光スポットがあるが、それぞれが「点」として認知されており、結果として県内

での滞在につながっておらず、「面」としての周遊エリアのプロモーションができていない。 

加えて、観光入込客数が増加しているにも関わらず、宿泊者数は減少しており、入込客数の増加が

宿泊につながっていないため、長期滞在につながる魅力的な観光エリアを創造していくエリアコーディ

ネーターを中心とした体制を県内の複数エリアで構築し、観光消費額の増加につなげていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 

７款 商工費 
 ３項 観光費                          国際観光誘客課（内線：７６２９） 
    １目 観光費                                          （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

新型コロナから立ち
上がるインバウンド
観光促進事業 

220,554 426,307 △205,753 1,500   219,054  

トータルコスト 302,140千円 （前年度 505,794千円）［正職員：10.3人］ 

主な業務内容 外国人観光客誘致、国際定期便利用促進、国際航空便就航促進等 

工程表の政策目標(指標) 航空路線の利便性の向上、外国人観光客の誘致及び受入環境の整備 

事業内容の説明                     【「地方創生推進交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルス感染症収束後の海外渡航規制緩和、インバウンド需要回復を見据え、国際定期便
の運航再開や新規路線の誘致を推進するとともに、外国人観光客誘致を促進するため、東アジア主要市
場（韓国、中国、香港、台湾）、東南アジア市場、欧米豪市場向けに、密になりにくい個人・小グループ
旅行対策を一層強化し、現地旅行会社やＯＴＡ（インターネットで取引を行う旅行会社）と連携したプロ
モーション等に取り組む。 

 
２ 主な事業内容 

（１）国際定期便運航再開・安定的運航支援  ９９，８０４千円 
    国際定期便の運航再開・安定的運航を図るため、各航空会社に対して着陸料等の運航経費を支援

するとともに、国際定期便利用促進協議会と連携した利用促進等を図る。 
 
（２）国際チャーター便就航支援 １２，７５０千円 
    航空会社への運航経費支援や旅行会社にＰＲ経費等を支援することにより、県内空港への国際チ

ャーター便の就航を図り、将来的な定期便化を目指す。 
 
（３）誘客プロモーション ７７，０００千円 

新型コロナウイルス収束後の本県への誘客を図るため、航空会社・旅行会社と連携したプロモー 
ション、情報発信等を推進する。 
・オンラインツールを活用したプロモーション（リモート商談会・旅行博、オンラインツアー） 
・ＳＮＳ等を活用した安心安全情報発信（Facebook、Instagram、YouTube等） 
・ＯＴＡと連携した鳥取県特設ページ開設、バナー広告等 
・国際スポーツ大会を契機として、主に欧米豪市場を対象に、ＯＴＡサイトへの本県特設ページ等 
掲載、訪日メディアを活用した情報発信、オンライン商談会開催等 

 
（４）海外駐在員等配置 ３１，０００千円 

韓国・香港・台湾人駐在員の配置、上海現地事務所の設置（現地での情報収集、旅行会社への情 
報提供、ＳＮＳ情報発信、旅行博出展等） 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）米子鬼太郎空港発着の国際定期便の路線拡大、積極的な海外プロモーション等の効果により、 
平成30年の外国人延べ宿泊者数は約19.5万人を達成したが、令和元年以降、国際情勢や新型コロナウ
イルス感染拡大に伴う世界的な海外渡航規制の影響により、大幅な落ち込みとなっている。 

（２）このような中、これまでの鳥取県ファンを維持しつつ、新規顧客を獲得するために、ＳＮＳを 
活用した情報発信を継続的に実施するとともに、航空会社・旅行会社等とのWeb会議による情報交 
換、オンライン商談会への参加等のプロモーション活動、国内在住外国人向けの情報発信等に取り
組んでいる。 

※ＳＮＳ：Social Networking Service の略。インターネットを通じて、人と人を繋ぎ双方向コミュニケーションを図
るためのネットワークサービス。主に写真や動画の投稿（公開）、情報入手の目的で使われる。 
（例）フェイスブック、ツイッター、インスタグラム等 
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【各市場での主な取組】 

韓国 在韓国日本国大使館公報文化院と連携した本県観光情報をＳＮＳ発信する「鳥取ウィ
ーク」イベントや日韓写真展を実施したほか、大阪在住韓国人 YouTuber による鳥取県旅
行動画配信などに取り組んだ。 

香港 香港の訪日旅行大手旅行会社と連携したオンラインツアーを実施（訪日旅行に関心が
高い香港市民約 7,600 名が視聴）した。この取組により、旅行社の通販サイトで販売して
いる県特産品（松葉ガニ）のＰＲにつながった。 

中国 上海市内の百貨店において観光ＰＲイベントを開催したほか、島根県と連携して、アジ
ア最大級の旅行博「中国国際旅游交易会２０２０」出展、中国最大手の旅行社ホームペー
ジで山陰特集ページを掲載するなどの情報発信に取り組んだ。 

台湾 台湾最大規模の「台北国際旅行博」出展やオンライン旅行会社商談会、航空会社と連携
した観光情報説明会でのＰＲ、ＳＮＳでの情報発信などを継続的に実施した結果、台湾大
手の日本情報サイトでのアンケート調査において、「新型コロナが終息したら行ってみた
い県」のうち、中国５県の中で広島県に次いで２位（全国 17 位）にランクインした。 

東 南 ア
ジア 

・タイ市場では、オンライン博覧会「バンコク日本博２０２０」に出展して県内観光地情
報をＰＲしたほか、日本旅行サイトでＰＲ動画を配信し、約９万ビューを記録した。 

・ベトナム市場では、国際旅行博に現地旅行会社と連携した出展やＳＮＳでの情報発信を
継続的に行うとともに、日系旅行会社と連携したバーチャルツアーを実施した。 

・シンガポール市場では、日系旅行会社と連携したオンラインツアーを実施するととも
に、日系旅行会社現地店舗等で県産品の物販・観光ＰＲ等を実施した。 

欧 米 豪
露 

欧米豪露の旅行社・メディアに対して、本県の旬の観光情報等を掲載したニュースレタ
ーを毎月配信するとともに、本県の観光地としての認知度向上、旅行商品造成につなげる
ため、旅行会社向けのオンライン商談会・セミナーや一般向けのオンライン旅行博（米国）
に出展した。 

 
（３）引き続き、ウィズコロナ・ポストコロナに即した誘客活動を展開し、国際定期便の運航再開や新 

規路線の誘致を通じて外国人観光客の回復を図るとともに、快適に旅行できる受入環境整備ときめ 
細かな魅力の発信を通じて訪問客の滞在時間増・消費額増大につなげ、持続可能なインバウンド受 
入体制を構築していく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 

７款 商工費 
 ３項 観光費                       国際観光誘客課（内線：７６２９） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新たなインバウ
ンド層の誘致促進事
業 

4,500 0 4,500    4,500  

トータルコスト 6,084千円 （前年度 0千円）［正職員：0.2人］ 

主な業務内容 外国人観光客誘致活動、関係機関との連絡調整等 

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の誘致及び受入環境の整備 

事業内容の説明                    
 
１ 事業の目的・概要 
  インバウンド需要の回復に向け、オンラインの活用によるバーチャルツアーを実施するととも
に、在住外国人等を活用した地域の観光体験・地元住民との交流事業や海外富裕層等向けの誘客
対策の実施を通じた国際観光交流人口の増加を図ることにより、新たなインバウンド層の誘致を
目指す。 

 
 
２ 主な事業内容 

 （単位：千円） 

細事業名 内容 予算額 

インバウンド向けオンライ
ンツアー・ＰＲ動画制作等
支援事業 

県内観光事業者等によるインバウンド向け
のオンラインでのバーチャルツアー、ガイドツ
アー、ＰＲ動画制作等を支援する。 
・補助率1/2 上限500千円 

3,000 

インバウンドフレンドリー
なふるさとづくり事業 

地域間国際交流に熱意のある在住外国人に
よる文化体験教室をオンライン中継を交えな
がら開催し、参加した外国人に、地域の観光体
験・地元住民交流などを通じて鳥取を「第二の
ふるさと」として意識づけしていく。 

1,000 

海外富裕層誘客促進事業 県内宿泊施設・飲食店等に対して、更なるお
もてなし力向上のための研修を行い、海外富裕
層に来てもらえる、満足してもらえる環境づく
りを進める。 

500 

合計 4,500 

 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

 これまでの外国人観光客誘致の取組として、情報発信に加え、航空会社や旅行会社との連携等を 

主に行ってきたところであるが、更に外国人の方々に本県にお越しいただき、再訪を促していくた

めに、受け入れ環境づくりや鳥取県の魅力を深く知っていただくことで、鳥取のファンづくりにつ

なげる。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
２款 総務費 
 ２項 企画費                          交流推進課（内線：７２４０） 
    １目 企画総務費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新しい生活様式
における国際交流推
進事業 

4,264 0 4,264 4,264     

トータルコスト 5,848千円 （前年度 0円）［正職員：0.2人］ 

主な業務内容 関係機関との連絡調整、現場対応 

工程表の政策目標(指標) 国内外の多様なチャンネル・分野での交流を通じた地域活性化の推進 

事業内容の説明     【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 
  新型コロナウイルス感染症の影響により、県民が異文化を体験する機会や県民と在住外国人が
交流する場が減少している。多文化共生社会及びコロナ禍での新たな生活様式における国際交流
を推進するため、交流地域の食を提供するレストランフェア及び県内在住者同士でのホームステ
イ事業を実施し、広く県民の異文化理解を促進し、国際交流の機運醸成を図る。 

 
２ 主な事業内容                             （単位：千円） 

事業名 内 容 予算額 

鳥取で世界一周！食で交
流推進事業（レストラン
フェア） 

［場所］県内レストラン等 
［内容］・交流地域の料理提供（各地域1か月程度） 
    ・県内在住外国人による事前料理講習会 
    ・国際交流員による県民向け異文化理解講座 
    ・スタンプラリー 
    ・ＳＮＳ等を活用した交流の歴史等の情報発信 

4,144 

県内在住外国人がホスト
ファミリー事業（ホーム
ステイ） 

［時 期］夏季休暇期間や冬季休暇期間を想定 
［期 間］１泊２日 
［ホスト］県内在住外国人（単身者を除く）：15家庭程度 
［参加者］県内小・中・高校生：25名程度 

60 

県民がホストファミリー
事業（ホームステイ） 

［時 期］夏季休暇期間や冬季休暇期間を想定 
［期 間］１泊２日 
［ホスト］県民（単身者を除く）：15家庭程度 
［参加者］県内在住外国人：25名程度 

60 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

鳥取県は、中国吉林省、韓国江原道、ロシア沿海地方、モンゴル中央県を中心として北東アジ
ア地域を始め、台中市などの東アジア地域や欧米とも多岐に渡る分野で交流を行っている。コロ
ナ禍で往来による交流が制限される中、県民の異文化理解促進・国際交流の機運醸成を図る事業
を実施し、コロナ終息後の交流人口拡大へつなげていく。 
なお、新型コロナウイルス感染症の影響が懸念される場合は、リモート形式等による代替事業

を実施する。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                        まんが王国官房（内線：７８００） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

まんが・アニメツーリ
ズム推進事業 

24,131 26,150 △2,019    24,131  

トータルコスト 30,468千円 （前年度 32,446千円）［正職員：0.8人］ 

主な業務内容 企画、連絡調整、展示会出展・運営、補助金審査・交付、委託契約事務 

工程表の政策目標(指標) 誘客につながるまんが王国とっとりの推進 

事業内容の説明     
 
１ 事業の目的・概要 
まんが・アニメを活かした本県の情報発信や国内外からの誘客を促進するため、本県ゆかりの 

まんが・アニメとタイアップしたプロモーションや県内周遊の仕組みづくりなどを行う。 
 
２ 主な事業内容                            （単位：千円） 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
・人気まんがやアニメとのタイアップを積極的に進め、情報発信と誘客促進を図る。 
・オンラインや非接触といった手法での企画を積極的に実施する。プロモーションと受け地整備（
割引パス）を維持し、国際線の再開が見込まれた場合に迅速に対応できるようにする。 

項目 予算額 内容 

(１)国内観光客の周遊・

滞在促進企画 
2,000 

国内観光客の県内周遊を促進し地域への経済効果を図

るため、県内全域のまんが関連施設・スポットを周遊する

デジタルスタンプラリーを実施する。 

(２)漫画「四十七大戦」

との連携 
3,500 

都道府県擬人化バトル漫画「四十七大戦」と連携し、本

県の情報発信と観光誘客の促進を図る。 

(３)妖怪文化をテーマ

にしたKADOKAWA・他自治

体との情報発信、アニメ

ツーリズム協会等との

連携 

2,150 

㈱KADOKAWAや他自治体と共同で妖怪文化をテーマにした

情報発信を行う。 

アニメツーリズム協会等と連携を図り、国内外へ「まんが

王国とっとり」を広く情報発信する。 

(４)まんが王国とっと

り満喫周遊パスの発行 
2,500 

訪日外国人観光客の県内周遊を促進するため、まんが王

国とっとりの主要観光施設をお得に巡る施設入場パスを

発行する。 

・時期 令和３年６月～令和４年２月 

・対象施設：水木しげる記念館､とっとり花回廊､青山剛昌

ふるさと館､鳥取砂丘砂の美術館、鳥取二十世紀記念館な

しっこ館、円形劇場くらよしフィギュアミュージアム 

・パス価格：1,000円（大人小人共通、5歳以下無料） 

(５)まんがアニメに特

化した海外プロモーシ

ョン 

4,981 

まんがやアニメをテーマとする海外催事へ出展し、まん

が王国とっとりの魅力を発信する。 

・香港ブックフェアへの出展 

・台中市政府と連携したプロモーション 

(６)まんがアニメ資源

活用誘客促進補助金 
9,000 

まんがアニメの地域資源を活かして観光誘客等の取組を

行う市町村等を支援する。 

・補助率：1/2  ・上限額：2,000千円 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                        まんが王国官房（内線：７８００） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

水木しげる生誕100年
記念事業 

17,000 11,000 6,000    17,000  

トータルコスト 18,584千円 （前年度 12,574千円）［正職員：0.2人］ 

主な業務内容 イベント等の企画立案・委託契約・管理監督・運営実施 

工程表の政策目標(指標) 誘客につながるまんが王国とっとりの推進 

事業内容の説明     
 
１ 事業の目的・概要 
  故水木しげる氏の遺業をたたえ、妖怪パワーにより、本県の魅力発信と観光誘客を推進する。 
  令和４年３月に水木しげる氏が生誕100年を迎えるにあたり、氏のふるさとへの功績に感謝し
生誕100年をお祝いするとともに、誘客促進につながる催しを開催する。 

 
２ 主な事業内容 
                                     （単位：千円） 

項  目 予算額 内  容 

水木しげる生誕祭の開催 6,000 水木しげる先生のふるさとへの功績の顕彰と観光
誘客を促進する催事を境港市と共同で開催する。 
・期日 令和４年３月（水木先生生誕月） 
・会場 境港市ほか 
・内容 水木しげる先生にゆかりのある著名人等によ
るトークショー等 

ゲゲゲ忌 
「鳥取コラボデイ」開催 

4,000 東映アニメの協力を得て、東京・調布で行われる「
ゲゲゲ忌」に出展し、アニメをテーマにした催事を行
うことにより、首都圏で「アニメ鬼太郎の聖地」とし
ての鳥取県の認知度向上及び誘客促進を図る。 
・時期 令和３年11月 
・場所 調布市内劇場、駅前広場等 

米子鬼太郎空港装飾の整備 7,000 米子鬼太郎空港の鬼太郎装飾の整備を行い、愛称に
ふさわしい空港を目指すとともに、国内外への情報発
信及び誘客促進に繋げる。 
・時期 令和４年３月 
・内容 愛称にふさわしい鬼太郎装飾の整備 

合計 17,000  

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
・水木しげる先生の作品は、幅広い年齢層の多くのファンに愛され、本県の情報発信と観光誘客に
おける大切な財産である。 

・水木しげるロード及び水木しげる記念館の入込客数は、アニメ「ゲゲゲの鬼太郎」の放送や水木
しげるロードリニューアルの効果で増加している。これも水木先生のふるさと愛の賜物であり、
その功績をたたえ、引き続き生誕祭を開催する。 

・令和２年度は水木先生ゆかりの東京･調布で、先生の命日を偲ぶ「ゲゲゲ忌」（調布市主催）と連
携し、アニメ「ゲゲゲの鬼太郎」の声優のトークショー（リモート）を開催した。令和３年度も
首都圏で、より効果的な情報発信を行い、本県への誘客促進を図る。 

・令和４年３月には、水木しげる先生の「生誕100年」を迎える。この節目にソフト・ハード両面で
記念事業を行う。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                        まんが王国官房（内線：７８０１） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

世界が認めた漫画家・
谷口ジロー顕彰事業 

3,000 8,500 △5,500 1,500   1,500  

トータルコスト 3,792千円 （前年度 9,287千円）［正職員：0.1人］ 

主な業務内容 イベント等の企画立案・委託契約・管理監督・運営実施 

工程表の政策目標(指標) 誘客につながるまんが王国とっとりの推進 

事業内容の説明     
 
１ 事業の目的・概要 
  世界的な漫画家である谷口ジロー氏の出身地である本県が、世界各地のファンにとって聖地と
なることを目指し、谷口作品の魅力やゆかりの地について情報発信する。 

 
２ 主な事業内容 

  （単位：千円） 

項 目 予算額 内  容 

谷口ジロー原画展の開
催 

3,000 

谷口ジロー氏の偉大な業績を広く知らしめ、国内外から
の観光誘客に繋げるため、谷口ジロー氏の生家に近い「ギャ
ラリー鳥たちのいえ」（鳥取市本町）を会場に『テーマ性の
ある原画展示』を行う。 

 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

・谷口ジロー先生は、水木しげる先生、青山剛昌先生とともに「まんが王国とっとり」の巨匠
である。谷口先生は繊細で精緻な画風が高く評価されており、事業実施に当たっては「画の
美しさ」で誘客促進を図るというねらいで原画展を開催するとともに、展覧会を通じて谷口
先生への理解を深めその業績を顕彰することを目的としている。 

・谷口作品は、フランスをはじめヨーロッパで極めて高い人気を誇る。本県へのフランス人旅
行者はまだ多くないが、島根県や岡山県など隣県には一定数の入り込みがあり、将来的にこ
うしたヨーロッパからの旅行者を取り込む流れをつくる必要がある。 

・ご逝去翌年の平成30年以降毎年開催してきた原画展を継続的に実施することで、郷土の誇り
としてその偉大さを共有していくとともに、谷口作品の魅力を通じた情報発信に繋げる。 

・鳥取市及び地元団体とも連携し、谷口ジロー先生を顕彰する機運醸成に努める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                        まんが王国官房（内線：７８０１） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

まんが王国コナンで
誘客促進事業 

28,966 17,405 11,561 3,500   25,466  

トータルコスト 35,303千円 （前年度 23,701千円）［正職員：0.8人］ 

主な業務内容 イベント等の企画立案・委託契約・管理監督・運営実施 

工程表の政策目標(指標) 誘客につながるまんが王国とっとりの推進 

事業内容の説明                   【「地方創生推進交付金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 
  名探偵コナンの国内外での高い知名度を活かし、「鳥取＝コナン」を発信することで本県への
誘客を促進する。 

 
２ 主な事業内容 
                                     （単位：千円） 

項 目 予算額 内  容 

(１)名探偵コナンまつり 
の開催 

8,705 

まんが王国とっとりの夏の恒例イベントとして定着
したコナンまつりを開催し、県外からの集客を図る。 
・時期 令和３年８月 
・場所 未定 

(２)鳥取砂丘コナン空港 
の装飾拡充 

7,000 

鳥取砂丘コナン空港のコナン装飾の拡充整備を行い、
愛称にふさわしい空港を目指すとともに、国内外への情
報発信及び誘客促進に繋げる。 
・時期 令和３年９月頃 

(３)名探偵コナンイラス 
ト列車の運行 

13,261 

現在２編成運行中の名探偵コナンイラスト列車のう
ち、平成２７年度から運行している「ピンク色車両」の
ラッピングのデザインのリニューアルを行う。 
・時期 令和３年９月頃 

合 計 28,966  

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

・本県出身の漫画家 青山剛昌氏の代表作「名探偵コナン」は、コミックス世界累計発行部数が

2億冊を突破、世界25の国と地域で翻訳されるなど、極めて高い人気を誇る作品である。 

・「名探偵コナンまつり」は、毎年全国から多くのコナンファンが来場している。 

令和２年度はコロナ感染拡大の影響でホールでのトークショーが中止となり、初のオンライ

ン開催となったが、SNSを通じ、日本国内のみならず海外のコナンファンにも広く拡散され、

世界に向けて本県の魅力を発信することができた。 

・鳥取砂丘コナン空港とあわせ「鳥取＝コナン」の認知度は高まっており、コロナの影響をうけ

つつもSNS投稿の装飾画像などによる、本県への観光機運醸成につながっている。 

・平成24年度から運行されている名探偵コナンイラスト列車は、令和元年度新色車両へリニュー

アルされた。国内外問わず多くの観光客にとって「一度は見たい特別な列車」として広く認知

されている。 

・こうした流れを維持し、取組を継続・強化することで一層の観光誘客を図る。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                       東京本部（電話：03-5212-9187） 
    ２目 商業振興費                                    （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

首都圏アンテナショ
ップ運営事業 

107,087 109,237 △2,150   
＜雑入＞ 

9,427 
97,660  

トータルコスト 133,346千円（前年度 134,488千円）［正職員：2.6人､会計年度任用職員：2.0人］ 

主な業務内容 
県産品・県産食材等の展示・紹介・販売・提供、催事スペース・情報コーナー・

コワーキングスペースの運営等 

工程表の政策目標(指標) 
アンテナショップを情報受発信の拠点とした首都圏における鳥取県の認知度向

上及び県産品の販売促進・販路拡大の推進 

事業内容の説明     
 
１ 事業の目的・概要 
  鳥取・岡山両県が共同で設置する首都圏アンテナショップ「とっとり・おかやま新橋館」は、
両県産品の展示販売を行う「物販店舗」、両県の食材や食品などを活用した料理を提供する「飲食
店舗」、観光情報等の提供や相談を行う「情報コーナー」、物産・観光展からセミナーまで様々な
イベントが実施できる「催事スペース」、就職及びＩＪＵターンを支援する専門職員が常駐し就
職と移住の相談がワンストップでできる「移住・しごと相談コーナー」、県内企業等がシェアオフ
ィスとして活用できる「コワーキングスペース」等、多様な機能を備える情報受発信拠点として
設置・運営する。 

 
２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

項目 予算額 事業内容 

（１）アンテナショッ
プにおける在日外
国人等向け情報発
信事業 

［岡山県と共同実施］ 

1,000 ・訴求力の高い外国人向け日本情報サイト等を活用して、在日
外国人等の多い東京に設置されたアンテナショップから、県
産品、観光地等の本県の魅力をＰＲする｡ 

（２）運営協議会負担
金 

［岡山県と折半］ 

17,613 ・首都圏アンテナショップの円滑な運営のために両県が設置
している運営協議会の運営経費を負担する。 

※運営協議会とは、首都圏アンテナショップの管理・運営を円
滑に行うために開設当初から設置された組織であり、鳥取県
東京本部長、岡山県東京事務所長を会長又は副会長に充てて
いる。 

（３）首都圏アンテナ
ショップを拠点と
した情報発信促進
事業 

4,300 ①催事出展者支援金事業 
 県内事業者が首都圏アンテナショップの催事スペースやプロ
モーションゾーンを活用して試食販売等を行う場合、旅費・
宿泊費等の経費を支援する｡ 

②チャレンジ商品販売支援委託 
［首都圏アンテナショップ運営事業者に委託］ 

 首都圏アンテナショップの運営事業者が、県がチャレンジ商
品として認定した県内事業者の商品を試験販売した場合、試
験販売に係る経費を支援する。 

③首都圏イベント特産品ＰＲブース設置運営業務委託 
［首都圏アンテナショップ運営事業者に委託］ 

 首都圏アンテナショップの運営事業者が、首都圏で開催され
るイベント等へ出展し、本県の特産品等の情報発信を行った
場合、運搬費･試食代等を支援する｡ 
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３ 事業目標・取組状況・改善点 
＜事業目標＞ 

・県産品の展示販売、県産食材を使った料理の提供、県内企業等が利用できるコワーキングスペー
ス、常駐の専門職員と相談ができる移住・しごと相談コーナー、情報コーナー等の運営により、
本県の認知度を高め、観光誘客・販路拡大･関係人口等の推進を図る。 
＜取組状況・改善点＞ 

・平成３１年４月に物販店舗及び飲食店舗の装飾等のリニューアルを行うとともに、移住と就職の

相談がワンストップでできる「移住・しごと相談コーナー」及び県内企業等がオープンスペース

を共同オフィスとして使用できる「コワーキングスペース」を新たに設置し、情報発信・販路開

拓の拠点としての機能を強化した。 
・コワーキングスペースは、鳥取・岡山両県の県内企業の利用が低調であったことから、令和２年

１０月から利用料金を低額に改定するとともに、県人会や同窓会等両県にゆかりのある団体は無

料で利用できるようにする等の見直しを行った。 
・新型コロナウイルスの影響を受けるまでは、前年度までの入館者数、売上高の実績を維持するペ

ースで安定的に推移していたが、令和３年１月末時点では、入館者数２１５，６２３人（前年比

５７．１％）、売上高２０５，２５４千円（前年比７３．５％）とともに大きく落ち込んでいる。 
・新型コロナウイルスの影響による「新たな生活様式」の定着を踏まえ、安心して立ち寄れる店舗

形態や県産品の安定的な販売ができる運営モデルの構築等を引き続き検討していく必要がある。 

（４）首都圏アンテナ
ショップ報告会の
開催 

141 ・首都圏アンテナショップの取組に関する県内事業者等向けの

報告会を開催する。 
時 期：令和４年１～２月頃 
場 所：鳥取県内 
参集者：県内事業者､市町村､農林商工関係団体､金融機関等 

（５）事務費等 84,033 ・入居物件賃料 83,033 千円［岡山県と折半］ 

・その他 1,000 千円 
合計 107,087  
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                西部総合事務所地域振興局（電話：0859-31-9769） 
    １目 観光費 ＜地方機関計上予算＞                             （単位：千円） 

事 業 名      本 年 度 前 年 度 比 較 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

 皆生温泉開発100周
年記念事業 

1,451 2,538 △1,087    1,451  

トータルコスト 2,809千円（前年度 3,383円）［正職員：0.1人 会計年度任用職員：0.2人］ 

主な業務内容 皆生温泉の開発100周年を記念する各種事業の企画運営等 

工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的情報の発信 

事業内容の説明     
１ 事業の目的・概要 
  2020年に皆生温泉が温泉地として開発されて100周年を迎えたが、新型コロナウイルスの影響
により多くの記念事業が延期・中止となったことから、引き続き事業を実施し、皆生温泉の魅力
を広く内外に発信し、今後の誘客や発展につなげる。 

 
２ 主な事業内容                            （単位：千円）  

区分 予算額 内容 

皆生マリンフェスティバル20
21 

1,451 マリンアクティビティを同時に体験できるイベン
トとSUP（立ちこぎボード）の西日本大会規模の大
会を開催 
［負担割合：県1/2、米子市1/2］ 

皆生温泉100周年記念事業（再
掲：温泉地魅力向上事業「皆生
温泉支援事業」に予算計上） 

6,000 これまでの100年に感謝し、皆生温泉の100年を振
り返る巡回展の開催や地元米子市民に皆生温泉の
良さを再認識してもらうためのツアーを造成、新
たなファンづくりのための子供温泉体験企画やオ
リジナルグッズの作成等を実施する。 
［負担割合：県1/3、米子市1/3、旅館組合1/3］ 

                                
３ 事業目標・取組状況、改善点 
 これまで温泉地魅力向上補助金の皆生温泉支援事業で米子市とともに皆生温泉のにぎわい創出を支
援してきた。米子市では「皆生温泉まちづくりビジョン」を策定し、皆生温泉の未来のまちづくりのビジョンを
示し、サイクリング拠点の再整備を実施するなど、皆生温泉の魅力向上や情報発信に取り組んできた。 

開発100周年を契機に更なる飛躍を目指すこととして記念事業を実施し、皆生温泉の知名度を向上させ、

さらなる観光誘客促進を図る。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                      緑豊かな自然課（内線：７２００） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

自然公園等管理費 72,162 86,669 △14,507 20,683 
<1,000> 

1,000 
 

（雑入）

2,473 
 

48,006 
県負担額 

49,006 
 

トータルコスト 136,778 千円（前年度 150,843 千円）［正職員：7.8 人、会計年度任用職員 1人］ 

主な業務内容 維持補修工事の実施、公園施設の管理業務、許認可事務の関係機関との調整、規制・
マナーの普及啓発 

工程表の政策目標(指標) 山の日の制定などを契機として身近な自然に親しむ機運の醸成を図り、鳥取の緑
豊かな自然の保護・保全を進めながら、自然公園における利用の促進を目指す。 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

自然公園法の目的である「優れた自然の風景地の利用の増進」を実現し、安全で快適な自然公園等の
利用を確保するため、県が管理する自然公園施設、自然歩道等の整備・修繕工事、維持管理委託等を実
施する。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、国立公園を始めとする自然公園の価値が改めて見直
されていることから、鳥取砂丘においてアフターコロナを見据えた滞在環境の上質化及び公園利用者
の受入環境の整備を進める。 

２ 主な事業内容                                （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

自然歩道・登山道及び自然
公園施設等の安全対策等 

○鳥取砂丘西側等整備事業費［国庫1/2］ 
 ・鳥取砂丘西側休憩舎整備（4,228） 
 ・鳥取砂丘エリア多言語標識等整備検討（6,892） 
○自然環境整備交付金［国庫45/100］ 
 ・那岐山登山道公衆トイレ改修（1,911） 
 ・那岐山登山道頂上展望デッキ整備（6,162） 
 ・鷲峰山登山道合目標柱等整備（18,000） 
○修繕工事等［単県］ 
 ・鴨ヶ磯斜面点検（1,900） 
 ・寂静山・利生水休憩舎修繕（847） 
 ・公園施設修繕工事枠（9,800） 
  （うち大山登山道年間管理委託（1,600)) 

49,740 

自然公園施設等の管理委託 ・公衆トイレ及び自然歩道等の管理（17,917） 
・公園施設に係る借地料（1,224） 
・施設賠償責任保険料（411） 

19,552 

国立公園清掃活動への補助 ○自然公園清掃活動費補助金 
 国立公園内の清掃を行う民間団体等に対して支援する。 
 ［負担割合］国 1/4、県 1/4、市町村 1/2 

2,870 

合 計 72,162 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 
  自然公園における安全で快適な利用環境の整備及び鳥取砂丘の滞在環境の上質化を進める。 
【取組状況・改善点】 
・自然公園施設、自然歩道等の修繕工事は、危険性・利便性等を考慮し、重点投資による効果的な施

設整備を実施しているところである。 
・鳥取砂丘においては、スロープ階段、公衆トイレの改修など利用環境の整備を進めており、引き続

き利用しやすい環境整備に努める。 

（注）起債欄の< >書きは交付税措置額を除いた額である。 

備考欄の県費負担額は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
７款 商工費 

３項 観光費            山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館（電話：0857-72-8988） 

１目 観光費                                （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

山陰海岸ユネスコ世界 
ジオパーク創生事業費 44,853 47,901 △3,048 2,000   42,853 

 
 

トータルコスト 78,577 千円（前年度 81,382 千円）［正職員：3.9 人、会計年度任用職員：1人］ 

主な業務内容 中核拠点施設としての整備、ツーリズムの推進、国内外に向けた魅力発信等 

工程表の政策目標(指標) ユネスコ世界ジオパーク『山陰海岸ジオパーク』の魅力発信を通じて、ジオパーク
の認知度向上及び国内外からの誘客促進を図る。 

事業内容の説明                       【「地方創生推進交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  「山陰海岸ユネスコ世界ジオパーク」でのロングトレイルやシーカヤック等アクティビティ活動の
推進、国際化に向けた取組、その他様々なジオパーク活動への支援など山陰海岸ジオパークの魅力向
上を図り、国内外からの誘客促進を図るとともに、地域住民の機運醸成を図る取組を推進する。 

 

２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

中核拠点施設とし

ての整備 

・情報発信デジタルサイネージの運用 

  山陰海岸ジオパークの中核拠点施設としてエリア全体の情報発信を行うデ

ジタルサイネージの運用を行う。 

424 

ツーリズムの推進 ・【新規】密にならない山陰海岸ジオパークトレイルツアーモデルプラン造成事業 

絶景ジオスポット、グルメ、アクティビティなどを関連付けたモデルツア

ープランを造成し、アウトドア情報誌等を通じて広報することでマイクロツ

ーリズムの推進を図る。 

4,000 

国内外に向けた魅

力発信 

・ユネスコ世界ジオパーク道府県連合での情報発信（2,000） 

・雑誌・テレビ等メディアを活用等した情報発信（3,000） 

・ガイドスキルアップ研修（15） 

5,015 

民間活力の振興 ・山陰海岸ジオパーク魅力活用補助金（17,606） 

  産業振興、ツーリズム振興、普及・啓発の推進などジオパークに関連した

取組を支援する。 

・山陰海岸ジオウォーク補助金（1,500） 

  民間主体で開催されるウォーキング大会を支援する。 

19,106 

研究・教育活動の

推進 

・サイエンスカフェの開催（1,111） 

・山陰海岸ジオパーク調査・研究委託（3,250） 

  鳥取大学等の学術関係者と自然館学芸員が共同で調査・研究を行う。 

4,361 

国際化対応 ・テレビ電話通訳サービスの運用（223） 

  テレビ電話通訳サービス（12か国語対応）を利用できるタブレットをジオパ

ーク拠点施設等へ配備する。 

223 

その他 ・自然遊歩道の眺望景観回復（1,000） 

・山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金（4,908） 

・鳥取県政ジオバイザリースタッフ経費（99） 

・標準事務費（5,717） 

11,724 

合 計 44,853 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 
山陰海岸ジオパークの魅力発信を通じて、その認知度向上及び国内外からの誘客促進を図る。 

  ジオパークエリアにおけるアクティビティ(自然体験活動)年間参加者数 7,000 人(令和６年度末) 
【取組状況・改善点】 
・ロングトレイルやシーカヤックなど山陰海岸ジオパークでのアクティビティ(自然体験活動)が人

気であり、それらを利用したツーリズムにより山陰海岸ジオパークへの誘客を図っている。 
・令和２年度は、トレイル全ルート完成記念イベント（令和２年11月）を開催し、その状況をアウトドア

情報誌で広報するなどトレイルの魅力発信を行った。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
２款 総務費 

２項 企画費                      住まいまちづくり課（内線：７１３０） 

２目 計画調査費                               （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）広域景観形成支援事業 3,400 0 3,400    3,400 
 
 

トータルコスト 7,361 千円（前年度 0 千円）［正職員：0.5 人］ 

主な業務内容 制度設計・周知説明、補助金関係事務 

工程表の政策目標(指標) 市町村の景観行政団体への移行促進 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 
  広域にわたる景観資源（日本風景街道、若桜鉄道、大山、ジオパーク等）を共有する複数の市町村

が連携・協調して行う景観形成、保全・活用の取組を推進するため、これらの市町村が共同で策定す
る広域景観形成行動計画に基づき実施する事業に対し支援を行う。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円） 
区分 補助対象 限度額 補助率 予算額 

広域景観 
形成支援事業 
補助金 

〇展望地・滞留拠点（道の駅等）整備に要する費用 
・基本構想策定費用 
・基本計画、基本設計、詳細設計費用 
・施工費用 

500/箇所 

1/2 

2,000 

〇住民啓発のための研修、ワークショップ等の開催費
（講師謝金・旅費、会場費、需用費等） 

〇広報等に要する費用（委託費等） 
100/件 

 
400 

〇景観への配慮を目的とする広告物の改修等に要する
費用 

〇農業用資材等の改修又は交換等に要する費用 
〇美化・緑化活動（ガードレール等の塗装、植栽管理）
に要する費用 

○民間事業者等が行う景観形成のための事業に市町村
が補助する費用（市町村間接補助） 

500/市町村 

 
 
 

1,000 

合計 3,400 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

良好な広域景観を形成し、観光促進・地域振興を図る。 

【取組状況】 
・日本風景街道に登録されている「新因幡ライン」（国道 29 号（鳥取市～兵庫県宍粟市）及び国
道 482 号（八頭町・若桜町内））沿線では、民間団体を中心に沿道緑化等の景観づくりやイベン
ト実施による地域活性化に取り組まれている。一方で、景観上好ましくない屋外広告物や道路工
作物等が数多く存在している。 

・令和２年度、八頭町及び若桜町では、沿線の景観の改善、展望地・滞留拠点（道の駅等）の整備、
景観資源の保全等を内容とする「新因幡ライン景観形成行動計画」の策定が進められており、令
和３年度から計画に沿った取組を実施する予定とされている。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
３款 民生費 
１項 社会福祉費                              福祉保健課（内線：７８５９） 

   １目 社会福祉総務費                                                      （単位：千円） 

事業名 本年度 前年度 比 較 財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

子どもの貧困対策総
合支援事業 

 
15,513 

 
12,733 

 
2,780 

  
 

 
 

 
15,513 

 
 

トータルコスト 21,058千円 (前年度 19,029千円）［正職員：0.7人］ 

主な業務内容 低所得者対策（子どもの貧困対策）としての学習支援、補助金交付事務 

工程表の政策目標（指標） － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

鳥取県子どもの貧困対策推進計画（第二期）に基づき、地域の実情に応じた子どもの居場所づくりや学習支援事業の充

実に取り組む市町村等を支援する。 
 
２  主な事業の内容 

（１）子どもの居場所づくり事業補助金（8,601千円） 

  子どもの居場所づくりに取り組む市町村や、行政と連携した取組を行う民間団体に対し、立上げ経費や運営経費を支

援する。 

○立上経費  補助率：市町村負担額の2/3 補助上限額（市町村補助額との合算）：2,000千円/１カ所 

補助対象経費：冷蔵庫等の備品、調理室や居室の修繕、会場借上げに係る初期経費など 

○運営経費   補助率：市町村負担額の1/2 

補助上限額（市町村補助額との合算）：2,000千円（月16回以上）、1,500千円（月4～15回）、 

1,000千円（月3回以下） 

補助対象経費：会場使用料、食材費、調理・学習支援スタッフ人件費、交通費、保険料など 

（２）とっとり子どもの居場所ネットワーク活動支援事業補助金（5,279千円） 

こども食堂等で構成されるとっとり子どもの居場所ネットワーク「えんたく」に支援員１名を配置し、食材や

寄付金の確保・配布、こども食堂開設相談、情報交換会等の開催、情報発信等を行うなど、全県的な居場所の増

設や取組充実につなげる。 

（３）学習支援充実事業（1,633千円） 

 ア 学習支援充実事業補助金（1,525千円） 

市町村が地域の実情に応じて子どもの貧困対策としての学習支援を実施しやすい方法を提供するため、国

庫補助の対象経費とならない経費を助成する。（補助率：1/2） 

  ○地域未来塾応援事業 

教育委員会が実施する「地域未来塾」の対象外経費（送迎、教材）を補助 

  ○生活困窮世帯等の子どもに対する学習支援充実事業 

  ・世帯の横断化に対する支援 

生活保護世帯等だけでなく一般世帯の子どもを含めて学習支援を実施する場合に、国庫補助対象外の一般世帯の

子どもに係る経費を補助 

  ・放課後児童クラブの充実に対する支援 

放課後児童クラブで学習支援を行う場合に学習支援に係る経費（１クラブあたり上限200千円）を補助 

イ 子どもの貧困対策に資する検討（鳥取県子どもの学びの環境等生活困難者対策連絡会議）（108千円） 

市町村の教育委員会や福祉部局、社会福祉協議会など生活困難者に係る関係者が一堂に会し、子どもの貧困対策

に係る課題等について検討を行うとともに、具体の支援方法についての研修会を開催する。 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）子どもの居場所づくり事業 

・生活困窮世帯だけでなく、全ての世帯を対象とした子どもの居場所づくりの活動継続と拡充を図る。 
・子どもの居場所づくりに対する助成と「えんたく」への活動支援により、子どもの居場所が増加してきている。 
（平成27年度末：３箇所 令和２年12月末：６２箇所） 

 ・令和２年度にはこども食堂新型コロナウイルス対策緊急応援事業を創設し、コロナ禍において工夫しながらこども食堂

を運営する団体の活動継続を支援するとともに、「えんたく」主催の食品衛生研修会では、新型コロナウイルス感染対

策マニュアルの配布や研修を行った。 

（２）学習支援充実事業 

・全市町村において、生活困窮世帯やひとり親家庭の子ども等を対象とした学習支援の取組を継続して実施する。 
・子どものライフステージに応じて切れ目なく支援が提供されるよう、福祉と教育の一体的支援の継続を図る。 
・事業実施以降、会議や研修会等を通じて関係部局間での連携を図っているほか、令和２年度には各市町村長及び教育長

を訪問し、事業の活用や福祉と教育の連携について働きかけを行った。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
３款 民生費 

 １項 社会福祉費                      障がい福祉課（内線：７８８９） 
  12 目 障がい者自立支援事業費                       （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

農福連携推進事業 17,455 12,938 4,517 17,455     

ト ー タ ル コ ス ト  28,544 千円（前年度 23,956 千円）［正職員：1.4 人］ 

主 な 業 務 内 容  農福連携マッチング業務、プロジェクトチーム（各福祉圏域）の開催等 

工程表の政策目標（指標） 障がいのある方の工賃の向上 

事業内容の説明           【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
１ 事業の目的・概要 

農業者と就労系障害福祉サービス事業所（以下「事業所」という。）とのマッチング等による農作業等
の受託支援、自主農業に取り組む事業所への支援やマルシェの開催等により、農福連携等を通じた地域
の課題解決や活性化等の仕組みをつくり、障がい者が安定的・継続的に関われる就労機会の創出や工賃
向上を目指す。 

 
２ 主な事業内容                                 （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 
農福連携マッチン
グ機能（国 1/2） 

農業者と事業所の受委託を円滑に行うため、東中西の各圏域にコ
ーディネーターを１名ずつ配置する。 
＜業務内容＞ 
・農業者、事業所双方のニーズ把握、農作業のマッチング、契約支

援等 

職員人件
費（福祉保
健課）で予
算措置 

（新）農作業等の
受託環境の整備、
自主農業の生産性
向上等への支援 
（単県） 

 新たに農林水産分野の作業の受託に取り組む事業所を支援するほ
か、既に自主農業に取り組んでいる事業所の生産性向上・事業拡大
等に資する取組をモデル的に支援する。 
【農業分野等チャレンジ支援事業補助金】 

農林水産分野作業受託支援：補助率 2/3、上限額 100 千円 
自 主 農 業 支 援 ：補助率 1/2、上限額 1,000 千円 

2,500 

共同発注を行う農
家グループへの支
援（単県） 

農家グループによる共同発注を促進し、事業所が年間を通じた農
作業を受託できるよう支援する。 

150 

（拡）農作業の助
言・指導等を行う
農業技術支援員の
派遣（単県） 

事業所が農家から受託する農作業を円滑に実施出来るよう、また、
自主農業に取り組む事業所をサポートするため、事業所に助言・指導
等を行う農業技術支援員を派遣する。 

762 
 

農福連携による地
域づくり事業 
（国 10/10） 

農福連携を地域に根差した取組に発展させるため、農福連携セミ
ナーを開催し、地域とのネットワークづくりを進めるとともに、加工
や流通を見据えたコーディネーターや専門家派遣による事業所支援
を行うほか、農福連携マルシェ（ごきげんマルシェ）の開催、県内外
マルシェへの出店支援等を行う。 

14,043 

 ※単県分に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
 ・農福連携を通じて、障がい者の就労機会を創出するとともに、工賃３倍計画に定める目標工賃月額

（33,000 円）の達成に向けた工賃向上を目指す。 
 ・平成 22 年度から、全国に先駆けた取組として、各圏域に農福連携コーディネーターを配置し、農業者

事業所による農作業の受委託のマッチングを実施している。平成 22 年度から令和元年度の 10 年間で、
約 1,190 件の農作業をマッチングし、6,800 万円を上回る作業料金が事業所に支払われた。 

 R1 H30 H29 H28 H27 

マッチング（件） 204 184 128 112 121 

作業料金（千円） 13,077 12,189 7,822 5,483 6,325 
・平成 28年度から、事業所の利用者が生産等に携わった農産物、農産加工品等を販売する農福連携マル

シェ（ごきげんマルシェ）を開催するとともに、単なる販売会でなく、専門家のアドバイス等による商
品のブラッシュアップや様々な分野の人の交流による新たな商品開発や販路開拓等の場としている。 

・平成 30 年度から、農福連携による地域の課題解決や活性化等を図るとともに、障がい者の安定的、継
続的な仕事を創出するモデル事業の構築に向けて、鳥取県障害者就労事業振興センターに配置したコ
ーディネーターによる事業所支援や専門家派遣等を実施している。 

・令和元年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、実地でのマルシェの開催機会が減少する
中、新たにオンラインによるマルシェに取り組んだ。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
３款 民生費 

 １項 社会福祉費                       障がい福祉課（内線：７８８９）                  

  12 目 障がい者自立支援事業費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

障がい者のはたらき・自
立のための工賃向上事業 

 
30,793 

 
27,078 

 
3,715 

 
15,396 

  
 

 
15,397 

 

ト ー タ ル コ ス ト  35,546 千円（前年度 31,800 千円）［正職員：0.6 人］ 
主 な 業 務 内 容  委託契約事務、委託者との連絡調整等 
工程表の政策目標（指標） 障がいのある方の工賃の向上 
事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

平成 30 年度からの第３期工賃向上計画を踏まえ、障がい者就労継続支援事業所（以下「事業所」とい
う。）に対して、各事業所の特性に応じた支援を実施する。 

 
２ 主な事業内容 
  特定非営利活動法人鳥取県障害者就労事業振興センターにコーディネーターを配置し、下記の支援を
実施する。 
（１）総合相談窓口機能の充実、事業所情報収集・分析及び対応策の検討 
   事業所からの相談等に対応する総合相談窓口機能を整え、コーディネーターによる相談・助言や専

門機関と連携した支援等を行う。また、事業所情報の収集・分析、対応策の検討等を行う。 
（２）第３期工賃向上計画に沿った支援 
   各事業所の目標設定や中長期事業計画作成の支援等を行うとともに専門家（商品開発、事業経営

等）を派遣するなど、事業所の特性に応じた支援を行う。 
  ア 自主的な事業展開により工賃向上に向かっている事業所 
     商品コンセプト・販売戦略の立案支援、売上・原価計算等の計数管理の指導 等 

イ 共同作業場等の施設外就労及び高単価作業受託により工賃向上を目指す事業所 
   企業等からの受注作業の斡旋・調整、作業受託の環境作り支援、共同作業場・施設外就労促進

の体制作り支援 等 
ウ その他の事業所（経営基盤の安定支援） 
   運営面に課題のある小規模事業所等を対象とした研修会の実施、利用者の特性に応じた作業

のマッチング 等 
 （３）就労支援における「人づくり」プログラムの実施 
    事業所職員の経験年数や職位等に合わせた人材育成研修を実施し、福祉とビジネス双方の視点や

スキルを持った就労支援の「人づくり」を行う。 
（４）共同受注窓口機能の強化 

民需、官公需等の事業所への斡旋・調整等をワンストップで行う共同受注窓口を設置し、受発注の
マッチングを行う。また、企業・団体等とのネットワークの構築等により、共同受注窓口の機能を
強化し、民需、官公需等の増進を図るとともに、ネットワークによる共同開発商品の企画等を行う。 

 （５）ウイズコロナ・アフターコロナを見据えた販売機会の創出 
    新型コロナウイルス感染症にも対応した様々な販売機会の企画・提供、販売支援等を行う。 
（６）事業所間ネットワーク会議等の開催 

事業所間のネットワーク等を形成し、情報交換会や事例報告会、研修会等を通じて、工賃向上に向
けた取組の推進や相互に学び合える仕組みづくりを図る。 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
 ・各事業所の特性等に応じた支援を行い、工賃３倍計画の達成を目指す。 
・工賃３倍計画に定める目標工賃月額（33,000 円）の達成を目指した工賃向上の取組により、平成 30 年

度の工賃月額は過去最高の 19,511 円(全国第５位)となった。令和元年度は、一般就労、新規利用者の
増加等により、19,481 円(全国第６位)となったが、工賃支払総額、利用者延べ人数とも過去最高とな
った。 

【特定非営利活動法人鳥取県障害者就労事業振興センターの概要】 

設立趣旨 鳥取県内の就労継続支援事業所等における障がい者の仕事を活性化させるのための調整
・支援を行う「鳥取県障害者就労事業振興センター」を設置し、地域における障がい者の就
労の場の確保及び就労活動を通じた自立の促進を図る。〔設立時期：平成 16年７月１日〕 

職 員 数 11 名（総合相談・事業コーディネート、ワークコーポとっとり運営、農福連携等） 

事 務 局 (西部事務所) 米子市東福原１丁目 1-45(鳥取県西部総合事務所福祉保健局内 別棟１階) 
(東部事務所) 鳥取市商栄町 403-1（ワークコーポとっとり内） 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     環境立県推進課（内線：７４０９） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県の美しい星空が見える

環境の保全と活用事業 24,595 23,942 653   
 

24,595 
 
 

トータルコスト 48,358 千円（前年度 47,552 千円）［正職員：3人］ 

主な業務内容 関係機関・者との各種調整、会議・イベント等準備・運営、補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 鳥取の美しい星空を「守り」・「活かす」取組の拡大 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  鳥取県星空保全条例（平成 30 年４月１日施行）の推進に向け、星空の普及啓発や星空保全地域の

取組支援、光害防止等に必要な事業を実施する。 

２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

普及啓発 ○【新規】新型コロナ予防に配慮した「電視観望（※1）」を導

入し、新たなプログラムを加えた県所有の移動プラネタリウ

ムと組み合わせた星空イベント等を県内各地で実施する。 

○大学の天文サークル等の若者グループと連携し、星空の普及

啓発等を行うとともに、参画グループの能力向上・普及啓発

等の取組を支援する。［補助率］10/10［補助上限］100 千円 

○星取県の推進に顕著な功績のあった個人・団体の表彰を行う。 

3,785 

 

 

 

 

 

 

星空保全地域の振興 ○星空保全地域において市町村や団体等が実施する星空を活用

した地域振興事業を支援する。 

・市町村…［補助率］1/2  ［補助上限］2,000 千円 

・団体等…［補助率］10/10 ［補助上限］500 千円 

5,000 

光害対策の推進 ○星空保全地域内の屋外照明等の改修を支援する。 

・屋外照明器具…［補助率］1/2 ［補助上限］130 千円／基 

・建築物や看板を照射する照明器具 

…［補助率］1/2 ［補助上限］200 千円／式 

○市町村や自治会による光害対策型ＬＥＤ防犯灯の設置を支援

する。［補助率］市町村負担の 1/4 

14,000 

人材育成 ○【新規】「星空案内人資格（※２）」取得に係る講座を開催す

るとともに、当該講座を修了した人材を地域等の星空観察

会、観光イベントの講師等として斡旋・派遣する。  

○星空の関心を高めるための一般向け講座等を実施する。 

1,810 

合 計  24,595 
※１電視観望…リアルタイムの星空や星雲・星団等をディスプレイに映す観察方式。望遠鏡等を介した接触の機会を 

減らせるほか、星雲等の鮮やかな色や多くの微光星など、肉眼よりはるかに美しい星空を視認できる。 

※２星空案内人資格…「星空案内人資格認定制度運営機構」が運営する資格制度。 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 

県民等への更なる星空普及に向け、星空案内人材の育成を促進する。 

   星空講座の参加者数：100 人（令和３年度中） 

【取組状況・改善点】 

・条例制定からこれまでに４地域（鳥取市佐治町、日南町、若桜町、倉吉市関金町）を星空保全地

域に指定し、令和２年度中に新たに日野町を指定する予定である。 

・同地域内における地域振興事業（Ｒ２補助：５件交付決定）のほか、他地域でも自主イベント等

が活発に実施されている。コロナ禍でも感染予防を図りながら星空観察が楽しめるよう、新たに

電視観望等を導入するとともに、星空案内人の養成講座を開催するなど、本県の星空の美しさに

ついて引き続き県民への普及啓発と人材育成を進める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費           低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７８９５） 

４目 環境保全費                                       （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

企業の再エネ100宣言RE Action 

推進・再エネ活用支援事業 
9,374 2,686 6,688 4,687   4,687 

 
 

トータルコスト 13,335千円（前年度 4,260千円）［正職員：0.5人］ 

主な業務内容 セミナー等開催、補助金の制度設計、周知説明、申請書審査・支払い  

工程表の政策目標(指標) 自然・環境・暮らしに調和した安心・安全な再生可能エネルギーの推進 

事業内容の説明                            【「地方創生推進交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  県内企業等が率先的に環境配慮経営を行う環境を構築し、脱炭素社会が実現できるよう、再エネ100宣言RE  
Action(※)への参加など使用電力の再生可能エネルギー100%転換を目指す取組の普及啓発や実効性のある取組に
対して支援等を行う。 

  ※日本の中小企業などが､2050 年までに使用電力を100% 再生可能エネルギーに転換する目標を表明し行動していく枠組み（国 

内イニシアティブ）。世界的な大企業を中心に加盟する国際イニシアティブ｢RE100｣の国内中小企業版的位置づけ。 

２ 主な事業内容                                                                          （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

再エネ100宣言RE 
 Actionセミナー開催 
事業 

脱炭素経営のメリット、再エネ・省エネの実践手法を理解するセミナーをRE 
Action参加企業や地域新電力、金融機関、商工団体、市町村等と連携して開催
する。 

1,074 

【拡充】再エネ100 
宣言RE Action拡大 
等支援事業 

地域新電力やRE Action参加企業等と市町村や地域が連携し、企業のRE Action
参加拡大につながる動画制作等の取組を支援する。 

［補助件数］３件、［補助率］1/2、［補助上限額］500千円 

1,500 

【新規】省エネ対応
設備導入支援事業 

RE Action参加企業又は参加意向のある企業に対し、省エネ診断に基づく省エネ
性能の高い機器への更新等に要する経費を支援する。 

［補助件数］５件、［補助率］1/3、［補助上限額］500千円 

2,500 

【新規】太陽光発電
設備導入支援事業 

RE Action参加企業又は参加意向のある企業に対し、自家消費のために太陽光発
電設備を導入する経費を支援する。 

［補助件数］５件、［補助上限額］46千円/kw(１件当たり上限額460千円) 

2,300 

【新規】IoT技術を 
活用したRE100電力 
調達支援事業 

地域新電力によるIoT（※）技術を活用した再エネ電力の需給調整(再エネマネ
ジメント)を行う仕組み作りを支援し、再エネ100%電気の利用による企業のRE 
Action参加につなげる。（※）IoT…様々な物をインターネットにつなげる技術。 

［補助件数］１件、［補助率］1/2、［補助上限額］2,000千円 

2,000 

省エネ推進支援事業 無料で省エネ診断できる一般財団法人省エネルギーセンターの「省エネ支援サ
ービス」の活用推奨を行う。 

(標準事務費) 

 

その他 ・市町村と一緒に企業向け個別セミナーや商工団体向けの出前説明会を実施 
・市町村や商工団体等と連携し、情報共有や発信を行う体制の整備 

合 計  9,374 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

県内の再エネ100宣言RE Action参加企業25社（令和４年度末） 

【取組状況・改善点】 

・県内の再生可能エネルギーは県内の民生部門の電力量を賄える水準に達しており、今後はエネルギー使用量の

約５割を占める企業部門について、自家消費型の太陽光などの再エネ導入、使用電力の再エネ由来の電気への

転換、一層の省エネ化などを促す必要がある。 

・本県は令和元年12月に「再エネ100宣言RE Action」のアンバサダー(応援者)に就任した。令和２年度は市町

村や商工団体と連携してセミナーを開催し、県内企業等に活動への参加推奨を行った。令和３年度は新たに企

業の再エネ等機器導入経費の一部を支援するなど、企業の使用電力の再エネ100%化に向けた取組を進める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費      低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７２０５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）家庭の省エネ・再エネ 

快適生活促進事業 
32,088 0 32,088   

（基金繰入金） 

 3,000 29,088  

トータルコスト 40,801 千円（前年度 0千円）［正職員：1.1 人］ 

主な業務内容 ガイドブック制作、企画調整、広報、補助金に関する手続きや市町村との調整 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等
による県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明                                  【「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  家庭で行う創エネ、蓄エネ及び省エネの取組の普及啓発を行い、効率のよいエネルギー利用や家庭
用小規模発電設備等の設置を促進する。 

２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

ゼロカーボン社会 

実現に向けた家庭

の消費エネルギー

効率アップ事業 

より快適で経済的な省エネ生活の定着を図るため、家庭における
効率のよいエネルギー利用を促すキャンペーンを実施するととも
に、分かりやすい省エネ・再エネの実践方法を紹介する。 

・省エネ快適生活実践キャンペーンの実施 
家庭内での電気やガスの使用量削減など、効率よくエネルギー

を使う方法を実践した家庭へ賞品をプレゼントする。 

・WEB 版ガイドブックの制作による実践方法の紹介 
家庭で効率よくエネルギーを使う方法と取組の意義を分かりや

すく紹介するガイドブックを制作し、WEB サイト等で発信する。 

5,500 

家庭用小規模発電 

設備等導入支援 

太陽光発電（10kW未満）、太陽熱利用機器、定置用蓄電池等の家庭
用小規模設備等を導入する住民に対して補助を行う市町村を支援す
る。 
［実施主体］市町村 ［補助率］市町村補助額の1/2 

26,588 

合 計  32,088 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 

脱炭素社会実現に向け、家庭生活を快適にしながら実行できる省エネ・再エネ導入を図る。 

 【取組状況・改善点】 

・政府が示した成長戦略実行計画（2020 年 12 月）において、2030 年までの温暖化対策は、”既存

技術により省エネルギーの徹底と再生可能エネルギーの最大限導入”とされていることから、2030

年までは既存技術をベースとした取組により温室効果ガス削減を目指す必要がある。 

・温暖化防止活動に取り組む県民や市町村担当者から、快適な生活環境をつくりながら脱炭素社会

へシフトする具体的な方法の発信が必要という声もあることから、令和３年度は家庭で行う効果

的な取組をガイドブックとしてまとめ、省エネ実践を促すキャンペーンを実施する。 

・引き続き家庭用の小規模発電設備等の導入を支援することにより、防災力を高めつつ、家庭の消

費エネルギー削減をより一層進める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費      低炭素社会推進課   事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７８７４） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）県有施設の省エネ・ 

創エネ等推進事業 
10,200 0 10,200                < 6 ，300 >  

9,000 
 1,200 

 

県費負担 

7,500 

 
トータルコスト 19,705 千円（前年度 0千円）［正職員：1.2 人］ 

主な業務内容 導入施設への予算配分、進捗管理、再エネ設備導入等検討委員会運営 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等に
よる県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  2050 年「脱炭素社会」の実現に向けて、将来的な県有施設のＺＥＢ（※）化を目指し、既存施設に
おけるＬＥＤ照明等の率先導入、再エネ導入等の検討を行う。 

※ZEB（ゼブ） 
快適な室内環境を保ちながら、高断熱化・日射遮蔽、自然エネルギー利用、高効率設備により、できる限
りの省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、年間で消費する建築物のエネル
ギー量が大幅に削減されている建築物 

２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

ＬＥＤ照明等省エネ

ルギー型設備の県有

施設への率先導入事業 

県をあげて温室効果ガスの削減、省エネルギー化をさらに推進す
るため、令和３年度はＬＥＤ照明導入施設を増やし、県有施設の照
明ＬＥＤ化を加速させる。 

施設名 主な 
導入箇所 

県立武道館 弓道場 

燕趙園 ﾚｽﾄﾗﾝ、ﾄｲﾚ等 

大山まきばみるくの里 事務室、厨房等 

米子コンベンションセンター 事務室、会議室等 
 

10,000 

県有施設のゼロエネ

ルギー化を目指した

再生可能エネルギー

導入等検討事業 

将来的な県有施設のＺＥＢ化を念頭に、発電電力の自家消費等に向
けた県有施設の屋根部分等への太陽光発電設備導入等について検討を
行う。 
 

200 

合 計  10,200 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 

将来的なゼロエネルギー化を目指し、県有施設における高効率設備の導入による省エネの推進、 

再生可能エネルギーの導入による創エネの推進等に取り組む。 

 【取組状況・改善点】 

・令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン(令和２年３月策定)において、2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロの実現という長期目標を見据え、2030年度の二酸化炭素40%削減(2013年度比)の目標を設
定している。 

・この削減目標達成に向けては、地域や環境と調和した再生可能エネルギーの導入や森林整備によ
る CO2 吸収量の拡大を図るとともに、排出全体の８割以上を占めるエネルギー起源の CO2 の削減
を図る必要があるため、県有施設における高効率照明の率先導入、再生可能エネルギーの導入検討等
に取り組む。 

（注）起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。 

   備考欄の県負担額は記載欄の< >書きの金額と一般財源、繰入金の金額を加算したものである。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費     低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７８７９） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取発地産エネルギー

活用推進事業  28,200 0 28,200    28,200 
 
 

トータルコスト 41,666 千円（前年度 0千円）［正職員：1.7 人］ 

主な業務内容 制度設計､周知説明､申請書の審査､補助金の支払い 

工程表の政策目標(指標) 自然・環境・暮らしに調和した安心・安全な再生可能エネルギーの推進 

事業内容の説明                                                   
１ 事業の目的・概要 

県内の小水力発電等で産み出した再生可能エネルギーの地産地消によるゼロカーボンや地域内経
済循環等を達成していくために、地域団体、NPO、市町村、エネルギー事業者等が取り組む事業を支
援し、本県における地産エネルギーの導入を促進する。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円）                    
区 分 内 容 予算額 

計画策定・ 
可能性調査 
支援 

・地域における地産エネルギー活用のための計画の策定・検証、協議会の開催 
・事業者による地産エネルギー発電事業可能性調査を支援 
［補助率］1/2 又は 2/3 （※１）［補助上限額］3,000 千円 
［事業主体］市町村、地域団体、NPO 法人、中山間地振興に寄与する事業を計

画する再エネ発電事業者 
［補助事業期間］最長２年（債務負担行為限度額：12,000 千円(令和４年度)) 

12,000 

事業化支援 ・地域における小水力等の発電・熱供給施設整備・体制整備等 
・事業者による発電所整備事業を支援 
［補助率］1/2 又は 2/3 （※１）［補助上限額］10,000 千円 
     （但し FIT（※２）価格算定対象費用（※３）を除く） 
［事業主体］市町村、地域団体、NPO 法人、中山間地振興に寄与する事業を計

画する再エネ発電事業者 
［補助事業期間］最長３年（債務負担行為限度額：15,000 千円(令和５年度)) 

15,000 

体制づくり・
啓発支援 
 

地産エネルギー活用の体制づくり・啓発支援 
［補助率］定額 ［補助上限額］300 千円 
［事業主体］地域団体、NPO 法人 

900 

とっとり次世代エネルギーパークの見学者の受入れに必要な展示物やガイダン
スコーナー等の導入を支援 
［補助率］1/2 ［補助上限額］300 千円 
［事業主体］エネルギーパークの施設管理者 

300 

合 計  28,200 

※１ 補助率が 2／3となる場合：市町村が計画策定を支援する等、積極的な関与があると特に認める場合 

※２ FIT（再生可能エネルギーの固定価格買取制度） 

再生可能エネルギーで発電された電気を、国が定める価格で一定期間電気事業者が買い取ることを義務付け

る制度。 

※３ FIT 価格算定対象費用例：FIT 認定を受けた設備の設置費、本体費、撤去費、１ｋｍ以下の電源線費用 等 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

  【事業目標】 

県内の電力自給率 60％（令和 12 年度）達成に向けて、地域が主体となった自家消費・地域内消 

費も含めた再生可能エネルギー発電や熱供給の取組を支援していく。 

  【取組状況・改善点】 

・エネルギーの脱炭素化による温室効果ガス削減は急務であり、本県では「第２期とっとり環境イ
ニシアティブプラン」に基づき、再生可能エネルギーへのシフトを積極的に進めてきた結果、電
力自給率 38.7％（令和元年度末）に達した。令和２年度以降は「令和新時代とっとり環境イニシ
アティブプラン」により電力自給率目標 60％の達成に向けて引き続き取組を進めている。 

・今後は地域が主体となった取組、地域の域内消費や企業の自家消費の取組を支援することによ
り、地域貢献度が高い取組へと誘導していくことで、地域エネルギーの最大限の導入と環境保全
との両立を図っていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費      低炭素社会推進課   事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７２０５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

環境教育・実践推進事業 22,576 22,733 △157 3,239  

 （寄附金）1,000 

   （基金繰入金）

17,668 

 （財産収入）314 

18,982 

355 
 
 

トータルコスト 43,963 千円（前年度 47,130 千円）［正職員：2.7 人］ 

主な業務内容 啓発事業企画・実施、他団体との調整、委託・補助金業務 等 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等に
よる県民主体の環境活動の拡大 

      【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」及び「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

温室効果ガス削減、持続可能な社会の構築、気候変動への適応を推進するため、県民の環境への関

心を高め行動につなげるための環境教育、普及啓発、活動支援等に取り組む。 

２ 主な事業内容                                                               （単位：千円）                              
区 分 内 容 予算額 

「エネルギー 

シェア」の推進 

 

【拡充】クールシェアだけでなく、ウォームシェアの取組を補助対象に加 

えるとともに、ＷＥＢによる情報発信を行い、年間を通じたエネルギ 

ーシェアの取組を支援する。 

・商業施設による「エネルギーシェア・スポット」新設の支援 

［補助率］1/2 ［補助限度額］150 千円 
※エネルギーシェア・スポット：屋外施設や店舗等の一部を誰もが密を避けて

夏季は涼しく、冬季は暖かく快適に過ごせる場所として提供される場所 

1,325 

環境保全・創造

活動の支援 

団体や地域による環境保全・創造活動を支援する。 
・他の模範となる環境保全・創造活動の支援 

［補助率］10/10 ［補助限度額］100 千円 

・こどもエコクラブ活動の支援 

［補助率］市町村負担額の 1/2 ［補助限度額］700 円/人 

2,811 

「鳥取県地球 

温暖化防止活動

推進センター」 

運営業務委託 

地球温暖化防止の普及啓発等や環境教育に関する業務を「鳥取県地球温

暖化防止活動推進センター」に委託する。（債務負担行為設定済） 
・地球温暖化防止の普及啓発を行う人材(推進員)の育成 

・学校や保育所等と連携した小学生・幼児向け環境教育 
※鳥取県地球温暖化防止活動推進センター：地球温暖化防止の普及啓発等

を行うため、地球温暖化対策推進法に基づき知事が指定した機関 

9,598 

普及啓発業務 

委託 

環境保全・創造に関する普及啓発の業務を民間企業に委託する。 

・廃物を利用した「エコ工作」、環境に関する記事をまとめる「エコス

クープ」の小学生向け「エコアイデアコンテスト」の実施等 

6,573 

その他 県有施設の TEASⅡ種審査委託、会議・研修会開催等の経費 2,269 

合 計  22,576 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

環境教育・学習を促進し、環境問題解決に向けて自ら行動する人材の育成を図る。 

   エコ宣言の数 10,000 人（令和３年度末） 

 【取組状況・改善点】 

・県内の温室効果ガス排出量は、平成 25年度以降減少傾向にあるが、令和新時代とっとり環境イニ

シアティブプランに掲げる「2030 年に 2013 年度比 40％減」の目標達成には更なる排出量削減が

求められる。 

・令和３年度から、夏季の省エネ・節電や熱中症防止にもつながる「クールシェア」だけでなく、冬

季の「ウォームシェア」を加え、通年での啓発活動に取り組む。また、環境教育についても、より

効果的な事業となるよう、市町村や団体・事業者等と連携・協働し、引き続き推進していく。 

210



令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費      低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７２０５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

CO2を減らして未来を守る 
県民運動推進事業 2,354 3,979 △1,625   （基金繰入金） 

2,354 
 

 
 

トータルコスト 3,938 千円（前年度 5,553 千円）［正職員：0.2 人］ 

主な業務内容 啓発事業企画・実施、委託・補助業務 等 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等に
よる県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明                    【「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

脱炭素に係る全県的な機運醸成を推進し、家庭や学校、地域等の CO2 排出削減に向けた実践的な取

組の充実を図るため、事業者や鳥取県地球温暖化防止活動推進センター等と連携して普及啓発に取り

組むとともに、市町村が実施する住民向けの環境実践活動を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

                                    （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

「とっとりゼロ・

カーボン・チャレ

ンジ」啓発キャラ

バン 

温暖化対策の現状や取り組むべき課題等について幅広く県民の理

解を広げるため、県、市町村、事業者等が主催する県民向けフォー

ラムやイベント等と連携した啓発キャラバンを実施する。 

［内容］動画・パネル展示、省エネ相談会、環境実践ワークショッ

プ等の開催 

854 

CO2 削減・省エネ

活動の支援 

地域における省エネ意識の定着や先進的事例の他市町村への拡大

を推進するため、学校等を活用した断熱改修ワークショップなど、

市町村等が実施する住民向けの取組を支援する。 

［補助事業者］国が推進するゼロカーボン宣言を表明した市町村等 

［補助率］1/2 ［補助限度額］500 千円 

1,500 

合 計  2,354 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 

イベント等の場で、直接的に県民とコミュニケーションを図り CO2 削減を働きかける。 

啓発キャラバンや地域におけるワークショップ等に関わった人数：500 人/年 

 【取組状況・改善点】 

・国際的な温暖化対策の枠組「パリ協定」(2016 年 11 月発効)のもと深刻化する地球温暖化への対

策は世界中が取り組むべき重要課題となっており、産業革命前からの平均気温の上昇を２℃より

充分低く保つことを目標に、脱炭素に向けた世界的な潮流が加速している。 

・2020 年 10 月、日本政府が「2050 年までに二酸化炭素の排出量実質ゼロを目指す」ビジョンを表

明し、脱炭素化の取組が加速化している。 

・本県では、国に先駆けて 2020 年１月に 2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す旨の宣言を行

った。今後より一層の温室効果ガス削減に向けて、団体・事業者、行政等による連携・協働体制

を強化するとともに、県民の意識を高め行動に繋げるため啓発キャラバンの実施など具体的な施

策に取り組んでいく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費     低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７８７９） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

日本海沖メタンハイドレー

ト調査促進事業 7,652 20,546 △12,894    7,652 
 
 

トータルコスト 17,949 千円（前年度 30,777 千円）［正職員：1.3 人］ 
主な業務内容 セミナー等開催、大学への奨学寄附、研究会等  

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  メタンハイドレートに関する県民の理解促進や機運醸成、調査・研究や技術開発を支える人材育

成、産学官連携による資源回収技術の開発に取り組む。 

 

２ 主な事業内容 

                                    （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

メタンハイドレートの普及
啓発 

・一般向け公開講座：１回／年 
・学生企業向け公開セミナー：２回／年 
・小中学生向け実験教室：１回／年 

550 

鳥取大学への奨学寄附 
（技術開発促進・人材育成） 

鳥取大学への奨学寄附により、メタンハイドレート関連
の研究開発等を行う。（債務負担行為設定済） 

5,930 

その他 ワークショップ、研究会の開催など 1,172 

合 計  7,652 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

メタンハイドレート開発機運を醸成させるための県民への普及啓発や資源回収技術の研究を行 

うとともに、調査・採掘技術開発を行う人材を育成する。 

【取組状況・改善点】 

・国は、第３期海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（平成３１年２月１５日改定）において、日本

海沖の表層型メタンハイドレートについて、将来の商業生産を可能とするための技術開発を進

め、令和５年度から９年度までの間に民間企業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始

されることを目指すとした。 

・また、国は、同開発計画において表層型メタンハイドレートの回収技術に関する調査研究や海洋

産出試験を行うこととしていることから、鳥取県沖で国の調査が行われるよう、資源賦存の優位

性を示しながら国に要望していく。 

・県は、国の事業実施状況も踏まえながら、鳥取大学や県内企業と連携して研究開発支援、県民の

理解促進や機運醸成を行い、産学官連携による商業採掘開始に向けた資源回収技術開発等に取

り組む。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費     低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７２０５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

次世代自動車普及促進事業 

債務負担行為 

20,119 

8,566 

 

 

5,898 

債務負担行為 

20,119 

2,668 

 

8,566 

  

債務負担行為 

20,119 

 

 
 

トータルコスト 14,111 千円（前年度 11,407 千円）［正職員：0.7 人］ 

主な業務内容 委託先への発注業務、契約業務など 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等
による県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

EV 等の普及やモーダルシフト（輸送・交通手段の転換）等による CO2 削減を取組方針とした「令

和新時代とっとり環境イニシアティブプラン（令和２年３月策定）」に基づき、環境にやさしい移動

手段としてだけでなく、災害時の非常用電源や家庭や事業所の蓄電池としての機能を有する EV・PHV･

FCV の普及促進を図る。 

※EV：電気自動車 PHV：プラグインハイブリッド車 FCV：燃料電池自動車 

 

２ 主な事業内容 

                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

EV・FCV 導入事業 電気自動車の活用による交通手段の低炭素化を広く啓発すると

ともに、災害等の非常時における電力供給源として活用するた

め、蓄電能力に優れた電気自動車を公用車として導入する。 

［債務負担行為］13,024 千円（令和４～８年度） 

3,241 

EV 用充電器更新事業 ・県庁第２庁舎前等に設置している電気自動車用急速充電器が

耐用年数（８年）を超過しているため、更新を行う。 

・民間事業を活用することにより、イニシャルコストゼロで充

電器を更新するとともに、コールセンター及び保守点検を委

託する。［債務負担行為］7,095 千円（令和４～11 年度） 

5,325 

合 計  8,566 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 

水素エネルギー推進事業とも関連させながら、従来のガソリン車にはない環境面及び防災面での 

有用性を周知し、次世代自動車の普及促進を図る。 

 【取組状況・改善点】 

・本県における次世代自動車の普及台数は、令和２年 12 月末時点で 1,352 台（EV:669 台、PHV:681

台、FCV:２台）となっており、年 150 台前後のペースで増加している。 

・令和元年９月には「とっとり EV 協力隊」を設立し、県民や県内企業などの協力の下、災害時や

屋外イベント等において次世代自動車を電源として活用することにより、防災体制の向上を図る

とともに、蓄電池としての価値を訴求することにより、次世代自動車の一層の普及に努めている。 

（令和２年 12月末現在の登録台数：48台） 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費     低炭素社会推進課 → 事業実施：脱炭素社会推進課（内線：７８７５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

水素エネルギー推進事業 4,396 5,473 △1,077 4,396    
 
 

トータルコスト 15,485 千円（前年度 16,491 千円）［正職員：1.4 人］ 

主な業務内容 会議等の開催・運営業務、委託先への発注業務、契約業務など 

工程表の政策目標(指標) 環境と調和した持続可能なライフスタイル・価値観の普及や環境教育の充実等
による県民主体の環境活動の拡大 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  2050 年「脱炭素社会」の実現に向けた取組として、再生可能エネルギーの一層の推進に不可欠な

水素に対する県民理解の促進を進める。 

 

２ 主な事業内容 

                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

水素エネルギー実証 

(環境教育)拠点整備 

プロジェクト 

子どもから大人まで水素エネルギーを学習できる施設「鳥取す

いそ学びうむ」の管理運営を行う。（負担金） 

【事業主体】鳥取県水素エネルギー推進協議会 

（構成団体：鳥取ガス、積水ハウス、本田技研工業、とっとり市民

電力、アクシス、ホンダカーズ鳥取、公立鳥取環境大学、鳥取市、

鳥取県） 

3,466 

水素利活用にかかる 

会議等の開催 

・水素の利活用推進等の検討 

再生可能エネルギー由来のカーボンフリー水素の利活用や水素

エネルギーの推進方策等を検討するため、鳥取県水素エネルギー推

進協議会において、有識者等を交えた意見交換を行う。 

・水素関連産業にかかる勉強会 

将来的な産業発展や人材育成等に繋げるため、国内外における 

水素エネルギーの開発･普及動向や幅広い事業領域における水素利

活用の可能性等、水素関連産業に関するセミナーを開催する。 

930 

合 計  4,396 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

「鳥取すいそ学びうむ」を拠点として、子どもたちの環境教育の推進や幅広い普及啓発等に取り組む。 

 【取組状況・改善点】 

  ・水素エネルギーの幅広い普及に向けては、未だコストや技術面における課題が多く、現在国主導

で様々な研究開発や技術実証等が進められている段階にある。 

・本県では平成 29 年９月に開設した学習施設「鳥取すいそ学びうむ（とっとり水素学習館）」を

活用し、将来的な普及を見据えて水素エネルギーの特性や活用意義に係る理解を広げる取組を行

っている。（令和２年 11月末現在の累計来場者数：3,700 人） 

・令和元年８月には、鳥取すいそ学びうむの整備に取り組んだ「鳥取県水素エネルギー推進コンソ

ーシアム」の後継として、新たに地域新電力や教育機関、地元自治体などを含めた「鳥取県水素

エネルギー推進協議会」を設立し、水素社会実現に向けた推進体制の強化を図っている。 
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４款 衛生費 

１項 公衆衛生費                      衛生環境研究所（電話：0858-35-5411） 
６目 衛生環境研究所費                                                    （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）気候変動による水

環境への影響調査等事業 
（気候変動適応センター

事業） 

債務負担行為 

12,383 
 

9,239 

 
 

 

 0 

 

債務負担行為 

12,383 
 

9,239 

 

 

9,239 

  

債務負担行為 

12,383 
 

 

 

 

 

 

トータルコスト 21,121 千円（前年度 0千円）［正職員：1.5 人］ 

主な業務内容 気候変動による水環境への影響調査 

工程表の政策目標(指標) 廃棄物のリサイクル、湖沼の水質浄化や保全・再生、地球環境問題への対応に資す

る研究成果 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

 気候変動適応法に定められている「地域気候変動適応センター」（以下「センター」とする。） 

として、気候変動に関する情報収集・分析等を実施する。 

令和３年度からは、気候変動による水環境への影響についての調査等を行う。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円）                                  
区 分 内 容 予算額 

気候変動影響に 
係る調査・整理・ 
分析 
 

気候変動による水環境への影響に注目して、陸域から日本海まで
の水循環等を把握し、考察する。 
・測定機器リース料 
・分析委託料、調査に要する消耗品費等 

5,758 

県民向け勉強会・ 
ワークショップ 
の開催 
 

 気候変動に関心のある一般県民・漁業者・農業従事者等を招き、
専門家を交えて勉強会・ワークショップを開催し、気候変動の影響
で生じていると考えられる事象についての情報収集や意見交換を行
う。 

881 

普及啓発 
 

 気候変動に係る啓発動画・ホームページ・リーフレットを作成し、 
県民や事業者等への普及啓発に活用する。 

2,600 

合 計  9,239 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

  【事業目標】 

気候変動に関する様々な情報収集・分析等を行うとともに、県民・事業者等への普及啓発を実施

し、気候変動への適応促進を図る。 

 【取組状況・改善点】 

・平成 30年 12 月に｢気候変動適応法｣が施行され、地域気候変動適応計画の策定やセンターの確保 

が地方自治体の努力義務となった。 

・県では、地域気候変動適応計画を「令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン」（R2.3 月） 

に包含して策定するとともに、衛生環境研究所をセンターとして位置づけ、県内の気候変動による

影響や適応策について情報収集・分析等を行う。 

 

 

215
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                         循環型社会推進課（内線：７１９８） 

４目 環境保全費                                  （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

「とっとりプラごみゼロ」

チャレンジ事業 22,288 15,433 6,855 8,350  

（基金繰入金）

10,088 

 
3,850 

 

 

トータルコスト 27,041千円（前年度 23,303千円）［正職員：0.6人］ 

主な業務内容 企画・調整、委託契約事務、補助金交付業務 

工程表の政策目標(指標) 食品ロス及びプラスチックごみの削減等を県民運動として盛り上げ、ごみゼロ社会の実現へ
とつなげていく。 

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」、「地方創生推進交付金」及び「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】  

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  多量の使い捨てプラスチックごみ（以下「プラごみ」という。）が及ぼす環境問題が国際問題となっているな
か、本県においても、県民・企業・行政が一体となりプラごみ排出ゼロに向けた取組を行う。 

２ 主な事業内容                                   （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

【新規】プラごみ

アート巡回事業 

小学生等とともに、拾い集めたプラごみ等でシンボルアートを制作し、県内小学校

への巡回及び公共の場での展示を行うことで、プラごみゼロの意識啓発を図る。 

3,646 

【新規】プラスチ

ック・フィッシン

グ事業 

海のアクティビティや観光の事業者等が企画するごみ拾いツアーに要する経費の一

部を支援する。［補助率］1/2（上限3,000円／人） 

また、活動の様子を撮影し、ホームページ掲載や展示などにより、プラごみゼロの

情報発信を行う。 

4,902 

【新規】とっとり

プロギング開催

事業 

ごみ拾いをしながらジョギング（プロギング）する大会を開催し、健康志向の高い

県民にもごみ拾いを体験していただくことで、プラごみゼロの意識向上を図る。 

791 

河川を流れるプ

ラごみ調査 

県民（小学生以上）が河川に流れ込むプラごみの実態調査を体験することでプラご

み問題の認識を深めてもらう。また、調査結果を新聞広告等で公表し、県民意識の向

上を図る。 

1,677 

「とっとりプラ

ごみゼロ」チャレ

ンジ事業補助金 

・テイクアウト用容器を新たにリユース容器等へ切り替える事業者を支援する。 

［補助率］1/2（上限50千円） 

・飲食を伴うイベントでリユース容器等を活用する団体を支援する。 

［補助率］初回10/10、２回目以降1/2（上限250千円） 

・河川・海岸における清掃活動を行う団体等を支援する。 

［補助率］10/10（上限250千円） 

5,200 

鳥取県プラスチ

ック資源循環等

支援事業補助金 

脱プラスチックへの転換や再生材の利用を促進するために必要な研究・開発等に取

り組む県内企業を支援する。 

［補助率］1/2（上限5,000千円） 

5,000 

マイボトル使用

推進事業 

マイボトル運動キャンペーンの実施及びマイボトル運動協力店マップの更新を行う。 1,072 

合 計 22,288 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 【事業目標】 
プラごみゼロ社会の実現を目指すため、県民参加型の事業を実施し、県民のプラごみに対する認識を深め、

プラごみゼロの意識醸成を図る。 
 【取組状況・改善点】 

・本県では、プラごみ排出ゼロに向け「とっとりプラごみゼロ」チャレンジを県民運動として進めており、ポ
スターコンクールやマイボトル運動キャンペーンの実施、「とっとりプラごみゼロ」チャレンジャー（削減
協力企業等）の登録、テイクアウトにおけるリユース容器活用支援など、プラごみゼロに対する県民の意識
啓発やプラごみの排出抑制・再資源化の取組をする企業等の増加を図っている。 

  ・「とっとりプラごみゼロ」チャレンジの取組について、県民運動として更に推進するため、引き続き周知・
啓発し県民を巻き込みながら行う。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     循環型社会推進課（内線：７１９８） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ごみゼロ社会実現化県民

プロジェクト事業 5,401 5,252 149 1,008  
（基金繰入金）

3,384 
 

1,009 
 
 

トータルコスト 15,698 千円（前年度 15,483 千円）［正職員：1.3 人］ 
主な業務内容 協議会運営、委託事業に係る事務、補助金等交付事務、各種啓発 

工程表の政策目標(指標) 食品ロス及びプラスチックごみの削減等を県民運動として盛り上げ、ごみゼロ社
会の実現へとつなげていく。 

事業内容の説明         【「地方創生推進交付金」及び「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 
  ごみゼロ社会の実現に向けたごみ排出量の一層の削減を図るため、引き続き食品ロス削減に重点

的に取り組み、県民を挙げたごみゼロ意識の醸成を図るとともに、ＳＤＧｓの目標「１２ つくる責
任、つかう責任」が果たされる社会を目指した取組を推進する。 

 
２ 主な事業内容                               （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

【新規】もった

いない！食べ残

しゼロ事業 

飲食店等で食べきれない料理を持ち帰ってもらうため、ドギーバッグ

（食品を持ち帰るための容器）を県民モニターに配布し、その取組を情

報発信することで食品ロス削減の意識醸成を図る。 

860 

ごみゼロポスター

コンクール事業 

食品ロス削減やプラスチックごみの排出抑制・再資源化を呼びかける

ポスターを県民から募集し、選考したポスターを県内公共機関等へ掲示

することで意識啓発を図る。 

120 

幼児を対象とし

た意識啓発活動 

幼少期から食べ残しを減らす意識や物を大事にする意識を醸成するた

め、実践活動団体に委託して、歌や紙芝居などを使った啓発活動を行う。 

750 

フードドライブ

事業の推進 

フードドライブ活動への理解と認知向上、取組拡大を図るため、民間

団体に委託してイベントを活用した「フードドライブ」を実施する。 

1,000 

鳥取県食品ロス

削減推進協議会

の運営 

食料支援活動団体、食品流通事業者、商工団体、消費者団体及び行政

等で構成する協議会において、食品ロスの発生抑制と削減に向けた方策

を検討する。 

482 

食品ロス削減普

及啓発活動 

宴会等での食べ残しを減らす「30・10 食べきり運動」の実施、とっと

り食べきり協力店の登録要請、スーパー等での食品ロス啓発キャンペー

ンの実施など食品ロス削減に対する県民の意識啓発を図る。 

標準事務費 

Let’s４Ｒ実践活

動推進補助金 

食品ロスを減らす料理レシピの開発、環境講演会の開催など、ごみ減

量・リサイクルの実践活動を支援する。 

［実施主体］実践活動団体［補助率］1/2(上限 500 千円) 

654 

４Ｒ推進交付金 地域の実情に応じたごみ減量・リサイクルの取組を支援する。 

［実施主体］市町村等 

［ 補助率 ］ソフト事業 1/2(上限 5,000 千円) 

ハード事業 1/3(上限 20,000 千円) 

1,535 

合 計 5,401 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
【事業目標】ごみ排出量の削減等に向けた普及啓発を推進する。 

       一般廃棄物の目標値（Ｒ５年度） 排出量：193 千トン 
【取組状況・改善点】 
・ごみ排出量の削減に向け、可燃ごみの中で割合の大きい「食品ロス」の削減を促進するため宴会時
の食べ残しを減らす「30・10 食べきり運動」、保育所等への訪問による幼児向けの意識啓発活動、
家庭の余剰食品を集め食料支援団体等へ提供するフードドライブ活動等を実施している。 

・令和２年３月に県廃棄物処理計画を改定し「食品ロスの削減」を主要項目に掲げ、県食品ロス削減
推進計画として位置づけて食品ロス削減の取組を進めているが、より一層県民の意識を高め行動
に繋げるための具体的な施策に取り組んでいく。 
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                        緑豊かな自然課（内線：７８７２） 

４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

生物多様性保全事業 10,764 13,525 △2,761    10,764 
 
 

トータルコスト 23,269 千円（前年度 25,937 千円）［正職員：1.4 人、会計年度任用職員：0.5 人］ 

主な業務内容 希少野生動植物の保護、外来生物の防除、自然環境の保全推進に資する取組 

工程表の政策目標(指標) 地域住民等による野生動植物保護の普及啓発や教育実践に取り組む活動を支援していく。 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  県内における希少野生動植物の保護及び生息・生育環境の保全、外来生物の防除、自然環境の保全に
より、県民参加による生物多様性の保全を推進するとともに、本県の豊かで美しい自然を守り、未来の
世代に伝えていく機運の醸成を図る。 

２ 主な事業内容                                 （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

希少野生動植物

保護対策事業 

・生物多様性ＧＩＳ（※）ハードウエア保守管理業務委託 

・特定希少野生動植物等の生育（繁殖）状況に係るモニタリング調査 

・希少野生動植物の保護等活動団体への支援 

補助金名 補助対象事業・経費 実施主体 補助率 

鳥取県希少野生

動植物保護管理

事業補助金 

特定希少野生動植物の保護

等に係る経費 

鳥取県希少野生動植

物の保護に関する条

例で認定する団体 

定額 

（上限250千円） 

生物多様性保全

活動支援事業補

助金 

生物多様性の保全に資する

ために行われる保護・防除

等に係る経費 

自然保護団体等 定額 

（上限100千円） 

【新規】開発における生息

地の代替措置に係る経費 

民間事業者 1/2 

（上限100千円） 
 

4,456 

生物多様性推進

事業 

・とっとり生物多様性推進センターの運営 

生物多様性の保全・利活用を推進するため自然保護団体の研修会の実施及びドロー

ン等を活用した生息地の監視に向けた検討を行う。 

5,938 

・生物多様性交流会の開催 

 自然保護団体の活動事例発表や有識者による基調講演等を行い、県内の自然保護団

体等が互いに連携し情報交換や仲間づくりができる交流会を開催する。 

・「レッドデータブックとっとり」の改定 

外来生物防除 

事業 

・外来生物捕獲技術講習会の開催 70 

自然環境保全地

域管理事業 

・自然環境保全地域（15地域）における制札板の適正な維持管理や自然保護監視員に

よる巡視等を行う。 

300 

合 計 10,764 

※生物多様性ＧＩＳ：希少野生動植物の生息情報を電子地図上で可視化する地理情報システム。 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 
  自然保護団体の活動を活性化し、県民参加による生物多様性の保全を推進するとともに、希少種に係る情

報収集を進め、令和３年度中のレッドデータブック改定を行う。 

【取組状況・改善点】 
・平成 27 年度から「鳥取県の絶滅のおそれのある野生動物種のリスト」掲載種の保全活動、特定外来生物

の防除活動などへの支援等を行ってきた。また、令和２年度には、「とっとり生物多様性推進センター」

を設立し県内の自然保護団体等の支援体制を整えた。 

・引き続き、有識者や関係団体とより緊密な連携を取り、生物多様性の保全活動等を進めていく。 
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                      緑豊かな自然課（内線：７２００） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

国立公園満喫プロジ

ェクト等推進事業 296,722 684,706 △387,984 143,050 
<91,000> 

117,000 
 

 36,672 
県負担額 

127,672 

 
トータルコスト 351,377 千円（前年度 739,009 千円）［正職員：6.9 人］ 

主な業務内容 委託、工事発注及び補助金交付事務等 

工程表の政策目標
(指標) 

自然公園の適正な管理、環境整備と適切な利用促進、効果的な情報発信 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

国立公園を世界基準である「ナショナルパーク」としてブランド化を図る「国立公園満喫プロジェク
ト」の一環として、大山隠岐国立公園内施設を国内外の誘客につながる魅力あるものとするため、整備
を行う。 

 

２ 主な事業内容 

                                     （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

国立公園満喫プロジ
ェクト等推進事業 

・国立公園満喫プロジェクト等推進事業費［国庫 1/2］ 
 

 区 分 箇 所 名 

自然歩道改修 ・一向平～大山滝（28,000） 

・大山滝吊り橋（73,000） 

登山道改修 ・夏山登山道（160,000） 

295,067 

・自然環境整備交付金［国庫 45/100］ 
三徳山展望休憩所新設整備（27,890） 

鳥取県立自然公園施
設整備事業補助金
（単県） 

・馬ノ山入口公園整備（2,970）［実施主体］湯梨浜町 
・小鹿渓探勝歩道整備（3,207）［実施主体］三朝町 
［補助率］1/2  

美しい大山登山道管
理事業 

大山登山道の美化向上を目的に平成 30年度に実証実験的に導

入した大山山頂及び六合目の仮設携帯トイレブースに係る管理

及び普及啓発を行う。 

155 

日本山岳ガイド協会
公認ガイド養成事業
補助金 

登山者が県内の山に楽しく安全に登れるよう、国内唯一の登

山資格である公認ガイド資格（公益社団法人日本山岳ガイド協

会実施）の取得者に対し、資格取得に要した経費の一部を定額

補助する。［補助限度額］100千円 

1,500 

合 計 296,722 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 
  次期ステップアッププログラムに基づき、大山登山道や中国自然歩道を整備し、国内外の誘客中
心地域としての受入環境整備を進める。 

【取組状況・改善点】 
・平成 28 年７月に、同公園が同プロジェクトのモデル地区に選定されて以降、同年 12 月に大山隠

岐国立公園満喫プロジェクト地域協議会が策定したステップアッププログラムに基づき、外国人
観光客の誘客促進に向け、大山地域全体を活かす総合的な整備を進めてきた。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大により減少した観光客の回復を図るため、引き続き利用しやす
い環境整備に努める。 

（注）起債欄の< >書きは交付税措置額を除いた額である。 

備考欄の県費負担額は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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６款 農林水産業費 

４項 林業費                        緑豊かな自然課（内線：７９７８） 

９目 狩猟費                                （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

特定鳥獣保護管理事業 92,490 99,220 △6,730 38,111   54,379 
 

 

トータルコスト 136,631 千円（前年度 142,999 千円）［正職員：4.5 人、会計年度任用職員：3人］ 

主な業務内容 調査業務委託、各種情報収集・整理、計画推進体制整備、関係機関との調整 

工程表の政策目標(指標) ― 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

 ツキノワグマ・ニホンジカ・イノシシについて、人身被害や農林業被害の発生等が問題となっているこ

とから、「第一種特定鳥獣（ツキノワグマ）保護計画・第二種特定鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）管理計

画」に基づき、科学的データを踏まえた適正な個体数管理及び被害防止対策を実施する。 

２ 主な事業内容                                  （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

生息状況調査 
及び対策検討 

・【拡充】特定鳥獣生息状況調査（10,301） 
ツキノワグマ・ニホンジカ・イノシシの生息状況等の調査を継続して行うと

ともに、新たにイノシシの個体数推定を行う。（専門機関への委託） 

10,929 

・特定鳥獣保護管理検討会（628） 
保護管理検討会を開催し、生息状況調査の結果を踏まえて保護管理計画の達

成状況や対策等について検討する。 

ツキノワグマ 
対策の推進 

・ツキノワグマ遭遇回避対策費（984） 
出没時の追い払い、注意喚起看板の作成、学習会の開催等、住民の安全・安

心を確保するための活動を支援する。 
［事業主体］市町村、地元自治会［補助率］1/2（間接補助の場合 1/3） 

9,968 

・堅果類豊凶調査（500） 
秋の人里へのクマ出没動向を予測し、対策の参考とするため、ブナ科堅果類

（ドングリ）の豊凶を調査する。（鳥取大学への委託） 

・放獣と追跡調査（7,984） 
人里離れた場所で錯誤捕獲されたクマの放獣作業を行うとともに、電波発信

器を装着し行動を把握することで人里への接近による事故を未然に防止する。 

・近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会負担金（500） 
クマの広域的な保護管理・被害対策のため、京都・兵庫・岡山・鳥取の４府

県で、地域個体群の個体数推定に必要なデータ収集システムを運用する。 

ニホンジカの 
捕獲強化 

・指定管理鳥獣捕獲等事業（調査業務）（5,990） 
事業の実施計画策定に必要な調査、個体数推定、事業の効果検証等を行う。

（専門機関への委託） 

71,593 

・指定管理鳥獣捕獲等事業（捕獲業務）（65,233） 
実施計画に基づき、シカを捕獲する。（認定鳥獣捕獲等事業者への委託） 
［対象地域］県全域の奥山［捕獲目標］約 2,300 頭 

・３県広域連携捕獲実践会議（370） 
兵庫県・岡山県と連携した奥山・県境域でのシカ捕獲体制を整備する。 
（10月の捕獲強化月間の実施、合同研修会の開催等） 

合 計 92,490 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】科学的データを踏まえた適正な個体数管理及び被害防止対策を実施する。 

管理計画における捕獲目標 シカ 9,000 頭以上、イノシシ 6,000 頭以上 

【取組状況・改善点】 

・クマのゾーニング(棲み分け)管理の適正な運用によって、人里では被害防止のため有害個体の駆除を

行うとともに、山地では錯誤捕獲個体の放獣を行い個体群の安定存続を図っている。 

・シカ・イノシシの捕獲強化により、令和元年度の捕獲数は過去最多となった。今後も捕獲強化を継続

するとともに、適正な個体数管理のため新たにイノシシの個体数推定を行う。 

 ＜令和元年度の捕獲実績＞   シカ 9,086 頭、イノシシ 12,985 頭 

※「ジビエ利用拡大のための狩猟捕獲支援事業」は、捕獲増加の効果が小さかったため廃止する。 
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８款 土木費 
６項 住宅費                      住まいまちづくり課（内線：７３９８） 
２目 住宅建設費                               （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり健康省エネ住宅

普及促進事業 
37,769 3,776 33,993 1,683   36,086 

 

 

トータルコスト 42,522 千円（前年度 7,711 千円）［正職員：0.6 人］ 

主な業務内容 技術研修資料作成、研修開催、広報物作成、補助金交付事務 等 

工程表の政策目標(指標) とっとり健康省エネ住宅性能基準を満たす住宅を普及し、健康で快適、かつ環境にやさしい

住まいづくりを推進し、良質な住宅ストックの形成を図る。 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 
  国の省エネ基準を上回る県独自の健康省エネ住宅性能基準により建設される高性能省エネ住宅（と
っとり健康省エネ住宅）の普及を図り、県民の健康の維持・増進、住宅の省エネ化及びＣＯ２排出量
の削減を目指す。 

 
２ 主な事業内容 

とっとり健康省エネ住宅の普及を図るため、基準に適合する新築住宅の認定及び助成、消費者向け
の広報・普及啓発及び技術者の養成を行うほか、国のグリーン住宅ポイントの対象となる住宅に対し
助成を行う。また、既存住宅の改修及び賃貸借住宅の断熱化モデルを検討し、普及啓発を図る。     

       （単位：千円） 
区分 内容 予算額 

【新規】 
とっとり 
グリーン住宅
応援キャンペ
ーン事業 

○国のグリーン住宅ポイントを活用して省エネ住宅を新築する施主に対し、県独
自に上乗せ助成を行うことで、健康省エネ住宅の普及を行うとともに、本県へ
の移住等の促進を図る。 

 ・県内工務店が県産材を活用して新築する木造戸建て住宅（令和3年10月末まで
に契約した住宅が対象）に対し、県産材10m3以上使用する場合は20万円/戸、
さらに健康省エネ住宅とする場合は20万円/戸、最大40万円/戸を助成する。 

 ・施主には補助金に加え、グリーン住宅ポイントが最大100万Pt付与される。 

34,000

【新規】既存
住宅の断熱改
修の普及 

〇家庭部門のCO2排出量を減らすため既存住宅の断熱改修の普及啓発を行う。 

・既存住宅の断熱改修パターンごとに工事費、冷暖房費の削減効果を試算し、
健康への効果や国等の支援制度と合わせてパンフレット等を作成する。 

1,072

【新規】賃貸
住宅における
断熱化の推進 

〇高断熱化の事業モデルを示すことにより賃貸住宅の省エネ化を推進する。 

・新築における賃貸住宅の断熱工事費と家賃・光熱費を試算し、高断熱賃貸住
宅の事業モデルを作成した上で、不動産事業者等に健康への効果や国等の支
援制度と合わせて広くホームページ等で示す。 

・不動産事業者向けの説明会等を開催し事業化を啓発する。 

586

設計事務所・
工務店の研修
等 

〇健康省エネ住宅の設計、施工ができる技術者の養成等を行う。 

 ・技術研修（集会形式とｅラーニング形式（録画を配信））を開催する。 
 ・技術研修を修了し、考査に合格した者を技術者として登録する。 

1,189

普及・情報 
発信等 

〇健康省エネ住宅居住者にモニターアンケートを実施、効果を検証し、その結果
をもとに消費者向けの広報・啓発を行う。 

895

認定住宅への
助成事業 
（再掲） 

〇とっとり健康省エネ住宅の認定を受けた住宅に対し、適合する基準に応じて最
大50万円を「とっとり住まいる支援事業」の助成金に上乗せして交付する。 

(16,693)

標準事務費  基準に適合する住宅の認証に係る事務費 27

合計 37,769

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
【事業目標】 

新築木造戸建て住宅に対する健康省エネ住宅の割合：30％（2025 年）、50％（2030 年） 
【取組状況、改善点】 
・令和２年７月からとっとり健康省エネ住宅の認定及び助成を開始し、令和２年 12月末時点での認
定申請件数は 52 件となっている。 [申請内訳]東部 20件、中部 13 件、西部 19件 合計 52 件 

・とっとり住まいる支援事業の申請件数のうち、14%が健康省エネ住宅の助成を活用している。 
・令和３年度から住宅の省エネ計算（建築物のエネルギー性能を表す計算）の経験がない工務店等
を県がサポートし、住宅の省エネ化を推進していく。 
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８款 土木費 

６項 住宅費                      住まいまちづくり課（内線：７４０８） 

２目 住宅建設費                               （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり住まいる

支援事業 
361,000 375,047 △14,047 44,362   316,638 

 

 

トータルコスト 372,882 千円（前年度 386,852 千円）［正職員：1.5 人］ 

主な業務内容 補助金事務、相談対応等、関係機関との連絡調整及び制度広報等、事業実施状況分析

及び成果検証 

工程表の政策目標
(指標) 

在来軸組工法による木造住宅着工割合 73％ 
県内建設業者の施工による木造住宅建設を推進することにより、県産材の活用や伝統技
術を普及していくとともに、木造住宅の品質や技術力の向上、大工等の技術後継者育成
を図る。 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  県産材の需要拡大及び地場産業の振興に資する木造住宅の建設を促進するため、県内事業者を活用
した県民の住まいづくりを幅広く支援する。 

 
２ 主な事業内容 

（１）住宅の新築に対する支援（336,740千円、最大100万円/戸（とっとり健康省エネ住宅を除く）） 
・県内事業者の施工により、県産材を活用した木造一戸建住宅を新築する場合に支援する。 
・木造住宅の品質の向上を図るため、より質の高い県産材への支援、県産内装材への支援を行う。 
・とっとり健康省エネ住宅の認証を受けた住宅への支援に、最大 50万円/戸を上乗せして助成する。 
 

（単位：千円） 

区分 支援内容 交付決定見込額 

県産材活用 
（基本助成） 

県産材10m3以上使用する場合、定額15万円の支援を行う。 105,000

 上記の支援に加え、以下の要件を満たせば上乗せ支援を行う。 

 県産規格材 
活用 
 
 

構造材、下地材の県産規格材使用量１m3につき１万円の支援を行う。 
ただし、使用量に応じた上限額は次のとおりとする。 

使用量 １～14m3 15～19m3 20～24m3 25m3～ 

上限額 10万円 15万円 20万円 25万円 
 

71,400

県産機械等級 
区分構造材 

県産規格材かつ機械等級区分による構造材を使用する場合、１m3につき
２万円の支援を行う。ただし、20万円を上限とする。 

52,150

県産内装材等 県産CLT材を１m3以上使用する場合、定額５万円／戸、県産材を内外装
仕上げ材、木塀に使用する場合１m2につき２千円の支援を行う。ただし、
15万円を上限とする。 

5,070

伝統技能活用 活用する伝統技術が４ポイント以上の場合に20万円の支援を行う。 
 ４ポイント  ：木材手刻み加工 
 ２ポイント  ：下見板張り、瓦葺き（平板瓦を含む。） 
 １～２ポイント：左官仕上げ、木製建具、構造材現し 
 １ポイント  ：畳 

22,400

子育て世帯等 子育て世帯等に該当する場合、定額10万円/戸の支援を行う。 60,200

三世代同居等 
世帯 

子育て世帯等かつ新たに三世代同居等を行う世帯に該当する場合、定額
10万円/戸の支援を行う。 

8,400

とっとり健康 
省エネ住宅 

とっとり健康省エネ住宅の認証を受けた住宅に支援を行う。 

基準 T-G1 
CO2 30%削減 

T-G2 
CO2 50%削減 

T-G3 
CO2 70%削減 

定額 10万円 30万円 50万円 

※国の省エネ基準による住宅に比較して削減可能なCO2の目安  

17,220

〇令和３年度交付決定見込額：341,840 千円、うち令和３年度中完成分 215,400 千円 
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（２）住宅の改修等に対する支援（20,260 千円） 

県内事業者の施工により、県産材を活用して住宅の改修等を行う場合に支援する。 
（単位：千円） 

区分 支援内容 交付決定見込額 

県産材活用 
（基本助成） 
 

県産構造材、下地材で0.3m3以上使用する場合、１m3につき２万円、県
産材を内外装仕上げ材、木塀に使用する場合、１m2につき２千円の支
援を行う。ただし、25万円を上限とする。 

9,310 
 
 

 上記の支援に加え、以下の要件を満たせば上乗せ支援を行う。 

 伝統技能活用 次のうち２種以上の伝統技術を活用する場合、施工面積に応じて最大
15万円/戸（大工技能／左官技能／建具技能）の支援を行う。 

5,850 

子育て世帯等 子育て世帯等に該当する場合、定額10万円/戸の支援を行う。 3,900 

三世代同居等 
世帯 

新たに三世代同居等を行う子育て世帯等又は新たに子・孫世帯と同居
する世帯に該当する場合、定額10万円/戸の支援を行う。 

1,200 

〇令和３年度交付決定見込額：20,260 千円、うち令和３年度中完成分 15,600 千円 
 
（３）令和２年度に交付決定済で令和３年度に支払を行うもの（126,000 千円） 
 
（４）工務店等に対する支援（4,000 千円［補助率］1/2（上限 20 万円）） 

建設、設計、木材供給事業者等が２社以上連携し、住宅見学会（リモート見学会含む。）等におい
て県産材を活用した住宅の良さ等の普及など県の施策等の広報を行う場合に、広報内容に応じて経費
の一部を支援する。 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 
・県産材の利用拡大を図るため、県内の木造住宅着工戸数に対する県産材を活用した木造住宅の割 
合を 50%まで引上げる。 

・県内木造住宅の品質向上を図る。 
【取組状況、改善点】 
・工務店等への周知、新聞等各種媒体への掲載、住宅見学会等での情報提供により本制度の周知が
進んだことや使いやすい制度に見直した結果、県内新築木造戸建住宅の約半分で活用され、県産
材の需要拡大につながっている。 

     〈新築交付決定数（H27～H29 は県産材 10m3 以上利用する件数）〉 
      H27：624 件、H28：738 件、H29：733 件、H30：850 件、R１：719 件、R２:700 件（※） 
      ※R２は見込み数値、工程表目標数値は 600 件 

・木造住宅の品質向上を図るため、令和２年度に強度性能、乾燥が担保された県産機械等級区分構
造材への助成を新設した結果、新築申請の約半分で活用され、県産材及び木造住宅の品質向上に
寄与した。また、新たに２社が県産機械等級区分構造材の生産体制の強化につながった。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                        水環境保全課（内線：７８７０） 

４目 環境保全費                               （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

”ラムサール条約登

録湿地”中海の水質

浄化対策とワイズ

ユース推進事業 

 

債務負担行為

1,300 
8,743 

 
 
 

13,250 

 

債務負担行為

1,300 
△4,507 

  
 

（基金繰入金）

1,250 

 

債務負担行為

1,300 
7,493 

 
 

トータルコスト 24,585 千円（前年度 28,990 千円）［正職員：2人］ 

主な業務内容 環境調査、実証試験、普及啓発（イベント開催）等 

工程表の政策目標
(指標) 三大湖沼の浄化と利活用の推進 

事業内容の説明                     【「鳥取県地域環境保全基金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  県民の貴重な資源である中海の豊かな自然環境を次世代へ引き継ぐため、「調査研究」「保全再生」「交
流学習」及び「ワイズユース（賢明な利用）」の各種施策を実施する。 

２ 主な事業内容                                 （単位：千円） 

区分 細事業 内 容 予算額 

調
査
研
究 

各種調査・研究 

（島根県との連携事業） 

中海の水質分析や評価、モニタリングの手法の検討、

水質改善に繋がる底質・窪地対策の調査・研究を行う。 
1,800 

加茂川水質調査 
中海に流入する河川（加茂川等）の流入負荷等を把握

するため、水質調査を実施する。 
1,423 

ファインバブルを活用した水

質浄化技術研究 

米子高専との共同研究により、ファインバブル技術を

活用した中海の水質浄化実証試験を実施する。 
2,000 

中海の藻場生物調査 
海藻の採取地点や付着生物の調査により、各地点の適

正な採取量や付着生物の長期的変化を調査する。 
500 

保
全
再
生 

中海水質汚濁防止対策協議会 
鳥取・島根両県の県議会議員及び関係自治体等で構成

する協議会を開催し、国へ要望活動を行う。 
170 

中海湖沼環境モニター等 
県民モニターが五感（見る・聞く・触れる・臭う・味わ

う）により、湖沼環境を評価する。 
200 

交
流
学
習 

こどもラムサール交流 

（島根県との連携事業） 

中海や宍道湖で活動するこども達と他のラムサール条

約登録湿地で活動するこども達との交流を通じ、次世代

の人材育成や人的ネットワークの構築を図る。 

400 

美しく豊かな水環境を次世代

につなぐ環境教育推進事業補

助金（米子市との連携事業） 

（公財）中海水鳥国際交流基金財団が行う環境教育に係

る観察会や出張講座等に要する経費の一部を支援する。 

［補助率］県 1/2、米子市 1/2 

1,250 

賢
明
な
利
用 

中海利活用イベント 

（島根県との連携事業） 

ワイズユースに着目した体験型の利活用イベントを開

催する。 
600 

中海・宍道湖一斉清掃の開始式

運営（島根県との連携事業） 

中海・宍道湖一斉清掃の開始式を米子市で開催する。

（令和３年度は本県が実施） 
400 

合 計 8,743 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
 【事業目標】 

水質目標 化学的酸素要求量(ＣＯＤ)：4.4 等（令和５年度に達成） 
 【取組状況・改善点】 
  ・平成元年度から水質保全計画を策定し、国、島根県及び沿岸市等と連携して水質浄化に係る各種施策

を実施しており、水質は長期的に改善傾向にある。引き続き各種モニタリングを継続しつつ、効果的
な対策を講じていく。 

・平成 17年 11 月に中海がラムサール条約湿地に登録されて以降、島根県と連携して交流学習やワイズ
ユースなどの取組を進めており、継続することにより次世代の人材育成等を進める。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  商工政策課 （ 内線 ： ７２１２ ）
　　２目　商業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 （新）ＥＳＧ
経営による企
業価値向上推
進事業　

8,017 0 8,017  1,508 5,000 1,509

 トータルコスト 10,393千円（前年度　0千円）［正職員：0.3人］
 主な業務内容 補助金事務、関係機関との調整、イベント運営実施等
 工程表の政策目標
（指標） －

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　金融市場における投資判断のほか、国内外企業における事業活動の価値判断の一つとして、「環境（Environme
nt）」、「社会（Social）」、「企業統治（Governance）」（３分野を総称して「ESG」という）への関心が高ま
る中、ESG経営への意識転換や事業参入を支援し、投資家や大手企業、労働者、社会から選ばれる企業となるべ
く、県内企業の価値向上を図る。
（※）｢ESG経営｣：企業が長期的な成長を遂げるために必要な３つの要素｢ESG｣を重視する考え方を実践する経営

 ２　主な事業内容

（１）クラウドファンディング型ESG企業支援事業（6,581千円）
　　県内企業によるESG経営につながる取り組み（環境分野における新たな商品・サービス開発等のビジネス展
　　開、社会貢献活動等）を支援するため、クラウドファンディング型ふるさと納税を活用した資金調達支援を
行
　　う。
　　(※)｢クラウドファンディング｣：インターネットを通じた不特定多数の者からの資金調達

　①ESGプロジェクト支援補助金（5,500千円）
　　・審査会により選抜されたプロジェクトの資金調達支援等のため、補助金を交付する
　（資金調達支援）

支援内容 選抜プロジェクト実施にかかる必要経費支援
補助率 10／10
補助上限 クラウドファンディングによる資金調達額（目標金額：1,000千円／件）
支援件数 ５件

　（プロモーション支援）
支援内容 選抜プロジェクトの社会的認知度を高めるためのプロモーション経費支援
補助率 １／２
補助上限 100千円
支援件数 ５件

　②クラウドファンディング事業者への委託、審査会経費（1,081千円）

（２）ESG経営サポート事業（1,230千円）
　　・ESG経営に取り組もうとする県内中小企業を対象としたセミナー開催
　　・プロジェクト実施企業への専門家支援（プロジェクト企画の練り上げ、プロジェクト実施前後の事業展開
　　　アドバイス等）

（３）新たな企業認証制度構築に向けた調査研究（206千円）
　　・国において検討が進められている「SDGｓ認証」について、先駆的に県版認証制度を創設するため、金融機
　　　関や民間有識者を交えた検討会を開催する。
　　　※｢ESG｣は｢SDGs(持続可能な開発目標)｣の達成に向けた手段ともされており、今後、金融機関による投融資
　　　　をはじめとした企業支援の際に、｢SDGｓ認証｣が判断材料の一つとなることも期待される。

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞
　　・ESG経営への意識転換や事業参入などを支援し、新たな投資・取引を呼び込むなど県内企業の価値向上を図る。
　 ＜取組状況・改善点＞
　　・環境債をはじめとしたESG債の発行市場の規模拡大など(2020年の世界市場規模は56兆円と前年比2.1倍)、ESG経
　　　営に対する投資需要は大きく拡がりつつある。また、米欧企業を中心として、ESG経営を行っていることが、サ
　　　プライチェーン企業に参画する要件とされるケースも増大している。　
　　・県内においても、プラスチック代替素材の製品開発や再生可能エネルギーによる発電事業の推進、廃棄物再製
　　　品化など、ESGに関連した活動を活発化する企業も増加傾向にある。
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
６款 農林水産業費 
 ４項 林 業 費                                                
  ２目 林業振興費                                             森林づくり推進課（内線：7335） 
  ５目 造 林 費                                                             （単位：千円） 

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり環境の森づ
くり事業 

152,087 172,257 △20,170   
(基 金 繰 入 金 ) 
152,087 

  

ト ー タ ル コ ス ト 169,513 千円（前年度 189,571 千円）〔正職員：2.2 人〕 

主 な 業 務 内 容 事業周知、間伐等発注・監督、補助金交付事務、事業評価委員会開催事務等 

工程表の政策目標（指標） 県による植樹祭、フォーラムの開催や、森林環境保全税を活用した森林体験企画、
「とっとり共生の森」活動支援等により森林を県民自ら守り育てる意識の醸成と
普及推進 
造林事業等の適正な執行管理による間伐実施面積の確保等による森林整備の推進
（間伐面積：4,200ha/年) 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  すべての県民が享受している森林の公益的機能等の恩恵を持続的かつ高度に発揮させるため、森林

環境保全税を活用し、森林環境の保全・整備と森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図る。 

 

２ 主な事業内容                                （単位：千円） 
 区  分 事 業 内 容 実 施 主 体 補助率 予算額 
 とっとり環境の森

緊急整備事業 
針広混交林化による森林の機能回復 

県 － 2,016 

 とっとり県民参加
の森づくり推進事
業 

森林体験の企画・実施、森林整備活動
を支援（森林教室、源流探訪、間伐等
の作業体験等） 

ボラン
ティア
団体等 

10/10 9,000 

 
森林環境保全税関
連事業評価委員会 

県民に税の使いみちを明らかにし、透
明性を図るため、事業の調査、審査、
検証等を実施 

県 － 1,112 

 

森林の
保全・
整備 

普通林の
間伐 

普通林の間伐を支援 
※上乗せ補助率７％（造林事業を活用） 

森林所
有者等 

7.5/10 
うち造林事業 
6.8/10 

61,389 保安林の
間伐 

保安林の間伐を支援 
※上乗せ補助率12％（造林事業を活用） 

 
8/10 

うち造林事業 
6.8/10 

 

保安林内
作業道の
整備 

保安林内の作業道整備を支援 
※上乗せ補助率12％（造林事等を活用）  
※上乗せ補助率 30%（森づくり作業道
整備事業を活用） 

8/10 
うち 森づ くり 
作 業 道 事 業 

5/10 

6,821 

 森林景観対策事業 景観向上のための枯損木伐採等を支援 市町村 3/4 4,500 

 
竹林整備事業 

放置竹林の抜き伐り等、管理道及びア
クセス道開設を支援 

森林所
有者等 

8/10 61,922 

 
制度の普及啓発 

税の仕組、使途事業などの県民周知（各
種広報） 

県 － 5,327 

 合   計   152,087 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
（１）事業目標 

○森林環境の保全・整備を図るとともに、森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図る。 
 
（２）取組状況・改善点 
  ○森林ボランティア団体等が実施する森林体験等の支援による森林を守り育てる意識の醸成や、既

存事業への補助率の上乗せにより、間伐の推進、荒廃竹林の拡大防止等を図っていく。  
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 ６款 農林水産業費 
  ４項 林 業 費                      県産材・林産振興課（内線：7307） 
   ２目 林業振興費                                                            （単位：千円） 

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

非住宅木材活用推進
事業 

債務負担行為 
10,376 

 
21,863 

債務負担行為 
10,500 

 
10,699 

債務負担行為 
△124 

 
11,164 1,807 

 

債務負担行為 
9,043 

（基金繰入金）
17,643 

債務負担行為 
1,333 

 
2,413 

 

ト ー タ ル コ ス ト 28,200 千円（前年度 16,995 千円）〔正職員：0.8 人〕 
主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、プロジェクトチーム運営 
工程表の政策目標（指標） 県産材利用促進に向けた非住宅建築モデルの推進 

事業内容の説明                       【「地方創生推進交付金」充当事業】 
１ 事業の目的・概要 
  県産材の利用拡大を推進するため、県産材の特性を生かした非住宅を設計建築できる技術者を養成

するとともに、県産材を使った非住宅の木造化等の取組みを支援する。併せて、県産材利用による二
酸化炭素固定認証制度を創設し、木材利用が地球温暖化防止に資することについて普及・啓発を図る。 

 
２ 主な事業内容 
（１）木造建築推進対策事業                          （単位：千円） 

区分 事 業 内 容 等 予算額 

非住宅木材活用プロジ
ェクトチームの運営 

非住宅木造の技術普及等の課題について、産官学で構成す
るプロジェクトチームを設置し検討する。 

587 

非住宅の木造設計に係
る人材育成 

木造耐火等の専門家による公開セミナーの開催や実務者を
対象とした技術研修等を通じて、県産材を活用したデザイン
性の高い非住宅を設計建築できる建築士等の養成を図る。 

1,000 

非住宅木造の施工事例
を活用した現地研修等 

施主等を対象に施工事例見学等を行い、非住宅の木造化へ
の意識醸成を図る。 

700 

合  計 2,287 

（２）非住宅木造建築拡大推進事業                       （単位：千円） 

区分 補助対象経費 実施主体 補助率等 予算額 

木造化 
非住宅における県産材（製材
品、ＣＬＴ等）を利用した木
造化に係る経費 建築士、工

務店等 

県産材利用量 m3 当たり 4.5 万円 
（県産材 10m3/件以上使用、上限
補助数量 30m3/件） 

8,100 

内装木
質化 

非住宅における県産材（製材
品、ＣＬＴ等）を利用した内
装木質化に係る経費 

県産材を利用した内装木質工事、
什器製作等の経費の 1/3 
（上限事業費 200 万円） 

1,333 

補助金
運営費 

補助金交付事務に係る経費 
木材関係団
体 

補助金交付事務、事業ＰＲ等の経
費 

943 

合  計 10,376 

 ※ＣＬＴ（直交集成板）とは、ひき板を繊維方向が直交するように積層接着した木製パネル 

（３）とっとりカーボンストレージ認証制度の創設                （単位：千円） 

区分 事 業 内 容 等 予算額 

とっとりカーボンストレ
ージ認証制度 

県産材を利用した非住宅建築物等の CO2 固定量を認証し、

木材利用による地球温暖化防止について普及・啓発を図る。 
600 

（４）令和２年度債務負担行為分                        （単位：千円） 

区分 事 業 内 容 等 予算額 

県産材利用促進に向けた非住
宅建築モデル推進事業 

令和２年度に交付決定した補助事業（非住宅木造化１件、

内装木質化２件、見学会等の実施）にかかる経費 
8,600 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
（１）事業目標 

○県産材の需要拡大 
（２）取組状況・改善点 

○平成 30 年度から令和２年度にかけて、店舗等の非住宅建築で県産材を効果的に利用した内装木質
化や木造化に係る経費とその普及活動に対し支援している。（内装木質化４件、木造化１件） 

○令和３年度では、県産材の非住宅建築を推進するため、木造化等の支援を拡大するとともに技術
者の養成等に取り組む。 

 
４ 債務負担行為限度額 
  非住宅木造建築拡大推進事業補助 10,376 千円（令和４年度） 
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令和３年度 一般会計当初予算説明資料 
８款 土木費 
 ３項 河川海岸費                           河川課（内線７３７９） 
  ４目 海岸保全費                                     （単位：千円） 

事 業 名
 

本年度
 

前年度
 

比較 

財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 
その

他 
一般財源 

（新）気候変動に適応す
る砂浜保全対策事業 

20,000 0 20,000    20,000  

トータルコスト  27,129千円（前年度 0千円） [正職員：0.9人] 

主な業務内容  将来予測（シミュレーション）、対策検討 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

本県では、美しい砂浜を守るため「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン（平成１７年策
定）」に基づき、サンドリサイクルなどによる砂浜海岸の保全及び総合的な土砂管理の推進に取り
組んでいる。一方、ＳＲＯＣＣによれば、今後の気候変動（温暖化）により、２１００年までの
平均海面水位の上昇範囲は、ＲＣＰ２．６（２℃上昇に相当）で０．３ｍ～０．６ｍ、砂浜の６
～８割が消失すると予想されている。 
※ＳＲＯＣＣ（Ｒ１．９海洋・雪氷圏に関する特別報告書－気候変動に関する政府間パネル（IPCC）） 

そのため、本県砂浜海岸における将来的な平均海面水位をシミュレーションし、その適応策や、
ガイドラインに基づいた対策強化等について検討する。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言【概要】（令和２年７月）  

 
２ 主な事業内容 
  ①将来的な海面上昇を踏まえた本県砂浜海岸の将来予測（シミュレーション） 

②シミュレーションをふまえた対策検討 
R3事業費：２０，０００千円（シミュレーション等委託経費） 

 
３ 事業目標、取組状況、改善点 

・海岸毎に、海面水位上昇により砂浜がどう変化するのかを把握し適応策を講じることと、気
候変動(温暖化)を踏まえた砂浜保全に関する県民の意識醸成を図ることを目標とする。 

・当県では「鳥取沿岸の総合的な土砂管理ガイドライン」に基づき、モニタリング(深浅測量等
)やサンドリサイクルなど様々な砂浜保全対策を実践している。 
【ガイドラインの基本目標】 
・流砂系(山地～河川～海岸)において、土砂の連続性を確保する。 

    ◎具体例 
・山地からの土砂供給が砂防堰堤やダムにより遮断されないようにする。 
・河道浚渫した土砂は河川及び海岸に戻す。 
・港湾の浚渫土は沖には捨てず海岸線付近に戻す。 

・構造物(コンクリート護岸、突堤等)の設置を要しない対応策を基本とする。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
３款 民生費 

 １項 社会福祉費                      障がい福祉課（内線：７６７８） 

  12 目 障がい者自立支援事業費                             （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県障がい者アート
推進事業 

 
99,370 

 
101,678 

 
△2,308 

 
11,500 

 
 

  
87,870 

 

ト ー タ ル コ ス ト  123,133 千円（前年度 125,288 千円）［正職員：3.0 人］ 
主 な 業 務 内 容  委託契約業務、補助金交付業務、関係団体との連絡調整業務 
工程表の政策目標（指標） 障がい者の芸術・文化活動の振興 
事業内容の説明                      
 
１ 事業の目的・概要 

平成 26 年度に開催した「第 14 回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」の成果を未来に引き継ぐ
とともに、平成 30 年 10 月に策定した「鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計画」に基づき、障がい
者の芸術・文化活動の更なる推進を図るとともに、平成 28 年３月に設立した「2020 年東京オリンピック
・パラリンピックに向けた障がい者の芸術文化活動推進知事連盟」（以下「知事連盟」という。）に加盟
する都道府県と連携し、障がい者の芸術文化振興を図るとともに、全国に誇ることができる鳥取県の障が
い者の舞台芸術を全国に発信する。 

 
２ 主な事業内容 
                                         （単位：千円） 

区分 事業内容 予算額 

「あいサポート・アートセン
ター」の運営 

障がい者アートの普及啓発や相談支援、人材育成などを
行うとともに、県内外の障がい者の優れた作品を常設展
示する障がい者文化芸術活動拠点「あいサポート・アー
トセンター」を運営する。 
委託先：NPO 法人アートピアとっとり（倉吉市） 

31,373 

「鳥取県障がい者芸術・文化
活動推進委員会」の開催 

関係団体や市町村等と連携して障がい者の芸術・文化活
動の振興方策等について検討する。 

872 

障がい者アート活動支援事業
補助金 

障がい者や障がい者が所属する団体等が行う舞台発表、
展示会等の芸術・文化活動に対して支援を行う。 
（補助率 10/10） 

17,000 

「あいサポート・アートとっ
とり祭」の開催 

障がい者が取り組む舞台芸術活動（音楽、演劇、ダンス

等）の発表と鑑賞の機会として開催する。 

17,000 

「あいサポート・アートとっ
とり展」の開催 

障がい者が制作した芸術・文化作品（美術・文芸・マン
ガ）の発表と鑑賞の機会として開催する。 

13,775 

障がい者と健常者が共につく
る芸術 

全国大会を契機に発足した障がい者と健常者が共につく
る劇団「じゆう劇場」の活動を支援する。 
事業実施主体：鳥の劇場運営委員会（鳥取市鹿野町） 

19,000 

知事連盟に係る連絡調整費 知事連盟加盟都道府県との連絡調整を行う。 350 

合計 99,370 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

・鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計画に定める目標 

アート活動取組団体数…令和５年度目標 55団体（令和元年度達成状況 45団体） 

あいサポート・アートとっとり祭り来場者数…令和５年度目標 5,000人 

（令和元年度達成状況 4,580人） 

あいサポート・アートとっとり展来場者数…令和５年度目標 4,000人 

（令和元年度達成状況 3,368人） 

・目標の達成に向けて、今後も取組を継続するとともに、「鳥取県はーとふるアートギャラリー」の認定
促進など、県民が障がい者の芸術・文化作品を気軽に楽しむ環境を整備することで、障がい者の芸術・
文化活動の理解を深め、更なる推進を図る。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
３款 民生費 
２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７１５０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 
（新）保育の未来人
財を呼び込む魅力発
信事業 

3,536 0 3,536 1,718 
 

(寄附金) 

100 
 

1,718 
 

トータルコス ト 5,120千円（前年度0千円）〔正職員：0.2人〕 

主 な 業 務 内 容  関係機関との連絡調整、委託契約事務等 
工程表の政策目標(指標)  子育て家庭に対する支援の充実 
事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 
  子ども・子育て支援新制度の展開に伴い、県内においても保育の受け皿拡大が急ピッチで進んだ一方で、
県内保育士の有効求人倍率は高止まりの傾向にある。 

  現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、感染が流行している都市部において、比較的感染が
少ない地方への人口移動が顕著となりつつあり、この傾向は今後も続くと考えられることから、産官学で連
携した切れ目のない取組を行い全国から優秀な保育人材でもある若者を呼び込む。 

  併せて、接しやすく、就職後の自身を容易に想像しやすい若手保育士を「お姉さん先生・お兄さん先生」
と位置づけ、県内高校生等に対し、積極的な魅力発信を行う。 

 
２ 主な事業内容 
（１）「鳥取県版 ようこそ先輩！」事業 449千円（国1/2） 

  若手保育士を「お姉さん先生・お兄さん先生」として、出身校（県外養成校（中国・関西圏域）、県内高
校）へ派遣し、ミニ説明会の形式（又は学内企業説明会等）で、鳥取の保育の状況や鳥取での就職・住み
やすさなどについて学生へＰＲする。 

 
（２）学生向けガイドブックの配布（標準事務費対応） 
  「とっとりで保育の仕事につくためのガイドブック」を増刷し、「鳥取県版 ようこそ先輩！」事業等にお 

いて配布を行う。 
 
（３）見て！聞いて！魅力ある私たちの職場 保育施設就職フェス 2,219千円（国1/2） 
   県内の魅力ある保育施設を運営する法人にブースを出展（若手保育士による施設紹介等）してもらい、

学生、潜在保育士等と楽しく交流をし、県内就職につなげる。 
  ※新型コロナウイルス感染症対策として、一般的な感染症予防対策を取った上で、①予めエントリーして

もらい、参加者を特定するほか、②圏域別（東中西部）で時間帯を分けるとともに、③１圏域あたりの
参加者の人数に上限を設定する。 

 
（４）保育のおしごと体験事業 868千円（寄附金、国1/2） 
   一般の方から経験者まで様々な者を対象とした保育施設での体験実習を実施する。 
 （ア）高校生・大学生（保育士養成施設以外）向け 

県内外の学生（高校生等）を対象に保育施設において体験実習を行うことで、保育の仕事に興味・理
解を持ってもらう。 

 （イ）県外保育士養成校在学生向け 
県内保育施設で体験実習又はボランティアをする県外保育士養成校在学生に対して、旅費を支援する。   

 （ウ）潜在保育士向け 
保育環境は年々変化しており、潜在保育士の中には復職に対し、「現在の保育環境でも対応して働け     
るか」という不安を抱いている者もいることから、潜在保育士も積極的に対象として復職に繋げる。 

 
【他事業との連携】 
（５）鳥取県未来人材育成奨学金支援事業（交流人口拡大本部ふるさと人口政策課事業） 
  県と産業界が協力して基金を設置し、県内に就職する大学生等の奨学金返還を助成する。 
（６）市町村の移住施策との連携（各市町村事業） 
  各市町村において実施している移住奨励金や家賃補助などの各種移住施策と連携を行う。 
 
３ 事業目標・取組状況、改善点 
  県内保育士の有効求人倍率の高止まりを解消する。 
  令和元年度における県内保育士有効求人倍率は、3.08～5.80と高い状況で推移していることから、保育士

の魅力や正しい情報を積極的に発信し、保育士確保を図る。 
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２款 総務費 

 １項 総務管理費                        子育て王国課（内線：７５７０） 

８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

私立幼稚園等運営費

補助金 

 

207,954 238,037 △30,083 54,809   153,145 

 

ト ー タ ル コ ス ト 211,915千円（前年度241,972千円）〔正職員：0.5人〕 

主 な 業 務 内 容 運営費補助金等の申請書の審査・交付決定・補助金の支払い 
工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  私立幼稚園等の教育内容の充実、保護者負担の軽減、学校経営の健全性を高めるため、私立幼稚園等の運

営費に対して助成を行う。 

 

２ 主な事業内容                                  （単位：千円） 

区 分 補助率 内   容 予算額 

私立幼稚園運営費補助金 137,411 

 一般分 定額（単価） 

（見直し※） 

私立幼稚園の運営に係る経費（人件費、教育管理費、

整備費） 

124,265 

処遇改善加算分 定額（単価） 

 

私立幼稚園の教員の処遇改善（＋５％）に要する経

費 

4,623 

人権教育推進事業費

補助金 

1/2 私立幼稚園で行われる人権教育の推進に係る経費 212 

ティーム保育推進事

業費補助金 

1/3 幼児教育の充実のためのティーム保育導入に係る教

員人件費 

8,311 

特別支援教育研究推進

事業費補助金 

定額（単価） 障がい児への加配教員の人件費 

※認定こども園に在籍する１号認定を受ける障がい

児も対象 

47,040 

子育て支援活動・預か

り保育推進事業補助金 

定額（単価） 預かり保育、子育て支援に係る経費 

※認定こども園も対象 

23,503 

合     計 207,954 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

  私立幼稚園等の教育内容の充実、保護者負担の軽減、学校経営の健全性を高め、私立幼稚園教育の振興を

図る。一般分単価について、実勢を踏まえた単価の改定を行うとともに、小規模園の経営安定に資する配分

方法の見直しを行う。 

【※単価（園児１人当たり）見直し内容】 

区 分 旧単価 新単価 増 額 

４・５歳児 148,000円 165,000円 17,000円 

３歳児 200,000円 225,000円 25,000円 

満３歳児 100,000円 112,000円 12,000円 
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３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

保育料無償化等子育

て支援事業 

 
273,228 236,364 36,864   

（基金繰入金）

24,818 

 

248,410 

 

ト ー タ ル コ ス ト 274,812千円（前年度237,938千円）〔正職員：0.2人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 
工程表の政策目標(指標) 子育て家庭に対する支援の充実 
事業内容の説明                         【「鳥取県こども未来基金」充当事業】 
 
１ 事業の目的・概要 
  子どもを生み育てやすい環境を整備し、出生率及び出生数の向上を促進するため、保育料の無償化等を行
い保護者負担の軽減を行う市町村に対し助成を行う。なお、令和元年10月から幼児教育・保育無償化が実施
されており、その対象となる３歳以上の児童（０～２歳児は住民税非課税世帯が対象）は本事業からは除く。 

 
２ 主な事業内容 
（１）保育料無償化等子育て支援事業  241,666千円 

区分 内   容 

実施主体 市町村（中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業との選択制） 

対象経費 第３子以降（所得制限・年齢制限なし）及び年収約360万円未満世帯の第２子（第１子
と同時在園の場合のみ）にかかる国基準保育料から無償化する経費 
（対象施設：認定こども園、保育所、幼稚園、地域型保育事業） 

補助率 1/2 

 
（２）中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業  31,562千円 
   少子化、人口減少の危機に直面している中山間地域において、自治体独自の保育料無償化等の子育て支

援施策により、若者の移住定住など地域活性化に果敢に挑戦する市町村に対して助成を行う。 

区分 内   容 

実施主体 中山間地域（鳥取県中山間地域振興条例で定める中山間地域）のある市町村 
（予定市町村：８町） 

対象経費 中山間地域に居住し、その地域の保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業等
を利用している子どもの保育料等を無償化・軽減するのに必要な経費。 
対象経費＝（町が定める保育料額※）-（町が行う無償化・軽減後の保育料） 
※平成28年４月１日時点で各市町村が定める保育料等 

補助率 1/2 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

・保育料軽減により保護者負担を軽減し、子育てしやすいまちづくりを支援することで、合計特殊出生率の
増加を図る。 
・平成６年から実施してきた第３子以降の保育料軽減については、さらなる少子化対策の促進を図ることを
目的に、平成27年９月より、所得制限、年齢制限を設けない「第３子以降保育料完全無償化」を市町村と連
携して実施しており、平成28年度からは、低所得世帯に特化した第２子無償化（第１子と同時在園の場合）
を実施し、低所得世帯の支援を強化している。 
・また、平成26年度より、中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業を実施し、人口減少の著しい中山間地
域において保育所等の保育料を大幅に軽減することで、出生率の上昇を促すとともに、経済的な理由から子ど
もを諦めている若い世代の流入と定住を促進し、人口の増加と多子化の実現を図る市町村を支援している。 
・これらの保育料軽減や医療費助成など各種の子育て支援を実施してきたことで、平成20年に1.43（全国17
位）であった合計特殊出生率が、令和元年においては1.63まで上昇し、効果が出始めていることから、少子
化対策に向け引き続き支援を行っていく。 
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３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

子ども・子育て支援施

設等利用県負担金 102,842 115,180 △12,338    102,842 
 

ト ー タ ル コ ス ト 103,634千円（前年度115,967千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 負担金の申請・交付、関係機関（市町村等）との連絡調整、指導監督 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

令和元年10月から実施されている幼児教育・保育無償化に伴い、新たに無償化の対象となった私立幼稚園
（新制度未移行園）及び認可外保育施設等について、当該対象施設を利用した際に要する費用の一部を県が
負担する。 
 

２ 主な事業内容 

区 分 内     容 

実施主体 市町村 

負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4  
※国立の認定こども園、幼稚園、特別支援学校（幼稚部）については国の子育ての
ための施設等利用給付交付金 10/10 

対象経費 子どものための教育・保育給付の対象外である施設等（対象施設等①～⑥）であ
って、市町村の確認を受けたものを対象とし、施設等利用給付認定（※）を受けた
子どもが当該対象施設等を利用した場合にかかる費用を対象経費とする。 
 

（※）子ども・子育て支援法第30条の５における施設等利用給付認定を受ける必要
があること。対象は次のとおり。 
・3歳から5歳まで（小学校就学前まで）の子ども 
・0歳から2歳までの住民税非課税世帯の子どもであって、保育の必要性がある子ども
月額上限額（一人当たり） 
・新１号認定こども 25,700円 
・新２号認定こども 37,000円 
・新３号認定こども 42,000円 

予算額 102,842千円 

対象施設等 ①幼稚園（子ども・子育て新制度未移行） 
②届出（認可外）保育施設 
③預かり保育事業 
④一時預かり事業 
⑤病児保育事業 
⑥子育て援助活動支援事業 
※鳥取県以外の者が設置するもので、県内に現存する施設に限る。③～⑥は公立も
含む。 

 
３ 事業目標・取組状況、改善点 

市町村が支弁する施設等利用費の支給に要する費用の一部を県が負担することにより、子どもが健やかに
成長するように支援し、子どもの保護者の経済的負担を軽減する。 
令和元年度から子どものための教育・保育給付の対象とならない施設、事業を利用した際の費用の一部を

県が負担し、子育て世帯の負担軽減に貢献している。 
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３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

子どものための教育・

保育給付費県負担金 
 

3,469,917 3,034,373 435,544    3,469,917 

 

ト ー タ ル コ ス ト 3,473,085千円（前年度3,037,521千円）〔正職員：0.4人〕 

主 な 業 務 内 容 負担金の申請・交付、関係機関（市町村等）との連絡調整、指導監督 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

市町村が、認可教育・保育施設に対して行う施設型給付及び地域型保育事業に対して行う地域型保育給付

に要する費用について、県がその一部を負担する。 

給付の種類 施  設  区  分 

施設型給付 

（保育所は「委託費」） 

認定こども園、幼稚園、保育所 

地域型保育給付 地域型保育事業所 

※市町村が以下の保育事業を実施する事業者を認可し、事業者に対して財政

支援を行う 

・小規模保育（利用定員６人以上19人以下） 

・家庭的保育（利用定員５人以下） 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育（従業員以外の児童を定員に応じて一定数受け入れる場合に

限る） 

 

２ 主な事業内容 

区分 内     容 

実施主体 市町村 

負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4（国負担分は、国から市町村へ直接交付） 

※地方単独費用部分のみ 県 1/2、市町村 1/2 

※０歳～２歳児相当分については、事業主拠出金の充当割合を控除した後の負担割合 

対象経費 施設の通常の運営に要する経費として国が定める「公定価格」から「利用者負担額」を減

じた額 

予算額 3,469,917千円 

対象施設  

給付区分 対象施設 施設数 

施設型給付費 私立の認定こども園、幼稚園（※）、保育所 

※私立幼稚園については、新制度へ移行した施

設のみ対象 

99 

地域型保育給付費 公立、私立の地域型保育事業所 36 

合   計 135 
 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

施設運営費補助により必要な保育を提供し、子ども・子育て支援計画の遂行を図る。 

国の定める公定価格において、保育士等の処遇改善が年々図られており、保育ニーズへの対応、保育環境

の改善等に寄与している。 
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３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

低年齢児受入施設保育

士等特別配置事業 

 
208,535 198,605 9,930    208,535 

 

ト ー タ ル コ ス ト 209,327千円（前年度199,392千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、関係機関（市町村等）との連絡調整、指導監督 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

１歳児担当保育士等数の割合を国の基準（６：１）を上回って配置（４．５：１）する施設に対し加配を

行うための経費を助成することで、保育所等に配置される保育士等の増員を図り、児童の健全な育成に資す

ることを目的とする。 

 

２ 主な事業内容 

区 分 内     容 

実施主体 市町村（私立の施設については、間接補助） 

補助要件 施設に配置している保育士等数が、１歳児と１歳児担当保育士の割合が４.５：１

とした場合に必要な保育士等数以上となるよう加配すること 

〔正職員単価を適用する場合〕 

・配置している保育士等のうち正規職員が、施設全体における県配置基準上必要

な保育士数以上であること。 

対象施設 認定こども園、保育所、地域型保育事業所 

補助基準額 非正規職員単価 175,000円/月、正規職員単価 281,000円/月 

※単価は加配後の職員数から国の定める基準による職員数を引いた人役差１.０

人当たり 

補助率 補助基準額の1/2 

負担割合 県 1/2、市町村 1/2 

 
３ 事業目標・取組状況、改善点 

・１歳児の保育対策を円滑に実施することにより、児童福祉の向上を図る。 

・平成14年度から本事業（１歳児加配）を開始し、平成25年度からは３歳児に対する加配も追加した。 

  また、保育士の正規雇用の促進を図るため、平成24年度より補助単価に正規職員単価を追加した。 

・平成27年度から施行された子ども・子育て支援新制度における質の改善に伴って、３歳児については国制

度による加算に組み込まれたが、１歳児については先送りされたことから、引き続き県制度により国に先

行する形で実施している。 

・平成30年度から正規職員単価の適用要件を緩和し、保育所等の施設職員の処遇改善を図っている。 

  令和３年度は、加配保育士等一人当たりの月額単価を見直し、引き続き処遇改善を図る。 
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３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

保育サービス多様化促

進事業（障がい児保育、

医療的ケア児保育、乳

児保育） 

126,487 89,407 37,080 17,310   109,177 

 

ト ー タ ル コ ス ト 128,863千円（前年度91,768千円）〔正職員：0.3人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、関係機関（市町村等）との連絡調整、指導監督 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

保護者の勤務形態の多様化、核家族化の進行、特別な支援を必要とする児童の増加などに伴う様々な保育

需要に柔軟に対応することにより、安心して子どもを生み育てやすい環境を整備するとともに、児童の福祉

の向上を図ることを目的とする。 

 

２ 主な事業内容  

事業実施主体：市町村                                                （単位：千円） 

補助金名 内   容 補助率 予算額 

障がい児保育事業 各市町村が特別な支援が必要と認めた２号

認定こども、３号認定こども（※１）に対して、

保育士等を配置する経費 

1/2 85,991 

 

医療的ケア児保育事業 各市町村が医療的ケア児のために看護職員

を配置する費用、その他所要の経費、保育支援

者を配置する経費等（国事業） 

各市町村が医療的ケア児のために、訪問看護

を利用する経費（単県） 

※訪問看護利用は国補助制度の対象外であ

るため、引き続き単県の補助対象とする。 

国事業：3/4 

又は 

単県：1/2 

25,965 

 

乳児保育事業 

 

特定教育・保育施設及び地域型保育事業所

（私立のみ）において、年度中途の乳児の入所

に対応するため、年度当初から３ヶ月分の保育

士を配置する経費 

1/2 14,531 

 

合   計 126,487 

（※１）施設型給付等を受ける子どものうち、保護者の労働等により家庭において必要な保育を受けることが

困難である者（子ども・子育て支援法第19条第１項第２、３号） 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

  保育サービスの多様化促進を円滑に実施することにより、児童福祉の向上を図る。 

対象児童や配置職員の範囲拡大等により多様な子どもの受け入れを支援しており、令和３年度において

は、各細事業の保育士の補助単価を見直し、雇用環境の改善を図る。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７０） 
１目 児童福祉総務費                            （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

病児・病後児保育普及

促進事業 
 

2,588 15,324 △12,736    2,588 

 

ト ー タ ル コ ス ト 3,380千円（前年度16,111千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 関係機関との連絡・調整、補助金交付事務 
工程表の政策目標(指標) 子育て家庭に対する支援の充実 
事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 
  病児・病後児保育施設が抱える課題に対して県独自に財政支援を行う等、今後の新たな事業実施を促進し、
併せて実施施設における質の向上を支援することにより、県内の病児・病後児保育体制の拡充・強化を図り、
保護者が働きながら安心して子育てができる環境づくりを推進する。 

 
２ 主な事業内容 
（１）補助事業                                    （単位：千円） 

事業名 概     要 予算額 
①病児・病後児保育
施設助成事業 

国補助制度の必要配置数を超えて職員配置した場合の人件費及び職
員配置が国補助要件を満たさない施設の運営費を支援する。 
（負担割合：県1/2、市町村1/2） 

1,077 

②病児保育ＩＣＴ化
導入促進支援事業 

病児保育の予約・キャンセル等のシステム利用料等を支援する。 
（負担割合：県1/2、市町村1/2、補助基準額：1施設あたり300千円） 

600 

③病後児保育施設活
性化支援事業 

病後児へ保護者を誘導する病児施設の事務費及び病後児へ移る保護
者に対する利用料の一部を支援する。（負担割合：県10/10、補助基準
額：事務費1,000円/人、利用料500円/人） 

450 

④開設準備経費助成
事業 

病児・病後児保育施設の新規開設に要する改修費について、国制度（子
ども・子育て支援交付金）の補助基準額を上回る部分について支援す
る。（負担割合：県1/3、市町村1/3以上、補助基準額：6,000千円） 

― 

⑤環境整備助成事業 病児・病後児保育施設の小規模修繕や設備整備を支援する。 
（負担割合：県1/2、市町村1/2、補助基準額：500千円） 

250 

⑥広域利用推進事業 広域利用の中心となる施設所在市町村に対して、施設や市町村間の連
絡調整等に要する経費相当分を支援する。（負担割合：県1/2、市町村
1/2、補助額：広域利用1市町村・1施設あたり10千円） 

― 

⑦研修等受講支援事
業 

全国規模で開催される研修会等への参加経費（旅費等）を支援する。 
（負担割合：県1/2、市町村1/2） 

34 

⑧実地研修受入施設
支援事業 

病児・病後児保育に携わる新任保育士・看護師等の実地研修として、
県内施設が受入を行った場合に当該施設へ必要経費を支援する。 

48 

合     計 2,459 

※実施主体は市町村（⑥を除く） 
  ※①について、国要件を満たす場合は、子ども・子育て支援交付金（県負担1/3）で支援 
  ※②はシステム導入年度を含め３年間、③は事業開始年度を含め３年間に限り支援 
（２）病児保育研修会（129千円） 
   県において、病児保育事業に従事する職員等を対象に研修会を開催する。 
 
３ 事業目標・取組状況、改善点 

事業目標 病児・病後児保育利用定員数 120人（令和６年度末） 
病児・病後児保育施設は、保護者の要望や県・市町村による事業者支援等を背景に、平成22年度の17施設

から令和２年度においては28施設へ増加している。また、鳥取市・米子市・倉吉市内の病児保育施設につい
て近隣町村住民による広域利用が進み、病児または病後児保育を県内全市町村で利用可能となった。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７５７３） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県自然保育促進

事業 

 
23,652 26,048 △2,396    23,652 

 

ト ー タ ル コ ス ト 28,405千円（前年度30,770千円）〔正職員：0.6人〕 

主 な 業 務 内 容  認証関係業務、補助金事務、指導監査、研修運営 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明                           
１ 事業の目的・概要 

本県の恵まれた環境を活かし、子どもたちが「豊かな自然」の中で“遊びきる”経験を持てる環境を提供
するため、自然保育を行う施設等に対する取組の支援等を行う。 

 
２ 主な事業内容                                  （単位：千円） 

区 分 内     容 予算額 
①とっとり森・里

山等自然保育事
業費補助 

 

とっとり森・里山等自然保育認証制度において認証された園（以下「認証
園」という。）の運営費を補助する。 
【補助基準】利用定員区分ごとの１人当たり月額単価により、利用児童人

数に応じて補助 
 【負担割合】県1/2（市町村は任意）  

18,000 
 
 

 

②とっとり森・里
山等自然保育認
証園に対する保
育料の軽減補助 

 

国による幼児教育・保育無償化対象外である３歳以上の児童又は以下の要
件に該当する児童に係る保育料を軽減する認証園に対しその額を補助す
る。 
【対象児童】 
・４月１日時点で２歳である第３子以降の児童及び保護者と生計を一にす 
る低所得世帯の第２子（第1子が認証園に在園する児童に限る） 

【補助基準】各園が軽減した額とし、各園が定める保育料の 1/2 又は 1月      
あたり12,850円のいずれか低い額を限度とする。 

【負担割合】県1/2（市町村は任意） 

4,010 
 
 
 
 

 

③保育所、幼稚園
等とっとり自然
保育認証制度の
推進 

県内で自然保育を定期的に行う保育所・幼稚園等をとっとり自然保育認証
制度により認証するとともに、認証園に対して必要経費を補助する。 
<自然に学び、遊びきれ、とりっこ事業補助金> 
【補助基準額】1施設200千円 
【補助率】県1/3(市町村は任意) 

1,460 

④自然保育研修
会、安全対策研
修会の実施 

自然保育の意義・効果についての理解を深め、自然体験活動のノウハウの
共有やさらなる保育の充実を図るため、また保育・幼児教育と自然活動双
方に精通した野外保育の担い手を育成するための研修会を実施する。 

182 
 

合     計 23,652 
 
３ 事業目標・取組状況、改善点 

平成 21年に智頭町で「森のようちえんまるたんぼう」が開設され、平成 26年度、全国に先駆けて官民学
の協働提案・連携推進事業として森のようちえんの認証制度の検討を行った。平成27年 3月に「とっとり森・
里山等自然保育認証制度」を創設し、認証園の運営費を助成するとともに、保育料軽減に対する助成を行っ
ている。認証園数は増加しており（令和 2年 4月時点で７園開設）、子どもの発達の促進以外に、中山間地
域振興、移住定住対策の側面で効果をもたらしている。 

さらに、平成29年度に保育所・幼稚園等が行う自然体験活動に対する認証制度（保育所、幼稚園等とっと
り自然保育認証制度）を創設し、32園認証した（令和３年１月20日時点）。 

 <目標数値> 
  自然保育に取り組む施設数：令和６年度末までに48園 

（「とっとり森・里山等自然保育認証園」及び「保育所、幼稚園等とっとり自然保育認証園」の合計） 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                        子育て王国課（内線：７５７３） 
５目 母子衛生費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

おうちで子育てサポ
ート事業 
 

44,105 47,106 △3,001    44,105 
 

トータルコスト  47,273千円（前年度50,254千円）〔正職員：0.4人〕 

主 な 業 務 内 容  制度の周知説明、問い合わせ対応、交付申請書の審査等、補助金の交付等 
工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

保育所等を利用する世帯に対して子育て支援として保育料無償化の取組を進めてきたことを踏まえ、子育

て支援の対象をより広げる観点から、在宅育児世帯に対しても経済的支援を行うことにより、保護者の子育

ての選択肢を広げ、もって県民の希望出生率の実現に寄与することを目的とする。 

 

２ 主な事業内容 

（１）支援対象とする児童：保育所等を利用していない１歳に達するまでの児童 

（２）実施主体：市町村 

（３）対象事業：市町村が行う在宅育児世帯の保護者を対象にした、現金給付、現物給付若しくはサービスの

利用料の負担軽減のいずれか又は複数を行う事業に対し、補助する。 

（４）補助内容：  

単価・ 

上限額等 

ア 補助単価：一人当たり月額３万円 

イ 上限額の算定方法： 

○ 現金給付を行う場合 

３万円×対象児童への給付対象延べ月数（１人につき10か月を限度） 

※対象児童：０歳児で保育所に未入所かつ育児休業給付金未受領世帯 

※上限額の範囲内で現物給付等を併せて行うことは可 

○現物給付又はサービス利用料の負担軽減のみを行う場合 

３万円×０歳児数×未就園率×未就園者の育児休業給付金非受給率×10か月 

※０歳児：当該年度10月１日推計人口 

未就園率：１―当該年度10月１日の入所率 

ウ 補助対象経費：上限額と対象事業の実支出額とのいずれか低い額 

補助率 1/2 

条件 現金を給付する場合は、定期的な訪問、面談、ネウボラ事業の取組などを一体的に実施す

ること。なお、所得制限については、市町村の判断で設定することができることとする。 

（５）その他  

本事業に併せて、子育て応援市町村交付金による一時預かり事業の充実のための保育士配置経費助成及

びとっとり版ネウボラ推進事業による子育て世代包括支援センターの支援スタッフ配置経費助成を行うこ

とにより、市町村が行う在宅育児世帯の子育て環境整備を支援する。 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

本事業を開始した平成29年度は15町村が在宅育児世帯への支援を実施され、平成30年度からは境港市でも

開始された。 
  県内全域での在宅育児世帯への支援実施に向けて、引き続き未実施自治体に対して働きかけていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７１４８） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり婚活応援

プロジェクト事業 32,697 35,728 △3,031 916   31,781 
 

ト ー タ ル コ ス ト 40,618千円（前年度43,598千円）〔正職員：1.0人〕 

主 な 業 務 内 容 えんトリー（とっとり出会いサポートセンター）の運営、婚活イベント開催補助、 
山陰両県が連携した婚活メール配信等 

工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 
  未婚化・晩婚化が少子化の一因と言われる中、結婚を望む方が早期に自らの望む形で成婚へとつなげられ
るよう、未婚者同士の１対１のマッチング事業を実施する「えんトリー（とっとり出会いサポートセンター」
（以下、「えんトリー」という。）の運営、婚活イベントのメール配信や経費助成を中心とした出会いの場づ
くりの支援を行う。 

 
２ 主な事業内容 

            （単位：千円） 
事業名 主な事業内容 予算額 

①とっとり出会いサ
ポート事業 

えんトリーの運営（１対１のマッチング事業（お見合い）の実施）。 
委託料：21,133千円、倉吉センター光熱水費負担金：65千円 

21,198 

②事業所間婚活コー
ディネーター設置
事業 

異業種間、事業所間の交流を仲介するコーディネーターをえんトリー
に配置し、既存の人間関係を超えた出会いの機会を創出する。 

5,326 

③スキルアップ研修
等開催補助金 

婚活力スキルアップセミナー及び婚活イベントの実施経費を補助する。 
＜補助対象＞えんトリー運営受託者 ＜補助率＞10／10 

1,090 

④婚活イベント情報
メール配信システ
ム等運営事業 

山陰両県の婚活イベントのメール配信システム及びカップルが割引等
のサービスを受けられる協賛店情報等掲載サイトの管理運営をする。 

340 

⑤婚活イベント開催
事業補助金 

多様な出会いの機会創出が期待される婚活イベントの実施経費を支援
する。※令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症対策の観
点等から、少人数形式を可能とするため募集定員の見直し（20 名以上
→10名以上）、補助上限額の見直し（300千円→400千円）を行う。ま
た、連続婚活イベントについては継続参加を条件とする参加者の負担
等から廃止する。 
＜補助対象＞非営利団体 ＜補助率＞10/10  
＜補助限度額＞400千円 

2,000 

⑥結婚に向けた出会 
 いの機会等創出事業 

多様な出会いの機会創出及び地域における結婚支援の機運醸成が期待
されるイベントの実施経費を支援する。 
＜補助対象＞市町村、一部事務組合等 ＜補助率＞1/2 
＜補助限度額＞市町村:300千円、一部事務組合等:1,000千円 

2,000 

⑦結婚や出産の基礎 
 知識から学ぶライフ 
 プランセミナー事業 

高校生、大学生、新社会人等に対し、結婚や出産の基礎知識に関す
るセミナーを実施する。 

743 

合     計 32,697 
 
３ 事業目標、取組状況、改善点 

えんトリーは、令和２年12月末時点で登録者数1,096名、成婚組数125組（会員同士58組、会員と会員外
67 組）となっている。コロナ禍でも出会いの機会が減少しないよう、感染防止対策（オンラインや短時間の
お見合い、オンライン婚活イベントへの補助）を図りながら、成婚数増加に向け、市町村、民間、地域の仲人
等と連携し婚活支援の取組を進める。 
＜事業目標＞えんトリーにおいての成婚組数（令和2～6年度）120組（会員同士60組、男女どちらかが会員60組） 
     ※令和2年度成婚組数 10組（会員同士2組、男女どちらかが会員8組）（令和２年12月末現在） 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 
 
３款 民生費 
２項 児童福祉費                         子育て王国課（内線：７８６８） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

子育て応援市町村交付

金 

 
18,000 18,000 0   

( 基 金 繰 入 金 ) 

9,927 

 

8,073 

 

ト ー タ ル コ ス ト 21,168千円（前年度21,148千円）〔正職員：0.4人〕 

主 な 業 務 内 容 交付金交付事務 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明                            【「鳥取県こども未来基金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  創意工夫を行い、地域の実情に応じた子育て応援事業・活動・環境づくり等に主体的に取り組む市町村に

対して交付金を交付し、取組を支援、促進する。 
 

２ 主な事業内容 

子育て王国とっとり条例推進のため、子育て支援施策に取り組む市町村に対し交付金を交付する。   

（交付率：1/2以内） 

    ○市町村別限度額 市：4,000千円、町村：2,500千円 

    ○１事業分野あたりの限度額 市：800千円、町村：500千円 

     ただし、重点を置いて取り組む分野については、市町村別限度額の５割の範囲内での増額を認める。 
   ○対象事業分野 
   ・希望のかなう結婚、妊娠及び出産を支援する施策 
   ・安心に満ちた子育てと豊かな子どもの学びを支援する施策  
   ・安心して子育てができるための職業生活と家庭生活の両立を支援する施策 
   ・きずなを強め地域みんなで取り組む子育てを支援する施策 
   ・特に支援が必要な子ども・家庭の健やかな生活を支援する施策 
 
３ 事業目標、取組状況、改善点 

  子育て支援等に関する施策を総合的に推進するため、市町村が地域の実情に応じた自主的な子育て支援に

対して効果的な財政支援を実施している。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                        子育て王国課（内線：７８６８） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

子ども・子育て支援交

付金 692,733 615,763 76,970    692,733 
 

ト ー タ ル コ ス ト 696,694千円（前年度619,698千円）〔正職員：0.5人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金の申請・交付、関係機関との連絡調整 
工程表の政策目標(指標) ― 
事業内容の説明  
１ 事業の目的・概要 

市町村が、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って実施する「地域子ども・子育て支援事業」に必要
な費用に充てるため、交付金を交付する。 

 
２ 主な事業内容 
  負担割合：国1/3、県1/3、市町村1/3                         （単位：千円） 

事業名 概     要 
①利用者支援事業 子どもや保護者の身近な場所で、地域の子育て支援情報の提供、相談・助言等

や、関係機関との連絡調整等を行う 
②延長保育事業 保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時

間において、認定こども園、保育所等での保育を実施する 
③実費徴収に伴う補足給付

を行う事業 
特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等教育・保

育に必要な物品の購入費又は行事への参加費等を助成する 
④多様な事業者の参入促

進・能力活用事業 
特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多

様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進する

（各市町村へ照会したところ、令和３年度は実施予定がなかったため計上して

いない） 
⑤放課後児童健全育成事業

(放課後児童クラブ) 
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学児童に対し、授業終了後

に、余裕教室、児童館等を利用し適切な遊び及び生活の場を提供する 
⑥子育て短期支援事業 保護者の疾病等の理由により家庭で養育を受けることが一時的に困難となっ

た児童を、児童養護施設等において、必要な保護を行う 
⑦乳児家庭全戸訪問事業 生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、子育て支援情報の提供や養育環

境等の把握を行う 
⑧養育支援訪問事業 養育支援が特に必要な家庭の居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行う 
⑨子どもを守る地域ネット

ワーク機能強化事業 
要保護児童対策地域協議会の調整機関職員やネットワーク構成員の専門性強

化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する 
⑩地域子育て支援拠点事業 乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相

談、情報の提供、助言その他の援助を行う 
⑪一時預かり事業 
 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、幼稚

園、保育所等において、一時的に預かり、必要な保護を行う 
⑫病児保育事業 
 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等で、看護師等が一

時的に保育を行う 
⑬子育て援助活動支援事業

(ファミリー・サポート・セ

ンター事業) 

子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望す

る者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整

を行う 
 
３ 事業目標・取組状況、改善点 
  市町村で策定した子ども・子育て支援事業計画に沿って、県内すべての市町村でいずれかの事業に取り組
んでいる。なお、国の支援対象外となるものについては、県で独自の支援等を行い補完するなど、子育て環
境の充実に努めている。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ２項 企画費                          子育て王国課（内線：７０７６） 
１目 企画総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

高校生通学費助成事

業 
 

37,895 35,792 2,103    37,895 

 

ト ー タ ル コ ス ト 41,063千円（前年度38,940千円）〔正職員：0.4人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、関係機関との連絡調整 
工程表の政策目標(指標) 子育て家庭に対する支援の充実を図る 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

県内の市町村に住所を有し県内の高等学校等へ通学する生徒に助成する市町村に対して支援することによ

り、通学費用を理由に子どもたちが高等学校等で希望する学びをあきらめることがないよう支援を行う。 

 

２ 主な事業内容 

 （単位：千円） 

区 分 内   容 実施主体 

対象者 公共交通機関の通学定期券を購入して県内の高等学校等に通学する生徒の保護

者 

（１）公共交通機関：鉄道(ＪＲ、智頭急行、若桜鉄道)、路線バス 

（２）高等学校等：高等学校(全日制、定時制、通信制)、高等専門学校(３年次ま

で)、特別支援学校高等部、専修学校高等課程。公立・私立は問わない。 

（３）高等学校等を既に卒業した生徒や３年(定時制は４年)を超えて在学してい

る生徒は対象外とする。 

（４）他の法令等により通学交通費の全額補助を受ける者は補助対象に含めない。 

市町村 

補助率 （１）月額実費負担額 7,000円を超えた額を補助する。 

 (県1/2、市町村1/2) 

※控除額は県立高等学校授業料減免制度の基準(１年間の通学定期代 85,000円

以上)に準拠 

（２）月額実負担額 7,000円以下(寮への下宿費用含む)の部分に対して、市町村

が補助する額の1/4を県が補助する。 

※市町村が通学費用の実態を踏まえて控除額を引き下げて補助を拡充する場合 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

県内の高等学校に通う生徒の約４割がバス、ＪＲ等の公共交通機関を利用しており、特に山間地域などか

ら遠距離通学している生徒の保護者負担が重くなっているため、令和元年度までは通学費に係る保護者の経

済的負担の軽減を図るための通学費支援制度を市町村単位で行ってきたが、令和２年度から全国に先駆けて

全県の高校生を対象とした県・市町村協働による通学費助成制度を開始した。令和３年度以降も制度の普及

を図り、県と市町村の連携により特に行政からの経済的支援が少ない高校生年代の子どものいる子育て世帯

の負担軽減に取り組み、全国の一歩先行く子育て支援策を講じていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                         家庭支援課（内線：７５７２） 
５目 母子衛生費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

願いに寄り添う妊

娠・出産応援事業 
 

234,844 158,301 76,543 1,497  
（基金繰入金）

108,765 
124,582 

 

トータルコスト 253,460千円（前年度176,780千円）〔正職員：2.1人 会計年度任用職員0.7人〕 

主 な 業 務 内 容 特定不妊治療（男性不妊治療含む）・人工授精費に係る助成関係業務、不妊検査費
に係る助成関係業務、不妊専門相談センター委託業務、普及啓発業務等 

工程表の政策目標(指標) 不妊治療費助成の継続 
事業内容の説明                          【「鳥取県安心こども基金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

不妊治療の早期開始への契機として、また不妊症に対する不安や、不妊検査に係る費用の経済的負担の軽

減のため、検査費用を支援する。 

  また、不妊、不育に悩む夫婦等への経済的負担の軽減及び精神的なサポートを行うため、不妊治療（体外

受精・顕微授精・男性不妊・人工授精）及び不育症検査等を支援する。 

 不妊症、不育症及び不妊治療に関する専門相談業務を担う不妊専門相談センターの運営を県内２箇所の医

療機関に委託し、専門家による相談・指導、知識の普及啓発等を実施する。 

 

２ 主な事業内容                                   （単位：千円） 

区 分 内   容 予算額 

不妊検査費助成事

業（単県） 

不妊症の診断を行うために必要な検査費用（保険適用外）を全額助成する。 

○対象：婚姻後３年以内の夫婦または妻の年齢35歳未満の夫婦で、夫婦

ともに検査を受けた方 

○助成額：検査費用（保険適用外）の10/10（上限26,000円） 

＊鳥取市（保健所業務委託）への負担金含む 

6,422 

人工授精助成金

交付事業（単県） 

人工授精に要した経費のうち、保険外の費用の一部を助成する。 

○助成額： 

・妻の年齢35歳未満の者 自己負担額の7/10（上限140,000円/年） 

・妻の年齢35歳以上の者 自己負担額の1/2（上限100,000/年） 

〇助成期間：通算２年度 

＊鳥取市への負担金含む 

9,473 

特定不妊治療費

助成金交付事業

（基金1/2、単県） 

特定不妊治療に要した経費の一部を国の助成金額に上乗せして助成す

る。 

○助成額： 

採卵あり：300,000円/回（国150,000円、県150,000円） 

  初回の治療のみは、330,000円/回（国150,000円、県180,000円） 

   採卵なし：110,000円/回（国50,000円、県60,000円） 

〇通算助成回数：初回開始時の妻の年齢 40歳未満：６回／１子 

        初回開始時の妻の年齢 40 歳以上 43 歳未満：３回／１子  

       （43歳以上の方は対象外。） 

〇男性不妊治療（特定不妊治療の一環として、精子を精巣又は精巣上体

から採取するための手術）を行った場合、300,000円/回を限度に要した

経費の一部を助成する。（初回、２回目以降同額） 

＊鳥取市への負担金含む 

188,716 
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特定不妊治療費

助成金交付事業

（単県） 

国の助成回数に、以下の回数を上乗せし助成する。 

○助成額：100,000円/回 

〇通算助成回数 初回(※)40歳未満：通算６回 

        初回(※)40歳以上：通算３回 

       （43 歳以上の方は、残りの助成回数または３回のいずれ                 

か少ない回数を限度とする。） 

＊鳥取市への負担金含む 

26,400 

不妊専門相談セン

ター運営事業 

（国1/2） 

鳥取県立中央病院及び医療法人社団ミオ・ファティリティ・クリニック

に委託し、不妊や不育症で悩んでいる夫婦等を対象に、医師・不妊症看

護認定看護師等による専門的な相談・指導を実施する。 

1,994 

（新）不育症検査

費費等支援事業 

（基金1/2） 

不育症の診断に必要な保険外の検査費用を助成する。 

○助成額：上限50,000円/回 

＊鳥取市への負担金含む 

※不育症検査費助成（国庫補助対象）以外の不育症治療費等に要する費

用を助成する市町村に対しては子育て王国課のとっとり版ネウボラ推進

事業の補助金で補助を行う。 

 

1,000 

事務費（基金1/2） 不育症に関するセミナー開催、チラシ作成、説明会会場使用料等 839 

合    計 234,844 

 (※)助成回数の初回とは、初めて助成を受けた際の治療開始時の妻の年齢 

 

【特定不妊治療、人工授精、不妊検査助成共通対象要件】 

・申請時に夫婦の一方または両方が県内在住である者。（事実婚も含む） 

・所得制限なし。 

  

３ 事業目標・取組状況・改善点 

特定不妊治療費助成金交付事業は平成16年度から、人工授精助成金交付事業については平成23年７月から助

成を開始した。平均初婚年齢の上昇に伴い、第１子出産時における母の平均年齢も上昇し、平成30年度は平均

30.7歳となっている。こうした背景や、医療技術の進歩等に伴い、特定不妊治療費の助成件数も年々増加して

おり、ニーズが増加している。近年、治療費の高騰化がみられることから、経済的理由により治療を諦めるこ

と、ためらうことが減少するよう、令和２年度より県の上乗せ助成額の拡充を行なった他、早期治療に繋げる

ため、不妊検査費の助成額拡充（全額助成）を行った。国においては、令和４年４月の特定不妊治療の保険適

用化を目指して検討中である。 

不妊専門相談センターは平成11年度に鳥取県立中央病院内に設置、平成28年度からはミオ・ファティリテ

ィ・クリニックにも設置し、不妊や不育症に関する様々な相談に対応している。土曜日に相談日を設ける他、

定期的に中部圏域の出張相談の開催、平成30年度は中山間地への出張相談を実施するなど、相談体制の充実を

図っている。令和２年12月より、利便性の向上や若い世代への啓発の強化等を目的に、西部不妊専門相談セン

ターがミオ・ファティリティ・クリニック内からイオンモール日吉津店内へ移転し相談対応や啓発活動を実施

している。 
  今後も不妊治療の早期治療への契機となる不妊検査等の啓発や、当事者の経済的負担軽減のための国制度に

上乗せした助成制度の継続等を行っていく。 
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令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 

 ４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                         家庭支援課（内線：７５７２） 
５目 母子衛生費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

産後ママと赤ちゃん

すくすく応援事業 
 

6,000 13,000 △7,000    6,000 

 

ト ー タ ル コ ス ト 6,792千円（前年度13,787千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 
工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  産後に強い育児不安を抱えているにも関わらず、家族等からの育児の支援が十分に受けられずに育児を行

う者に対しては、産後うつ及び児童虐待防止のため産後ケア事業で支援を行っている。産後健診で把握した

要支援者に確実に支援を届け、産後うつ及び児童虐待を防止するとともに、子育ての円滑なスタートを支援

することを目的として、産後ケア事業に係る利用者自己負担額の無償化を図る。 

  また、産後ケア（宿泊型）サービスの受け皿拡大を図るため、支援体制の充実を図る。 

 

２ 主な事業内容                                   （単位：千円） 

区 分 内   容 予算額 

産後ケア無償化事業 市町村が実施する産後ケア事業を利用した者の利用料（個人負担

額）相当額に対し県及び市町村が共同で助成し、個人負担額を無

料とする。なお、令和３年度から補助上限額の見直しを行い（１

日あたりの具体的な補助上限金額設定を廃止）、産後ケアの円滑

な実施を促す。 

【実施主体】個人負担額無償化を図る市町村 

【助成額】産後ケア個人負担額を無償とするために必要な額 

【補助率】県10/10 

【補助上限額】市町村の産後ケア事業費の２割 

3,000 

助産所施設・設備整

備事業 

産後ケア（宿泊型）を行う助産所を増やすため、有床設備のある

助産所の設置に必要な増改築又は改修に要する工事費、設備購入

費及び賃借料を助成する。 

【実施主体】市町村又は事業所 

【補助上限額】１か所あたり 3,000千円 

【補助率】 

（１）市町村の補助がある場合 

県1/2、市町村1/4、事業者1/4 

（２）市町村の補助がない場合 

県1/2、事業者1/2 

3,000 

合   計 6,000 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

  全国で初めて県レベルで産後ケア利用料を無償化し、産後ケアが必要な方に対する経済的負担軽減を図っ

た。また、産後ケア（宿泊型）を行う助産所を増やすため、助産所の増改築や改修等に要する費用について

助成を行った。 
  引き続き、産後の育児不安を抱えている方等に対し、市町村と協力しながら支援を行っていく。 
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 ２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７０２２） 
８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）県内修学旅行支

援事業（私立学校） 

 

1,800 0 1,800 1,800    

 

ト ー タ ル コ ス ト 2,592千円（前年度0千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供する 

事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルスの影響により、私立中学校、私立高等学校及び私立専修学校（高等課程）が修学旅行

等を県内宿泊で実施する場合の費用について支援することで、生徒がふるさとについて学ぶ機会を創出し、

地域への愛着を育む。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象者 

私立中学校、私立高等学校及び私立専修学校（高等課程）の生徒保護者 

（２）対象経費 

    修学旅行等において、県内で体験活動を実施し、かつ県内で宿泊した場合の旅行費用（他の補助金等

を活用した額を除く）。 

（３）補助率 

    10/10 （上限：生徒１人あたり3,000円） 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

令和２年９月補正で予算化し、修学旅行等の旅行先を県内（近県日帰り）とした場合の旅行費用を支援す

ることによって、新型コロナウイルスへの感染リスクの低減を図るとともに、生徒がふるさとについて学ぶ

機会を創出した。 
令和３年度事業においては、旅行先を県内に限定し、かつ県内での体験活動の実施を旅行の要件とするこ

とにより、更なるふるさと教育の推進を図る。 
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２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７０２２） 
８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）家庭学習のた

めの通信機器整備支

援事業 

675 0 675 675    

 

トータルコス ト 1,467千円（前年度0千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供する 

事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルスによる臨時休業時においてＩＣＴを活用した教育活動を行うため、家庭にインターネ

ット環境が整っていない生徒へ通信機器（Ｗｉ－Ｆｉルーター）の貸与を行う私立学校に対して、必要な経

費を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象者 

私立中学校及び高等学校 

（２）対象経費 

    学校が整備したＷｉ－Ｆｉルーターの賃貸借料（通信料を含む） 

（３）補助率 

    3/4  

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

経済的理由などにより家庭にインターネット環境が整っていない生徒へ通信機器（Ｗｉ－Ｆｉルーター）

を貸与することにより、臨時休業時における学習保障を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

248



令和３年度一般会計当初予算説明資料 

 
２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７８４１） 
８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財  源  内  訳 
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

私立学校教育振興補助

金 

 
1,900,052 1,910,081 △10,029 293,304   1,606,748 

 

ト ー タ ル コ ス ト 1,905,597千円（前年度1,915,590千円）〔正職員：0.7人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金等交付事務、国庫補助事務等 
工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供すること。 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  私立学校（高等学校、中学校、専修学校）の教育条件の維持向上、生徒・保護者の教育費負担の軽減及び

学校経営の安定化を図り、各私立学校の特色ある取組を支援する。 

 

２ 主な事業内容                                                       （単位：千円） 

補助金の種別 校数 内   容 補助率 予算額 

ア 私立高等学校教育振興
補助金 

8 
一般分（経常費補助）         1,603,030 

特別分（特色ある教育等への補助）  32,236 

定額 
1/3、1/2他 

1,635,266 

イ 私立中学校教育振興補
助金 

3 
一般分（経常費補助）             146,693    

特別分（特色ある教育等への補助）   7,522 

定額 

1/3、1/2他 
154,215 

ウ 私立専修学校教育振興
補助金 

15 

一般分（経常費補助）              19,095 

特別分（技能教育施設分）          61,000 

※技能教育施設は、通信制高等学校と連携
している高等専修学校（３校） 

 

1/15、2/15 

1/2他 
80,095 

エ 鳥取県私立専門学校授
業料等減免費交付金 

5 
高等教育の修学支援制度の対象となる専門
学校の授業料減免に係る費用の交付 

10/10 30,476 

計   1,900,052 

 ※私立高等学校・中学校教育振興補助金 

一般分：人件費・教育管理経費・設備費 

特別分：舎監配置、土曜日授業実施、アクティブラーニング推進、経営改善、地域と連携して行う校外で

の教育活動、（新）授業目的公衆送信補償金制度の活用、外部人材活用の推進、カウンセラー配

置、教員の資質向上等 

 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

〇私立高等学校・中学校教育振興補助金 一般分  

  ・平成19年度に単価方式に変更して以降、概ね３年ごとに、学校経営の実態に基づき、単価を見直してい

る。（平成22、25、26、28、令和元年度（令和２年度は消費税増税に伴う見直し）） 

 〇私立高等学校・中学校教育振興補助金 特別分  

・心豊かな学校づくり推進事業については、令和３年度に行われる国の制度改正と同様に事業内容及び上

限額の見直しを行う。 

  ・「授業目的公衆送信補償金制度」を活用した場合の補償金の経費について補助をする。（令和３年度） 
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２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７８２４） 
８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

私立高等学校等就学支

援金支給等事業 

 

1,016,864 958,818 58,046 944,426   72,438 

 

ト ー タ ル コ ス ト 1,024,958千円（前年度966,836千円）〔正職員：0.7人、会計年度任用職員：0.9人〕 

主 な 業 務 内 容 就学支援金等の支給事務 

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供する 

事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

家庭の状況にかかわらず、すべての中学生、高校生等が安心して勉学に打ち込める環境を作るため、就学
支援金等の支給や授業料等の減免助成により、家庭の教育費負担を軽減する。 

 
２ 主な事業内容 
（１）私立高等学校等就学支援金事業  1,007,132千円 

私立の高等学校等（高等学校及び専修学校の高等課程）、高等学校専攻科及び中学校に通学する生徒の授業
料に係り、世帯年収（目安）区分に応じて就学支援金の支給等を行う。 

（単位：千円） 
区 分 支 給 額 等 予算額 

①高等学校等就学支
援金 

高等学校等［財源：国10/10］ 
・年収590万円未満世帯 396,000円/年 
・年収590万円以上910万円未満世帯 118,800円/年 

中学校［財源：単県（一部国庫）］ 
・年収910万円未満世帯 118,800円/年 
※ 年収800万円未満世帯については、収入に応じて助成額を加

算する。 

998,029  

②学び直しへの支援 

高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合
に、法律上の就学支援金支給期間である36月（定時制・通信制は
48月）経過後も、卒業までの間（最長２年）、継続し、①の高等
学校等と同等の支援を行う。 ［財源：国10/10］ 

1,485  

③高等学校等就学支
援金事務費交付金 

私立高等学校等の設置者に対して、就学支援金受給資格認定者数
等に応じて事務費を交付する。［財源：国10/10］ 

2,681  
 

④専攻科生徒への修
学支援 

・年収270万円未満世帯 427,200円/年 
・年収270万円以上380万円未満世帯 213,600円/年 
［財源：国1/2］ 

4,913  

⑤その他 就学支援金実地検査にかかる旅費［財源：国1/2］ 24  
合     計 1,007,132 

（２）私立学校生徒授業等減免補助事業   9,732千円 
低所得世帯や家計急変、災害り災などの事情により経済的な困窮が認められる世帯の生徒に係る納入金を

減免する学校設置者に対して助成を行う（減免額を10/10補助）。［財源：単県、一部国1/2］ 
 

３ 事業目標・取組状況、改善点 
家庭の経済状況にかかわらず、全ての意思ある中学生・高校生等が安心して教育を受けることができるよ 

う、支援金等の支給により家庭の経済的負担の軽減を図っていく。 
【私立高等学校等就学支援金事業】 
  私立中学校に通う生徒を対象とし、平成22年度(６月補正)に、国の高等学校等就学支援金制度に準じた県
版の中学校就学支援金制度を創設した。その後、平成29年度から、年収270万円未満世帯の生徒に対する支給
額を私立高等学校等と同額とし、財源の一部に国の「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的な支援に関
する実証事業」補助金を充当している。また、私立高等学校及び私立専修学校(高等課程)に通う生徒を対象
として、国の制度を活用し、年額118,800円を支給(低所得世帯については、収入に応じて助成額を加算)して
いたが、令和２年度から、国の制度改正により実質無償化が実現された。（このことに伴い、令和２年度か
ら私立中学校に対する就学支援金についても高校等と同様に県単独での上限額の引き上げを行った。） 

【私立学校生徒授業料等減免補助金事業】 
  私立高等学校等において経済的に困窮している世帯の生徒を対象として、平成11年度に授業料減免補助制
度を創設し、平成21年度(６月補正)から施設設備費等への助成も開始した。その後、平成29年度から、私立
中学校の生徒も助成対象とした。 
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 ２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７８１４） 

８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

 

不登校対策事業 

 

13,130 10,889 2,241    13,130 

 

ト ー タ ル コ ス ト 13,922千円（前年度 13,850千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供する 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

民間（私立学校等）のノウハウを活用しながら児童生徒、保護者のニーズに応え選択肢を提供するフリー

スクールを運営する学校法人等民間事業者を支援することにより、不登校児童生徒に対する教育の機会の確

保に資する。また、家庭の経済状況にかかわらず、義務教育段階にある児童生徒の学びや成長を保障するた

め、フリースクール等に通う児童生徒の通所費用に対して支援を行う。 

 

２ 主な事業内容                                 （単位：千円） 

区 分 内   容 予算額 

鳥取県フリースクール

連携推進事業補助金 

「不登校児童生徒を指導する民間施設のガイドライン」に沿っ

てフリースクールを設置運営する私立学校等の民間事業者に

対して、運営費等を支援する。 

○補助率：1/2 

○上限額：１団体あたり 3,000千円 

9,057 

（拡）鳥取県不登校児童

生徒支援事業補助金 

年収約590万円未満の世帯の児童生徒の授業料等（会費・交通

費等）に対して支援する。 

なお、令和２年度に実施した「交通費、体験活動等に要する実

費に関する経費支援の委託事業」を組み換え、令和３年度から

交通費及び実習費要する経費を補助対象に追加する。 

○補助率：市町村負担額の1/2 

○上限額：授業料 児童生徒１人あたり 6,600円/月 

     交通費等 小学生１人あたり 1,500円/月 

          中学生１人あたり 3,000円/月 

4,073 

合   計 13,130 

  

３ 事業目標・取組状況、改善点 

義務教育段階にある児童生徒の学びや成長を保障するため、フリースクールの教育的意義等を踏まえ、平

成26年度から、フリースクールの運営費に対して補助を行っている（上限：3,000千円、補助率1/2、対象施

設数(令和２年度)：４施設）。 

県内のフリースクールの通所には、15～25千円/月の授業料(会費)に加え、交通費や体験活動等に要する実

費などが必要となることから、通所する、または、通所を希望する児童生徒の保護者にとっては、義務教育

段階でありながら経済的負担が大きくなっている。令和２年度から「鳥取県不登校児童生徒支援事業補助金」

を創設してフリースクール等に通所する授業料分について助成を開始したが、令和３年度は補助対象に交通

費等を追加して保護者の一層の負担軽減を図る。 
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２款 総務費 

  １項 総務管理費                        総合教育推進課（内線：７８２４） 
８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

私立中学・高校生への

学びの応援事業 

 

139,343 102,574 36,769    139,343 

 

ト ー タ ル コ ス ト 140,135千円（前年度 103,361千円）〔正職員：0.1人〕 

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務 

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校等がそれぞれの特色を活かし、多様な教育の機会を提供する 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

家庭の状況にかかわらず、すべての中学生、高校生等に対して多様な選択肢を提供するとともに、安心し

て勉学に打ち込める環境を作るため、就学支援金制度に上乗せの補助を行い、家庭の教育費負担を軽減する。 

 

２ 主な事業内容 

(１) 生活保護世帯に対し、保護者負担額から授業料を差し引いた残りの額を補助（上限86.4千円） 

(２) 住民税非課税世帯に対し、保護者負担額から授業料を差し引いた残りの額を補助（上限43.2千円） 

(３) 年収590万円以上700万円未満世帯に対し、118.8千円を上限に就学支援金と授業料の差額に対して補助 

(４) 年収700万円以上800万円未満世帯に対し、59.4千円を上限に就学支援金と授業料の差額に対して補助 

【予算額：私立高等学校等(含私立専修学校(高等課程)) 128,430千円、私立中学校 10,913千円】 

 

（例）高等学校のイメージ 

              
 

３ 事業目標・取組状況、改善点 

家庭の経済状況にかかわらず、全ての意思ある中学生・高校生等が安心して教育を受けることができるよ
う、支援金の支給により家庭の経済的負担の軽減を図っていく。 
私立高等学校等に通う生徒については、令和２年度に鳥取県私立高等学校等総合支援金制度を創設し、生 

活保護世帯について授業料以外の納付金を含め保護者負担額をゼロとするなどの負担軽減を図るための支援 

を拡充した。 

私立中学校に対する就学支援金についても高校等と同様に、生活保護世帯等に対する負担軽減を図るため 

の支援を拡充した。 
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10款　教育費
　７項　保健体育費  体育保健課 （ 内線 ： ７９２２ ）
　　２目　学校体育振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）部活動
の生徒引率に
係る貸切バス
利用促進事業
　

34,000 0 34,000 34,000

 トータルコスト 34,792千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］
 主な業務内容 県立学校の指導、調整、学校への予算の令達
 工程表の政策目標
（指標） ライフステージに応じた運動、スポーツ活動の充実

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　部活動における生徒引率の一層の安全を確保するため、貸切バスの利用を促進することにより自家用車利用等

からの切り替えを促し、教員の業務負担の軽減を図る。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
区分 内容 予算額

部活動の生徒引率に係る貸
切バスの利用促進

　部活動の公式大会及び公式大会以外の任意の大会参加、練習試
合等に係る交通手段として貸切バスを活用する場合の経費の一部
を支援する。
＜支援の内容＞
①公式大会：バス借上料の１／３以内（上限15万円まで）
②公式大会以外：バス借上料の１／４以内（上限10万円まで）

34,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞
　 　部活動における生徒の移動の安全を確保し、教職員の長時間運転の負担の軽減を図る。
　 ＜取組状況・改善点＞

　令和２年度は11月補正により、令和３年１～３月に実施される公式大会に参加する部活動への支援を行うことと
している。
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